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資料一覧

１．設備投資・高経年化対策

２．調達の状況

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
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１．設備投資・高経年化対策
－No.15: 設備更新計画における各設備の平均取替年数(10社)
－No.16: 法定耐用年数(中部)
－No.17: 設備投資の計画値とH28実績値(10社)

２．調達の状況
－No.21: 競争発注比率の定義(事務局)
－No.22: 競争発注比率の推移(事務局)
－No.20: 競争発注比率の目標と設定根拠(10社)
－No.23: 送変配電別、物品・工事別の競争発注比率(10社)
－No.24: 一者応札比率・複数応札比率(10社)
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３．効率化に資する取組
－No.11: 体制のワークフロー(10社)
－No.12: 調達削減に資する委員会がない場合のコストダウン策(北陸)

４．上記以外の指摘事項に対する回答
－No.01: 営業収入と実績収入、営業費用と実績費用の差(10社)
－No.02: 当期超過欠損額中のインバランスの扱い (北海道)
－No.03: 想定原価と実績費用の差におけるその他費用の影響(東北)
－No.04: 分社化が行われなかった場合の給料水準の増減(東京)
－No.08: リユースマーケットの有無の説明(東北)
－No.09: 効率化に資する取組事例の実施期間と年間削減額(10社)
－No.10: 系統運用及び需給運用の改善事例(北海道、東北、東京、中部、北陸)
－No.13: 従業員の年収水準低減における具体的取組(北陸)
－No.14: 鉄塔建替の位置変更が実施できた背景の説明(北陸)
－No.18,19: 研究開発費の売上高比、研究開発費の対象範囲(10社)

※ No.05, 06, 07は次回以降回答予定
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１．設備投資・高経年化対策
－No.15: 設備更新計画における各設備の平均取替年数(10社)
－No.16: 法定耐用年数(中部)
－No.17: 設備投資の計画値とH28実績値(10社)

２．調達の状況

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
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北海道

• 投資計画については、供給エリアの需要想定・再エネ等のアクセス・電力供給案件の状況、
設備保全上の巡視・点検結果、設備の経過年数・取替え実績、新たな知見や技術動向等
を踏まえ、適宜、見直し・ローリングを行い、PDCAを展開しております。

• また、高経年化対策に係わる設備更新計画については、「流通設備に関する長期保全方針」
を基本に、防錆塗装や漏油補修・外装品取替等により設備の延命化を図るとともに、設備診
断等による腐食・劣化状況を適切に評価しつつ優先順位を設定のうえ、至近の最大更新量
の中で平準化を図りながら、高経年化設備の増加に対応した設備計画を策定しております。

• 具体的には、設備毎に以下の考え方により、設備更新を行っております。

① 流通設備の保守業務を通じて獲得した知見をもとに、高経年化設備の診断技術の高度化を図り腐
食・劣化状況等を適切に評価するとともに、優先順位を設定のうえ、更新時期の延伸化・工事の平準
化を図る。

② 持続可能なコスト低減の取り組みを進めるとともに、新技術を取り込んだ保守高度化など、新たな取り
組みに挑戦し、知見を獲得する。

③ 将来の需要動向や分散電源の接続見通しと整合した、設備更新の合理化（設備のスリム化・系統
増強等）を進める。

④ 地域施工会社と連携し設備の保全に必要な人材、技術を長期的に確保していく。

流通設備に関する長期保全方針

７．高経年化対策に係る設備更新計画（１／２）
指摘事項15



7

北海道７．高経年化対策に係る設備更新計画（２／２）

代表設備における設備更新計画の考え方

鉄塔

•昭和47年以前に建設した非着雪設計鉄塔および旧規格鉄塔（現行規格と比較し腐食・
変形リスクが高い鉄塔）を優先し、設備更新を実施する。

•現行規格の鉄塔については、劣化状況や鉄塔基毎の腐食速度等を踏まえ、計画的に防錆
塗装を実施し、延命化を図る。

架空
送電線

•点検・診断の結果、腐食が進行している電線は径間毎の腐食速度を踏まえ、設備更新を実
施する。

•なお、撤去電線の性能試験結果より、経年30年以上の電線は腐食が進行する傾向にある
ため、重点的に点検・診断を実施する。

送電
ケーブル

•CVケーブルについては、劣化診断や撤去ケーブルのサンプリング調査結果に基づき、ケーブル
仕様および敷設環境・供給支障リスクを踏まえ、設備更新を実施する。

•OFケーブルについては、油中ガス分析により劣化状況を把握しつつ、漏油発生頻度や他社に
おける設備障害事例等を踏まえながら、設備更新を実施する。

変圧器
•漏油等の障害状況や個別の機器状態、油中ガス分析等の設備診断結果、設備の取替実
績等を踏まえ、漏油補修や外装品取替（パッキンやラジエター等）による設備の延命化を
図りながら、設備更新を実施する。

コンクリート
柱

•定期巡視における、コンクリートの欠損やひび割れ状況等の劣化診断結果（劣化判定基準
による評価、鉄筋診断装置等による状態把握）を踏まえ、設備更新を実施する。

•供給工事や支障移転工事等においても設備更新を実施する。

指摘事項15
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７．高経年化対策に係る設備更新計画

• 当社では，個別設備の経年・劣化状況について，現時点の知見における社内判定基準に基づき，
個々に劣化レベル等の見極めを行いつつ，設備更新を実施しております。

• 現時点では，想定を上回る再生可能エネルギー接続申込の増加や自然災害などといった計画外事象
の発生がなければ，当面の間は，至近年度と概ね同程度の設備更新を継続してまいりたいと考えてお
ります。

• 他方，これと並行し，撤去品調査や不具合事例の蓄積・分析など，新たな知見の収集により更新要否
判断の高度化を進め，経年対策対象物量の増加抑制を図るほか，作業効率の向上，工事量均平化に
よる施工力の維持・確保などにも努めながら，設備の維持や供給信頼度の確保を図ってまいります。

＜設備投資計画の運用サイクル（第28回料金審査専門会合資料【P17】を一部修正）＞

 長期的な需給動向等を踏まえた設備スリム化
 効率化深掘りの反映によるコスト低減

（仕様・工法合理化，競争発注拡大等）
 施工力の状況を考慮した工事量の均平化
 設備経年・劣化等の進展状況を踏まえた

工事実施による供給信頼度の維持
 新技術の採用

至近の状況変化や長期的な
見通しを踏まえて策定

設備投資計画の策定

 供給申込み・災害等
の計画外工事による
優先順位見直し

 設備状況等を踏まえ
た工事内容見直し
（繰延・追加）

 工法などの改良

 更新判断基準
 点検周期見直し
 単価見直し
 優先順位見直し

設備投資計画の改善
 撤去品調査による設備寿命や

延命化に係る知見の収集
 停電・設備不具合事例の把握

設備投資の評価・検証

設備投資の実施

指摘事項15
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個々の設備の機能や性能の劣化状態
を的確に診断

⇒適切に修理・部品交換等の補修を
行いながら、診断結果に基づいて
必要な設備改修を実施する

対策は、ネットワークとして効果の高いも
のとすること、重要度、緊急度による優先
順位を精査し展開することを基本とする

特定のリスク要因があるものは、対象と時
期を厳選し計画的に対策を実施する

更新基準① ～基本的な考え方～ 更新基準② ～特定リスクの管理～

更新基準③ ～優先順位～

６．高経年化対策に係る設備更新基準①

• 今後増加していく高経年の流通設備については、大規模改修・増強工事・設備
スリム化を効率よく組み合わせ、電源・需要の動静等を踏まえながら、以下の
考え方に基づき更新・修繕等を適切に実施してまいります。

【長期設備保全の考え方】

指摘事項15
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（参考）主要設備の評価診断手法例

設備 主な診断手法 診断概要

鉄塔

部材劣化見本判定 部材劣化見本による目視診断

亜鉛めっき塗膜厚
測定

腐食速度MAPにより、地域区分毎に亜鉛めっ
き・塗膜の減耗速度を推定し塗装時期を管理

架空
送電線

電線腐食点検装置 電線へ交流磁界を加え電線の状態を評価

熱画像点検 熱画像装置による圧縮接続管の異常発熱を判定

地中送電
ケーブル

損失電流法
遮水層無しＣＶケーブルを対象に水トリーから
発生する第3次高調波を測定し劣化状況を診断

油中ガス分析
ＯＦケーブルの絶縁油を採油・分析し、放電の
指標となるアセチレン濃度等により異常診断

変圧器

油中ガス分析
変圧器の絶縁油を採油・分析し、放電の指標と
なるアセチレンの発生量等により異常診断

蓄積電荷密度測定
蓄積電荷密度測定装置を用いた帯電電位の測定
による診断

鉄筋
コンク
リート柱

コンクリート劣化
見本

コンクリート劣化見本による目視診断

劣化見本 MAP

蓄積電荷密度測定

損失電流法

劣化見本

熱画像測定

第28回料金審査専門
会合資料6【P22】
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代表設備における設備更新計画

鉄塔

• 亜鉛めっき診断結果を踏まえ、部材に亜鉛めっき層が残存している状態で防錆塗装を適正周期で繰り返
し実施することにより、部材の厚さを適正に維持し、継続使用（劣化が著しい設備は劣化進行度合いに
基づき更新）

• 鉄塔強度の裕度が低い旧設計の鉄塔や強風地域の鉄塔は、劣化状態により、優先順位をつけて建替

• 更新にあたっては、停止調整、施工力、高経年設備の増加を踏まえて平準化を検討していくとともに、
優先順位をつけて更新

架空
送電線

• 素線切れ箇所の補修等を行って延命化を図りつつ、過去の性能劣化調査結果から、腐食環境毎に電線引
張強度低下速度を推定し、状態管理を行いながら、規格値を下回る時期を目安に更新

• 加えて、引張強度低下が懸念される特定の小サイズ銅電線等を対象に、更新計画を策定

• 更新にあたっては、停止調整、施工力、高経年設備の増加を踏まえて平準化を検討していくとともに、
将来的な需要見通しを踏まえ、更新対象設備を厳選のうえ、優先順位をつけ更新

地中送電
ケーブル

＜ＯＦケーブル＞
• 絶縁油分析結果を踏まえた接続部補修による延命化を図りつつ、使用･トラブル実績に基づき、状態管理

を行いながら、アルミ被劣化等での漏油や絶縁体の絶縁性能低下が懸念される時期を目安に更新

• 275kVＯＦケーブルは、2016年10月の新座洞道火災事故をうけ、2045年度末目途にＣＶ化完了計画を策定

＜ＣＶケーブル＞
• 加速劣化試験実績を考慮し、状態管理を行いながら、課電劣化等により絶縁体の絶縁性能低下が懸念さ

れる時期を目安に更新

• 加えて、構造的に絶縁劣化が避けられず、劣化進展が早い特定のＣＶケーブルについては、優先順位を
つけて更新

• ＯＦケーブル及びＣＶケーブルの更新に当たっては、上記に加えて高経年設備の増加も見据えた改修方
針を策定し、優先順位をつけて更新

６．高経年化対策に係る設備更新基準②
指摘事項15
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代表設備における設備更新計画

変圧器

• 漏油補修（部分補修・全パッキン取替）や、電圧調整スイッチ（ＬＴＣ）の長寿命品への取替を
行うことで延命化

• 運転状態や解析･試験等による評価結果を踏まえ、巻線絶縁紙等の絶縁物が経年劣化により、変圧
器の特性に影響を及ぼし始める時点を目安に更新

• 更新にあたっては、停止調整、施工力、高経年設備の増加を踏まえて平準化を検討していくとと
もに、将来的な需要見通しを踏まえ、更新対象設備を厳選のうえ、優先順位をつけ更新

鉄筋コンク
リート柱

• 補修板取付等の補修による延命化を図りつつ、コンクリートのひび割れや部分剥離が発生し、内部
鉄筋の腐食が進行することにより、強度不足に至る時期を目安に更新

• 更新にあたっては、施設環境の違いにより劣化進行に差があることから、巡視点検を行いながら、
劣化状況に応じ対象を厳選して更新

• 今後は、高経年設備の増加を踏まえて平準化を検討していくとともに、優先順位をつけ更新

６．高経年化対策に係る設備更新基準③
指摘事項15
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第28回料金審査専門
会合資料7【P17】

高経年化対策の考え方について5
 高経年化対策の考え方・対応方針につきましては、前回お示ししたとおり、「安定供給に配慮しつつ、

延命化と設備適正化を考慮したうえで取替（更新）工事を実施する方針」としております。
 具体的には、設備ごとに以下のとおりとしております。

➢ 変電設備（変圧器）・・・・・個別に経年劣化や内部異常を見極め、計画に反映しております。
➢ 配電設備（ｺﾝｸﾘｰﾄ柱）・・・巡視等の設備を確認する機会に状態を確認し、優先順位を付けて計画

に反映しております。
 また、前回ご指摘いただいた「送電設備の今後の対応方針」につきましては、次頁にてお示ししております。

指摘事項15
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北陸
【指摘事項15】高経年化対策にかかる設備更新計画について

・高度成長期に施設した流通設備の更新工事が今後ピークを迎えることを踏まえ、限られた施工

力で、将来に亘り安定供給を維持できるよう高経年設備の更新を着実に実施していきます。

・代表的な設備に関する設備更新計画の考え方は、以下のとおりです。

▷ 鉄塔については、周辺樹木等との接触リスクの高い電線地上高の低い鉄塔や、補修品の製造

中止により電線張替困難となる鉄塔を優先的に建替する計画を策定しております。

▷ 架空電線、地中ケーブル、変圧器およびコンクリート柱については、巡視・点検結果等に

基づき現時点の設備の劣化状況を見極め、設備の劣化度合いや故障影響等により優先順位を

判断し、更新計画を策定しております。

必要性

最新の巡視や点検結果から設備
の劣化状況を把握するとともに、
技術的知見に基づいた更新基準
を踏まえた計画となっているか。

需要動向や電源の系統アクセス
計画を踏まえ、将来的にも設備
維持が必要であり優先度の高い
設備更新工事といえるか。

妥当性

過去の実績工事費から個別事情
を考慮しても乖離した工事予算と
なっていないか。

効率化施策は織込まれているか。
また、需要減少地域では、設備統
合などのスリム化も検討した上で、
合理的な設備形成となっているか。

実現性

施工力や用地交渉要員などの
観点から実現可能となっているか。

設備更新に必要な資金調達が
可能な計画となっているか。

高経年設備の機能維持工事の計画

指摘事項15
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関西

The Kansai Electric Power Co., Inc.15

【指摘事項１５】高経年化対策にかかる設備更新計画

○設備更新計画の策定にあたっては、各設備ごとに劣化状況や不具合の進展状況の分析・評価を
踏まえて策定しております。

○また、撤去品調査により余寿命診断・評価状況を確認するなどデータを蓄積行い今後の改修物
量増加に対応するため、設備投資計画の改善も図っております。

P：設備投資計画の「立案」
施設環境や不具合等を考慮し計画を策定
設備スリム化検討による物量低減

改良対象低利用率設備

変圧器の流用 変電所の統廃合

D：設備投資計画の「実行」
設備の劣化状態を確認のうえ改修計画を実施
保全活動による設備の維持、異常の把握

設備の点検

C：設備投資計画の「評価」
撤去品調査による余寿命診断
設備異常ランクの評価、事故･障害状況の確認

A：設備投資計画の「改善」
評価結果を踏まえた改修周期の延伸
効率化施策・新技術の展開

撤去品調査改修周期の延伸イメージ (

残
存
性
能
の
評
価)

コ
ン
ク
リ‐

ト
電
柱
の

曲
げ
破
壊
試
験

指摘事項15
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中国【指摘番号15】 高経年化対策にかかる設備更新計画（1/3）

 高経年化対策にかかる主な設備の更新計画は，当社提出資料Ｐ19～23に記
載した考え方に基づき，お客さまからの供給申込状況や個別工事の進捗状況な
どを総合的に勘案のうえ，高経年化対策以外の設備投資計画との調整を図りな
がら，毎年度策定しています。

 なお，設備更新の実施にあたっては，計画策定以降の状況変化に応じて随時
見直しを図りながら工事を施工しています。

 昭和40年以前の旧規格によって建設された鉄塔は，現行規格に比べ，腐食・変形リスクが
高まるため，工事会社の施工力を考慮して，平成20年度から計画的に建て替えています。

 現行規格の鉄塔は，適切な時期での防錆塗装により延命化を図ることを基本に対応してい
ます。

 なお，いずれの規格についても，点検時に，塔上目視により劣化状態の確認を行っており，
その点検結果を鉄塔建替計画や防錆塗装計画に反映させています。

第29回料金審査専門会合
当社資料【P19】より抜粋【送電設備：鉄塔】

指摘事項15
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中国【指摘番号15】 高経年化対策にかかる設備更新計画（2/3）

 電源開発（株）との共有設備である50万V新山口幹線は，渦流探傷調査による劣化診
断を実施した結果，電線腐食の進行が判明したため，平成28年度から電線張替工事に
着手しています。

 その他の50万V送電線も長距離あるため，渦流探傷調査等による劣化状況を踏まえ，
計画的に張替えることとしています。

第29回料金審査専門会合
当社資料【P20】より抜粋

【送電設備：電力ケーブル】

【送電設備：50万V電線】

PD電極を内蔵する構造の「PD付OFケーブル※1」は，雷サージや開閉サージ等の影響を受けやすく，ケーブ
ル接続処理部の補強絶縁体の部分放電に起因した事故が多発しているため，優先的に張替えています。

その他のOFケーブルは，メーカー推奨の耐用年数を超過したものが多数あることから，微量PCB含有ケーブ
ルからの漏油発生時の環境リスク，および絶縁油のガス分析の結果等による設備の劣化状況を踏まえ，
計画的に張替えています。

外部からの水分の浸入を防止する遮水層がないCVケーブルは，使用年数が短くても水トリー※2による絶縁
破壊が全国大でも多く発生し，至近年も減少傾向にありません。過去の事故実績やメーカー推奨の耐用年
数等を踏まえ，設置環境等を考慮し，計画的に張替えています。

※1 PD付OFケーブル：電圧測定機能付きＯＦケーブル
※2 水トリー：絶縁層内に浸入した微量の水分や異物が，絶縁体に浸透し，絶縁破壊に至る現象

第29回料金審査専門会合
当社資料【P21】より抜粋

指摘事項15
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中国【指摘番号15】 高経年化対策にかかる設備更新計画（3/3）
第29回料金審査専門会合
当社資料【P22】より抜粋

【配電設備：鉄筋コンクリート柱】

【変電設備：変圧器】

第29回料金審査専門会合
当社資料【P23】より抜粋

 高圧コイル焼損等による事故率および漏油等の障害発生率が上昇する時期（経年45～
55年）までに，点検や油中ガス分析等による余寿命診断により劣化状況を評価し，健
全性，推定余寿命や需要・再エネ連系動向等に応じて更新計画を策定しています。

 漏油補修や付属部品交換等の修繕を行いながら，高経年設備の増加に合せて平準化を
考慮して計画的に更新しております。

※1 雨水等の影響で腐食しやすい鉄筋を用いた電柱

 コンクリート電柱については，ひびが発生しやすく劣化の進行が早い当社個別管理電柱から更新
を実施しております。

 現在は，NTTからの要請に基づきNTT所有管理電柱※1の建替に伴う工事を最優先で実施し
ているため，当社個別管理電柱の更新は，今後，本格実施するよう考えています。

 また，点検でひび割れ等の状況を確認しており，ひび割れのあった電柱については，浸水による
鉄筋腐食開始から概ね10年後に折損・倒壊のリスクが高まることを踏まえ，それまでに更新する
よう計画しています。

指摘事項15
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４．高経年化対策に係る設備更新計画

○ 高経年化対策としては、設備毎に、これまで得られている知見に基づき、最新の巡視・点検結果等を踏まえた
劣化状況に応じて、出来るだけ延命化を図ったうえで、更新することを基本としています。

○ 設備更新にあたっては、事前に計画を策定した上で最新の情勢を踏まえ、適宜計画の見直しを行いながら厳選
して実施しています。

代表的な設備 カテゴリ 設備ごとの考え方

鉄塔 送電設備
点検等により腐食劣化状態を確認の上、最適な時期に塗装または部材取替を
行うことにより、機能維持を図る。

送電用架空電線 送電設備
点検等により電線の腐食状態を推定・確認の上、余寿命を評価し、最適な時
期に設備更新を実施する。

送電用地中ケーブル 送電設備
ケーブルの種類や敷設環境を考慮しながら劣化診断を行い、劣化度合いを見
極めて最適な時期に設備更新を実施する。

変圧器 変電設備
塗装修繕等を実施し延命化を図るとともに、油中ガス分析や寿命評価を行い、
機器状態を踏まえながら設備更新を実施する。

コンクリート柱 配電設備 定期的な点検により不良度合いを判定し、順次設備更新を実施する。

指摘事項15
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○ 設備高経年化への対応として、最新の技術的知見や過去の不具合実績等に基づき、設備の劣化
状況を見極めながら設備更新を実施していきます。

○ 具体計画の策定にあたっては、設備の劣化状況に加え、事故発生時の供給信頼度･公衆保安･環
境等への影響、系統整備工事との整合性､施工力、設備投資額等を総合的に勘案し、効率的かつ合
理的な計画の策定に努めています。

主な設備 設備更新の考え方

送電鉄塔

・設備点検等により劣化状況を把握しながら更新時期を見極め

・更新にあたっては、現行の電気設備の技術基準制定前に設計・製造された旧

規格鉄塔や、鉄塔の構造上、防錆塗装では延命化が難しい鉄塔を優先的に

建替

架空送電線
・海塩等の環境因子を考慮した電線寿命推定マップの活用や現地精密点検等

により、電線区間毎に余寿命診断を行いながら更新時期を見極め

地中送電
ケーブル

・ケーブルの種類に応じた劣化診断結果や全国大の絶縁破壊事故実績等を

考慮し、適切な時期に張替

変圧器
・漏油箇所の補修や付属部品の取替等により機能維持を図りながら、油中ガス
分析や劣化診断結果をもとに、内部異常や絶縁紙の劣化が変圧器の寿命に影
響を与える時期を目安に取替

コンクリート柱
・鉄筋腐食に伴う電柱表面のひびや剥離を現地で確認し、劣化状況が著しい
設備を取替（現地補修可能なものは延命化）

当社説明資料【P20】

指摘事項15
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指摘事項15.将来的に金額の大きい対象物について、高経年化対策に係る設備更新計画の提示

 高経年化した設備については、至近年の点検結果や絶縁劣化診断等を考慮し、設備の状態を見極
めた上で、安定供給の確保、年間の施工可能量等を考慮し、長期的な工事量の平準化を図りながら
更新時期を決定いたします。

設備 設備更新の考え方

鉄塔（送電）
・防錆塗装を実施し鉄塔部材の延命化を実施
・定期点検の結果、防錆塗装での延命化が困難と判断した場合については鉄塔部
材取替を実施

架空電線（送電） ・診断箇所を絞り込んだ上でサンプル採取し劣化診断を実施、さらに追跡調査を行い、
引張強度が規格値内であることを確認

地中ケーブル（送電）
・OFケーブルについては、全線路の張替計画を策定（絶縁油中のガス分析を実施し、
劣化の兆候がみられる線路を優先に張り替え）

・CVケーブルについては、劣化診断を実施し更新計画の要否を判断

変圧器（変電） ・変圧器外部の錆･漏油補修、機械的故障等の実績、変圧器内部の絶縁油のガス
分析結果、経年数などを踏まえ、個別に評価し取替を計画

コンクリート柱（配電） ・亀裂発生状態や湾曲状態等を考慮した上で個別に評価し、取替要否を判断

指摘事項15
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１．設備投資・高経年化対策
－No.15: 設備更新計画における各設備の平均取替年数(10社)
－No.16: 法定耐用年数(中部)
－No.17: 設備投資の計画値とH28実績値(10社)

２．調達の状況

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
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送電設備の今後の対応方針について5

鉄 塔 架空送電線
全設備数 30,655基 20,224km
会計上の耐用年数超過物量［A］ 17,671基（58%） 10,220km（51%）
H26-28平均工事実績（竣工）［B］ 83基※ 87km※

＜参考＞A/B 213年 117年

（鉄塔・架空送電線）
高経年化対策の対応状況
➢ 送電線の設備構成の適正性を検討のうえ、「系統整理等により撤去可能な送電線」と「存続が必

要な送電線」を個別に判断しています。
➢ リプレースが必要な送電線は、適切なメンテナンス（鉄塔防錆塗装等）で延命化を図りつつ、設備

更新の時期と物量を見極め、計画的な改修を進めています。

高経年化対策の対応方針
➢ 安定供給の確保を前提に、現時点ではリプレースが必要な年間物量を1.5倍～2倍程度と想定し、

施工力等を見極めながら実施していく予定です（至近年に比べて増加する見込み）。
➢ 今後も、撤去品調査等から適正な劣化更新時期を見極め、物量を精査しながら適切な設備更新

を進めていきます。

※当社は、震災直後のH23年度に、安定供給への影響を見極めたうえで、一時的に工事着手の繰り延べを実施しており、
その影響でH26~28年度の竣工物量が減少しています。

指摘事項16
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第28回料金審査専門会合 資料7 P19参考 指摘事項16



中部
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第28回料金審査専門会合 資料7 P20参考 指摘事項16
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組
－No.15: 設備更新計画における各設備の平均取替年数(10社)
－No.16: 法定耐用年数(中部)
－No.17: 設備投資の計画値とH28実績値(10社)

２．調達の状況

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
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北海道8．設備投資における計画・実績比較

設備
H28投資額

計画 実績 増減 主な増減理由
送電 164億円 166億円 ２億円

・ 供給工事等の工事工程
の変更や資材調達価格の
低減等

変電 134億円 131億円 ▲3億円
配電 148億円 130億円 ▲18億円
合計 447億円 427億円 ▲20億円

• H28年度における設備投資について、送変配電別の計画値に対する実績値は下表のとお
りとなっております。

• 毎年実施している設備投資計画のローリングの中で、適宜、効率化を反映した計画を策定
し、設備投資を実施しております。

指摘事項17
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８．平成２８年度における設備投資の内訳

• 平成２８年度は，送電設備，変電設備，配電設備について，１，２４４億円の設備投資を行っております。
• なお，工程変更等の影響により，実績が当初計画を下回っております。

計画
①

実績
②

差異
②－①

主な差異理由

送電設備 535 421 ▲114

・計画工事の内容見直し・繰り延べ等に
よる差

・調達価格の低減による差

変電設備 387 317 ▲70

配電設備 528 506 ▲22

合計 1,450 1,244 ▲206

＜計画－実績比較＞ （億円）

指摘事項17
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７．設備投資における計画・実績比較

• H28年度の設備投資につきましては、計画2,244億円に対し、実績2,122億円で
あり、▲122億円減少いたしました。

• これは、大口件名の工事内容変更や各種調達方法の工夫による調達価格低減等
の影響によるものです。

H28設備投資の計画・実績比較 (億円)

計画 実績 差異

送　電 667  622  ▲44  

変　電 441  459  19  

配　電 1,137  1,039  ▲97  

合　計 2,244  2,122  ▲122  

指摘事項17
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設備投資の計画値に対する実績値について

315 251

561
450

382

343
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当初計画 実績

設備工事

送電費

 H28年度の計画値、実績値は以下のとおりです。
 計画策定後の減少額が、増加額を上回ったため、実績値が計画値に対して低減しています。

➢減少理由としては、停電や用地事情による工期変更や、見積額を下回る価格での資材契約、工事実施
段階での詳細検討（工事内容・工事規模・工法等の精査）による価格減

➢増加理由としては、工事内容の変更による増加 などがあります。

（億円）
計1,258

▲19.8%

▲20.3%

▲10.2%
計1,044

6 指摘事項17
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北陸

・平成28年度の設備投資計画274億円(送電・変電・配電）に対し、実績は239億円と、35億円低
減いたしました。

・主な差異要因は、資材調達低減の深掘りによる低減によるものです。

【指摘事項17】設備投資計画の実施状況

【設備投資額の計画・実績（平成28年度）】 （億円）

計画 実績 差異 主な差異要因

送 電 125 94 ▲31
・資材調達低減の深掘りによる減

・用地交渉の難航による繰延べ等による減

変 電 61 63 ＋2
・資材調達低減の深掘りによる減

・変圧器トラブルによる取替年度前倒し等に
よる増

配 電 88 81 ▲6 ・資材調達低減の深掘りによる減

合 計 274 239 ▲35

指摘事項17
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関西

The Kansai Electric Power Co., Inc.32

【指摘事項１７】設備投資の計画・実績比較

○H28年度の設備投資につきましては、当初計画値1,057億円に対し、実績値1,007億円であり、
▲50億円減少いたしました。これは、工事実施時期の見直しや調達価格の低減によるものです。

年 度 費 目 計画
①

実績
②

差異
②－① 主な差異理由

H28年度

送電 428 404 ▲ 24
・工事実施時期の見直し

・調達価格の低減
変電 352 356 4
配電 276 245 ▲ 30
計 1,057 1,007 ▲ 50

［億円］

指摘事項17
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中国

 平成28年度の設備投資については，当初計画値547億円に対し，実績値
512億円であり，35億円減少しました。

 これは，実施段階における供給工事の減少や工程変更などの情勢変化，および
資材調達の効率化等の影響によるものです。

H28
計画 実績 増減

流

通

送 電 195 179 ▲16

変 電 133 123 ▲10

配 電 219 210 ▲9

合 計 547 512 ▲35

（単位：億円）

【指摘番号17】 設備投資における計画・実績比較
指摘事項17



四国
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５．設備投資の計画・実績比較

○ 平成28年度における設備投資実績については、再生可能エネルギー電源の連系が取止め・延期されたこと
や、実施段階での更なる効率化などにより、計画226億円に対して16億円減の210億円となりました。

28年度計画
①

28年度実績
②

差 異
②－①

備 考

送 電
67 57 ▲10

（▲14.9％）
再生可能エネルギー電源の連系に係る工事の
取止め・延期による減 など

変 電
63 57 ▲6

（▲9.5％）
工事範囲の見直しによる減 など

配 電
97 95 ▲ 2

（▲2.1％）
最新の点検結果等を踏まえた工事の厳選による
減 など

合 計
226 210 ▲16

（▲7.1％）
－

（億円）

※ （ ）内は計画に対する増減率

指摘事項17



九州【指摘事項17】設備投資の計画・実績比較
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○ 送配電部門における平成28年度の設備投資については、当初計画（969億円）と比較して、工事
工程の見直し等により、実績（928億円）が計画を下回りました。（▲40億円）

計画
（①）

実績
（②）

差異
（②－①）

送 電 443 461 18

変 電 193 152 ▲40

配 電 334 314 ▲18

合 計 969 928 ▲40

（億円）
＜設備投資のH28計画・実績比較＞

指摘事項17



沖縄
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指摘事項17. 設備投資等について、計画値（送変配電別）に対する実績値の説明

 平成28年度の投資計画（送電・変電・配電）および実績は、以下のとおりとなっております。
 用地取得および工事の工期見直し、道路管理者との調整に伴う繰越等により、計画値に対し実績は

34億円の減となっております。

（単位：億円）

設備区分 計画値
①

実績値
②

差異
②－①

送電設備 80 56 ▲24

変電設備 39 35 ▲4

配電設備 67 59 ▲8

計 185 151 ▲34

※端数処理の関係で計算が合わない場合があります。

指摘事項17
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況
－No.21: 競争発注比率の定義(事務局)
－No.22: 競争発注比率の推移(事務局)
－No.20: 競争発注比率の目標と設定根拠(10社)
－No.23: 送変配電別、物品・工事別の競争発注比率(10社)
－No.24: 一者応札比率・複数応札比率(10社)

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答



【指摘事項21】競争発注比率の定義

 前回会合における指摘を踏まえ、各社に確認の上、競争発注方法の算出方法(定義)
について改めて整理したところ、内容は以下のとおり。

 競争発注比率の定義は以下のとおり

競争発注比率の定義と留意点

定義

留意点

38

事務局

 本定義は一者応札も含んだものである

（平成●年度競争発注による契約金額）
（平成●年度競争発注＋特命発注による契約実績額）



資料の構成
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況
－No.21: 競争発注比率の定義(事務局)
－No.22: 競争発注比率の推移(事務局)
－No.20: 競争発注比率の目標と設定根拠(10社)
－No.23: 送変配電別、物品・工事別の競争発注比率(10社)
－No.24: 一者応札比率・複数応札比率(10社)

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答



【指摘事項22】送配電部門における競争発注比率の推移

※(当該年度における競争発注による契約金額)/(当該年度における競争発注＋特命発注による契約実績額)により算出。一者応札を含む。(ただし、東京電力PGのH24～H27は一者応札含まず)
(出所)各社提供資料より事務局作成

 送配電部門における競争発注比率の推移は以下のとおり。
(東京電力PGの平成28年度のみ前回提示した値から一者応札を含むものに修正)
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沖縄

送変配別の競争発注比率※(%)

(年度)

(%)
送配電部門(全体)の競争発注比率※(金額ベース)

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28
北
海
道

送電 - - 5.5 23.9 34.3 50.8 66.0 
変電 - - 37.3 35.8 58.9 61.7 60.4 
配電 - - 28.5 23.7 28.8 31.1 29.7 

東
北

送電 - - - 20.9 28.4 35.4 35.6 
発変電 - - - 44.2 39.1 43.5 36.8 
配電 - - - 28.4 26.2 28.2 27.6 

東
京

送変電 - - 32.9 46.0 50.6 53.1 66.5 
配電 - - 30.9 25.9 83.7 86.4 86.4 

中
部

送電 - - - - 25.9 25.6 31.6
変電 - - - - 35.3 38.3 47.4 
配電 - - - - 23.1 32.4 30.9 

北
陸

送電 31.1 24.9 35.8 61.2 68.1 84.8 85.0 
変電 31.0 41.8 47.0 59.4 61.1 68.6 60.4 
配電 13.7 15.5 9.0 24.9 26.3 86.7 90.8 

関
西

送電 - - - 44.8 58.8 60.6 69.0
変電 - - - 送電に含む 52.0 62.7 51.0
配電 - - - 22.2 32.8 70.0 80.2

中
国

送電 - - 17.5 17.3 27.9 40.9 46.6
変電 - - 27.7 33.4 41.7 46.1 54.7
配電 - - 7.7 11.2 22.9 45.0 47.4

四
国

送電 - 16.1 24.1 57.6 59.7 76.1 71.3
変電 - 9.1 15.1 20.6 31.8 30.2 29.9
配電 - 1.9 1.4 1.7 12.3 18.0 20.1

九
州

送変電 - 21.9 21.4 39.1 36.3 49.8 48.8
配電 - 22.3 21.6 24.5 26.8 33.8 34.5

沖
縄

送変電 - - 78.2 61.1 83.0 68.6 84.9
配電 - - 83.3 81.9 67.9 82.4 72.3
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況
－No.21: 競争発注比率の定義(事務局)
－No.22: 競争発注比率の推移(事務局)
－No.20: 競争発注比率の目標と設定根拠(10社)
－No.23: 送変配電別、物品・工事別の競争発注比率(10社)
－No.24: 一者応札比率・複数応札比率(10社)

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
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北海道１０．競争発注比率の目標と設定根拠

• 送配電部門における競争発注比率の目標値 「平成32年度までに50％」 については、至近年
の競争発注実績および現在検討を進めている「配電部門における競争発注率向上に向けた施
策」などを踏まえた中期目標として設定したものであり、競争発注率の向上によるコストダウンの深
掘に向け、調達検討委員会を中心に継続的な取り組みを進めてまいります。

24.2% 24.8%
32.7% 36.3% 38.6%

12.4%
8.8% 2.7%

10%

20%

30%

40%

50%

H24 H25 H26 H27 H28

送配電部門における競争発注比率の推移・今後の目標

大型案件※

による影響

45.1% 45.1%
41.3%

H32

［目標］

50%

送電 5.5％ 23.9％ 34.3%（49.1％） 50.8%（72.6％） 66.0%（67.0％）

変電 37.3％ 35.8％ 58.9%（82.9％） 61.7%（61.3％） 60.4%（59.3％）

配電 28.5％ 23.7％ 28.8% 31.1% 29.7%

【送変配別内訳（括弧内は大型案件を含めた場合）】

※新北海道本州間電力連系設備（新北本）および、石狩湾新港ＬＮＧ火力発電所連系幹線の新設に係る案件

第28回料金審査専門会合資料４【P37】より

指摘事項20



東北
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１０．競争発注比率目標の設定根拠

＜競争発注比率の目標と実績の推移（第28回料金審査専門会合資料【P33】より引用）＞

（※）ＮＷ部門比率は，送・変・配電部門の合算値。なお，変電部門には，当時同一組織であった一部発電部門の実績が合算されている。

18.3%
21.2%

34.3%

26.1%

35%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

25年度実績 26年度実績 27年度実績 28年度実績 30年度

競
争
発
注
比
率

【平成25年料金認可申請時の目標】
競争発注比率 ３割程度（全社）

全社 全社 全社 全社 全社
（目標）

ＮＷ※ ＮＷ

５０％

31.4％

ＮＷ※ＮＷ※ＮＷ※

30.5％ 29.3％
33.8％

送電
変電（※）

配電

20.9％ 28.4％ 35.4％ 35.6％
44.2％ 39.1％ 43.5％ 36.8％

28.4％ 26.2％ 28.2％ 27.6％

• 送配電部門の競争発注比率実績は下図のとおり（一社応札のケースも実績にカウント）となっており，
これを「平成30年度末までに５０％程度まで拡大」する目標を掲げております。

• これまで，主に配電・送電の請負工事では，施工力不足の深刻化を懸念し，競争化対応を慎重に進め
ていたことから，その大部分を特命発注としておりました。

• こうした中，当該目標の設定時（H28.5）において，施工力を維持・確保することを前提に，これら請負工
事に可能な限りの競争発注を導入した場合，概ね４０％台の競争発注比率となると推定されたことから，
それより一段階上に目標を設定すべく，５０％としたものです。

指摘事項20・24
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東京
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９．競争調達比率の考え方

• 前回ご説明した当社の「競争調達比率」(H28年度76.0％)には、入札の結果、１社
のみが応札したケースは含めておりませんが、１社のみが応札したケースを含め
た場合でも、競争調達比率は76.3％となります（１社応札の割合は0.4％）。

• これは、調達委員会※の助言を踏まえ、発注予定件名全体について、予め技術的
制約等の観点から競争可否を判断した上で、競争可能と判断した件名については、
発注の前倒しなど、入札条件の工夫を実施したこと等によるものです。

• また、当社は、競争調達比率の目標値として「60％」を掲げておりますが、これ
は消費者庁からのご指摘（チェックポイント）を踏まえ、目標として掲げた水準
となります。

送変電部門 65.7% 66.5% 52.1% 75.4%

配電部門 86.4% 86.4% 90.0% 84.0%

※委員は企業再生やコスト削減に長けた外部有識者により構成

指摘事項20・23・24



東京

45

（参考）調達の状況

• H24年の料金査定時にお約束した「H28年度までに競争調達比率を6割以上」につい
ては、送配電部門としてはH26年度に2年前倒しで達成しており、H28年度について
も引き続き達成（76％）しております。

• 更なる競争環境構築に向けて、これまでの取組にて得られた調達カテゴリ毎の特
性に応じた有効な戦略を実行し、コスト削減の最大化を目指します。

※ H22,23年度は旧東京電力、H24-27年度は旧東京電力のうちの送配電部門、H28年度は東京電力PGの比率
※部門毎の競争発注比率は、H24年度より採録開始
※ H23年度は、東日本大震災の直後で緊急的な契約が増加したことにより、競争調達比率が低下

目標ﾗｲﾝ（60%） 【競争調達比率の実績】

送変電部門 33% 46% 51% 53% 66%

配電部門 31% 26% 84% 86% 86%

第28回料金審査専門
会合資料6【P36】



東京
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（参考）電気料金改定時の競争入札比率の目標

H24年7月「認可料金の概要について」より抜粋

第28回料金審査専門
会合資料6【P37】



中部
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競争発注比率の設定根拠について

 当社は値上げ認可申請時（H25年度）に、H28年度末までに競争発注比率を35%程度
へ拡大する目標を設定いたしました。

 特命発注をしていた資機材・役務調達の案件を精査するとともに、第三者の視点も取り入れて
競争発注の拡大を検討し、安全・安定供給への影響等を総合的に勘案して、35%程度を目
標といたしました。

9 指摘事項20
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北陸

・発注の公平性・透明性向上の観点から、技術主管部門と資材部門で構成する「資材調達価格低
減ＣＦＴ※」を平成24年度に設置し、平成26年度にかけて全部門の競争発注拡大に取り組んで
まいりました。

・目標設定においては、平成26年度の競争発注比率実績（３３％）を踏まえ、「技術的制約の影
響が少なく、複数の施工者が存在する送配電工事を原則全て競争化」することや、既設設備の
改修等により特命が主となる発電部門にも「競争可能メーカーの新規発掘」等の取組を織込
み、全部門で少なくとも５０％を目指すこととしております。

※CFT：Cross Functional Team

【指摘事項20】競争発注比率の目標の考え方

【全部門競争発注比率】

14% 14%
21%

32%
33%

56% 57%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

目標５０％

【競争発注比率拡大の取組】
・送配電工事を原則全て競争化
・競争可能メーカーの新規発掘 等

指摘事項20
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関西

The Kansai Electric Power Co., Inc.49

【指摘事項２０・２３・２４】調達の状況－競争発注比率の補足説明

○平成２４年度の料金審査専門委員会でコミットした平成２７年度目標３０％を、１年前倒しで達
成するとともに、H28年度末は送配電全体で71.5%（物品：69.0%、工事：73.1%）となってお
ります。

○残る特命分は既設設備の取替えや緊急対応など競争発注が困難な品目であることから、数値目標は
設定しないものの、現水準を維持しながら効率化に努めてまいります。
※競争発注比率には、一社応札となった件名も含んでおります。なお、一社応札除きの競争発注比率については、一部採録
できない件名があることから算出不可。

71.5% 69.0%
73.1%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

Ｈ２８送配電全体 物品 工事

変 電

配 電

送 電
51.0%

80.2%

69.0%
52.8%

78.3%

70.5%

内 訳

50.1%

83.1%

62.1%

※契約金額ベースで競争比率を算出。

指摘事項20・23・24
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中国【指摘番号20】 競争発注比率の目標と設定根拠

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

48％

Ｈ24 Ｈ26Ｈ25

 平成２４年当時の水準と先行他社の目標設定水準を勘案し，平成２５年度に全社目標を「平成
２７年度に３０％を目指す」としました。

 これに基づき，送配電部門においても同様の水準を目指して競争拡大に取り組んでまいりました。
 この結果，平成2７年度に45％，平成28年度には48％となり，目標を達成しました。

Ｈ27 Ｈ28

14％ 15％

26％

45％

年度 H27 H28以降
目標 30% 30%以上

30％

目
標

目
標

30％以上

競争発注の比率 【送電・変電・配電部門】

送電 17% 17% 27% 40% 46%
変電 27% 33% 41% 46% 54%
配電 7% 11% 22% 45% 47%

指摘事項20



四国

51

７．競争発注比率（物品・工事別の競争発注比率、目標設定の根拠）

○ 当社の競争発注比率には、複数社に見積提出を求めた結果１社のみが見積提出した案件を含み入れています。
（なお、システム上、当該案件の割合については管理しておりません。）

○ 28年度の送配電部門における物品・工事別の競争発注比率は、以下のとおりです。

○ また、送配電部門の競争発注比率の目標として掲げる33年度70％については、技術的な制約から既設メーカー
に発注せざるを得ないものや、緊急対応に伴うものなど以外は、最大限競争化に取り組んでいくことを前提とし
て設定しております。

30%

71%

30%

20%

51%
56%

46%
51%

24%

88%

1%

14%

送配電部門全体 送電部門 変電部門 配電部門

部門合計

物品

工事（参考）送配電部門目標
(33年度) 70%

【28年度 物品・工事別の競争発注比率(送配電部門)】

指摘事項20・23・24
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22% 22%

30%

32% 40%

40%

60%

9%

9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 ・・・・ H31

競争発注比率（送配電部門）の推移

49%

目標

40%
(※1)

(※2)

○ 平成23年度（東日本大震災）以降、全社を挙げて競争拡大に取り組み、平成28年度は、
平成23年度に比べて18ポイント向上し、40％まで競争発注比率が拡大しました。

○ 今後は、競争拡大の取り組みを更に加速し、過去５年間での成果と同程度（20ポイント）の
上積みを目指して努力目標（60％）を設定したものです。

※1 大型特殊件名（50万Ｖ幹線新設 鉄塔工事）による影響

※2 大型特殊件名（50万Ｖ幹線新設 架線工事、大容量蓄電池）

による影響

【指摘事項20】競争発注比率の目標の考え方

H23 H24 H25 H26 H27 H28

送変電 22％ 21％ 39％ 36％(※3) 50％(※3) 49％

配 電 22％ 22％ 25％ 27％ 34％ 35％

※3 大型特殊件名除き

指摘事項20
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指摘事項20・23・24. 競争発注比率について、物品・工事別の比率、目標と設定根拠、
1社応札の割合

 平成28年度における工事/物品別の競争発注比率は、以下のとおりとなっております。
 なお、当社の競争発注比率には、結果的に1社のみが応札した案件を含めて算定しておりますが、その

割合については管理しておりません。
 また、当社は、工事や物品の発注に際しては、競争発注を原則とし調達コストの低減に努めております

が、目標値については特段設定しておりません。

送変電部門 配電部門 ＮＷ部門計

工事 85.7％ 77.9％ 83.0％

物品 83.9％ 54.1％ 79.1％

計 84.9％ 72.3％ 81.5％

平成28年度 競争発注比率

指摘事項20・23・24



資料の構成

54

１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況
－No.21: 競争発注比率の定義(事務局)
－No.22: 競争発注比率の推移(事務局)
－No.20: 競争発注比率の目標と設定根拠(10社)
－No.23: 送変配電別、物品・工事別の競争発注比率(10社)
－No.24: 一者応札比率・複数応札比率(10社)

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
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北海道

＜Ｈ２８年度送配電部門の競争発注比率＞

１１．競争発注比率の内訳について

・ Ｈ28年度の送配電部門の「物品」および「工事」に関する競争発注比率は以下のとおりです。
・ 物品については、既設設備との兼ね合い等から特命発注している案件もありますが、競争発注

拡大に向けた検討を進めてまいります。
・ 工事については、配電の比率が低い状況となっておりますが、来年度から段階的に競争発注を

拡大してく予定です。
・ 当社の競争発注率については、複数社に見積依頼し、結果として１社のみ応札があったケース

も含まれております。
・ ただし、１社のみの応札の割合については、システム上集計できないことから、算出することは困

難です。

送電 67.0％ 38.7% 73.0％
変電 59.3％ 50.1% 77.3％
配電 29.7％ 64.3% 5.3％

【送変配別内訳】

41.3%
54.8%

32.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

Ｈ２８送配電部門 物品のみ 工事のみ

指摘事項23・24
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１１．競争発注比率（物品・工事別）の実績

• 物品および工事に係る競争発注比率（送電・発変電・配電別）の平成２８年度実績については，下図の
とおりです。

＜平成２８年度 競争発注比率の内訳＞

（※１）工事には，委託に係る競争発注実績が合算されている。
（※２）変電部門には，当時同一組織であった一部発電部門の実績が合算されている。

31.4%

56.9%

14.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

NW全体 物品のみ 工事のみ

送電
変電（※2）

配電

35.6％ 59.6％ 30.3％
36.8％ 49.4％ 12.6％

27.6％ 60.8％ 5.4％

※１

指摘事項23
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９．競争調達比率の考え方

• 前回ご説明した当社の「競争調達比率」(H28年度76.0％)には、入札の結果、１社
のみが応札したケースは含めておりませんが、１社のみが応札したケースを含め
た場合でも、競争調達比率は76.3％となります（１社応札の割合は0.4％）。

• これは、調達委員会※の助言を踏まえ、発注予定件名全体について、予め技術的
制約等の観点から競争可否を判断した上で、競争可能と判断した件名については、
発注の前倒しなど、入札条件の工夫を実施したこと等によるものです。

• また、当社は、競争調達比率の目標値として「60％」を掲げておりますが、これ
は消費者庁からのご指摘（チェックポイント）を踏まえ、目標として掲げた水準
となります。

送変電部門 65.7% 66.5% 52.1% 75.4%

配電部門 86.4% 86.4% 90.0% 84.0%

※委員は企業再生やコスト削減に長けた外部有識者により構成

指摘事項20・23・24再掲
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競争発注比率の送変配電別、物品・工事別の比率について

 物品・工事別の比率については以下のとおりです。

物 品 工 事

送電 ４１％ ３４％

変電 ５７％ ２７％

配電 ７３％ ８％

10

＜平成２８年度実績＞

指摘事項23
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北陸

・H28年度競争発注比率（物品・工事別）は、以下のとおりとなっております。

・送電工事（架空・地中送電線工事）全件名競争化や、配電委託工事（外線･運搬工事、引込
線・内線工事）の競争化に取り組んできたことから、送電と配電の工事における競争発注比率
は特に高くなっております。

・当社の競争発注比率には、複数社に見積提出を求め、結果として一社応札となった案件も含ん
でおります。

・なお、システム上、一社応札の割合については管理しておりません。

【指摘事項23・24】競争発注比率(物品・工事別、一社・複数応札別）

【H28年度競争発注比率（物品・工事別）】

送電 変電 配電

物品 74% 55% 83% 74% 49%

工事 89% 66% 97% 89% 61%

計 85% 60% 91% 83% 57%

送配電部門
全部門

指摘事項23・24
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関西

The Kansai Electric Power Co., Inc.60

【指摘事項２０・２３・２４】調達の状況－競争発注比率の補足説明

○平成２４年度の料金審査専門委員会でコミットした平成２７年度目標３０％を、１年前倒しで達
成するとともに、H28年度末は送配電全体で71.5%（物品：69.0%、工事：73.1%）となってお
ります。

○残る特命分は既設設備の取替えや緊急対応など競争発注が困難な品目であることから、数値目標は
設定しないものの、現水準を維持しながら効率化に努めてまいります。
※競争発注比率には、一社応札となった件名も含んでおります。なお、一社応札除きの競争発注比率については、一部採録
できない件名があることから算出不可。

71.5% 69.0%
73.1%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

Ｈ２８送配電全体 物品 工事

変 電

配 電

送 電
51.0%

80.2%

69.0%
52.8%

78.3%

70.5%

内 訳

50.1%

83.1%

62.1%

※契約金額ベースで競争比率を算出。

指摘事項20・23・24再掲
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中国【指摘番号23,24】 競争発注比率の物品・工事別の比率，１社応札の比率

 当社は，複数の取引先に見積を依頼したものを競争としてカウントしており，入札の結果，
１社応札となったものも競争としてカウントしています。

 競争発注比率の物品，工事別の比率は以下のとおりです。なお，１社応札となった比率
については，システム上管理しておりません。

 平成28年度の競争発注比率は48％ですが，内訳は，物品73％，工事35％となります。
工事は対応可能な取引先が限られ特命発注にならざるを得ない等の理由から，物品に比
べ低くなっています。

48%

73%

35%

0%

20%

40%

60%

80%

H28送配電部門 物品 工事
送電 46% 60% 41%
変電 54% 64% 37%
配電 47% 82% 31%

指摘事項23・24
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７．競争発注比率（物品・工事別の競争発注比率、目標設定の根拠）

○ 当社の競争発注比率には、複数社に見積提出を求めた結果１社のみが見積提出した案件を含み入れています。
（なお、システム上、当該案件の割合については管理しておりません。）

○ 28年度の送配電部門における物品・工事別の競争発注比率は、以下のとおりです。

○ また、送配電部門の競争発注比率の目標として掲げる33年度70％については、技術的な制約から既設メーカー
に発注せざるを得ないものや、緊急対応に伴うものなど以外は、最大限競争化に取り組んでいくことを前提とし
て設定しております。

30%

71%

30%

20%

51%
56%

46%
51%

24%

88%

1%

14%

送配電部門全体 送電部門 変電部門 配電部門

部門合計

物品

工事（参考）送配電部門目標
(33年度) 70%

【28年度 物品・工事別の競争発注比率(送配電部門)】

指摘事項20・23・24再掲
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【指摘事項23】競争発注比率の内訳（物品・工事別）

○ 平成28年度の競争発注比率の内訳は以下のとおりです。

物品 工事

送変電 54％ 46％

配 電 73％ 10％

合計 66％ 25％

＜平成28年度競争発注比率の内訳＞

指摘事項23
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指摘事項20・23・24. 競争発注比率について、物品・工事別の比率、目標と設定根拠、
1社応札の割合

 平成28年度における工事/物品別の競争発注比率は、以下のとおりとなっております。
 なお、当社の競争発注比率には、結果的に1社のみが応札した案件を含めて算定しておりますが、その

割合については管理しておりません。
 また、当社は、工事や物品の発注に際しては、競争発注を原則とし調達コストの低減に努めております

が、目標値については特段設定しておりません。

送変電部門 配電部門 ＮＷ部門計

工事 85.7％ 77.9％ 83.0％

物品 83.9％ 54.1％ 79.1％

計 84.9％ 72.3％ 81.5％

平成28年度 競争発注比率

指摘事項20・23・24再掲
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況
－No.21: 競争発注比率の定義(事務局)
－No.22: 競争発注比率の推移(事務局)
－No.20: 競争発注比率の目標と設定根拠(10社)
－No.23: 送変配電別、物品・工事別の競争発注比率(10社)
－No.24: 一者応札比率・複数応札比率(10社)

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
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北海道

＜Ｈ２８年度送配電部門の競争発注比率＞

１１．競争発注比率の内訳について

・ Ｈ28年度の送配電部門の「物品」および「工事」に関する競争発注比率は以下のとおりです。
・ 物品については、既設設備との兼ね合い等から特命発注している案件もありますが、競争発注

拡大に向けた検討を進めてまいります。
・ 工事については、配電の比率が低い状況となっておりますが、来年度から段階的に競争発注を

拡大してく予定です。
・ 当社の競争発注率については、複数社に見積依頼し、結果として１社のみ応札があったケース

も含まれております。
・ ただし、１社のみの応札の割合については、システム上集計できないことから、算出することは困

難です。

送電 67.0％ 38.7% 73.0％
変電 59.3％ 50.1% 77.3％
配電 29.7％ 64.3% 5.3％

【送変配別内訳】

41.3%
54.8%

32.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

Ｈ２８送配電部門 物品のみ 工事のみ

指摘事項23・24再掲
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１０．競争発注比率目標の設定根拠

＜競争発注比率の目標と実績の推移（第28回料金審査専門会合資料【P33】より引用）＞

（※）ＮＷ部門比率は，送・変・配電部門の合算値。なお，変電部門には，当時同一組織であった一部発電部門の実績が合算されている。

18.3%
21.2%

34.3%

26.1%

35%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

25年度実績 26年度実績 27年度実績 28年度実績 30年度

競
争
発
注
比
率

【平成25年料金認可申請時の目標】
競争発注比率 ３割程度（全社）

全社 全社 全社 全社 全社
（目標）

ＮＷ※ ＮＷ

５０％

31.4％

ＮＷ※ＮＷ※ＮＷ※

30.5％ 29.3％
33.8％

送電
変電（※）

配電

20.9％ 28.4％ 35.4％ 35.6％
44.2％ 39.1％ 43.5％ 36.8％

28.4％ 26.2％ 28.2％ 27.6％

• 送配電部門の競争発注比率実績は下図のとおり（一社応札のケースも実績にカウント）となっており，
これを「平成30年度末までに５０％程度まで拡大」する目標を掲げております。

• これまで，主に配電・送電の請負工事では，施工力不足の深刻化を懸念し，競争化対応を慎重に進め
ていたことから，その大部分を特命発注としておりました。

• こうした中，当該目標の設定時（H28.5）において，施工力を維持・確保することを前提に，これら請負工
事に可能な限りの競争発注を導入した場合，概ね４０％台の競争発注比率となると推定されたことから，
それより一段階上に目標を設定すべく，５０％としたものです。

指摘事項20・24再掲
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９．競争調達比率の考え方

• 前回ご説明した当社の「競争調達比率」(H28年度76.0％)には、入札の結果、１社
のみが応札したケースは含めておりませんが、１社のみが応札したケースを含め
た場合でも、競争調達比率は76.3％となります（１社応札の割合は0.4％）。

• これは、調達委員会※の助言を踏まえ、発注予定件名全体について、予め技術的
制約等の観点から競争可否を判断した上で、競争可能と判断した件名については、
発注の前倒しなど、入札条件の工夫を実施したこと等によるものです。

• また、当社は、競争調達比率の目標値として「60％」を掲げておりますが、これ
は消費者庁からのご指摘（チェックポイント）を踏まえ、目標として掲げた水準
となります。

送変電部門 65.7% 66.5% 52.1% 75.4%

配電部門 86.4% 86.4% 90.0% 84.0%

※委員は企業再生やコスト削減に長けた外部有識者により構成

指摘事項20・23・24再掲
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競争発注比率の送変配電別の一社応札、複数応札の割合について

 前回ご説明した当社の「競争発注比率」(H28年度37％)には、入札の結果、一社のみが
応札したケースを含めております。

 一社応札、複数応札の比率については以下のとおりです。

11

競争発注の内訳

複数社応札 一社応札

送電 90% 10%

変電 99% 1%

配電 100% 少

＜平成２８年度実績＞

指摘事項24
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北陸

・H28年度競争発注比率（物品・工事別）は、以下のとおりとなっております。

・送電工事（架空・地中送電線工事）全件名競争化や、配電委託工事（外線･運搬工事、引込
線・内線工事）の競争化に取り組んできたことから、送電と配電の工事における競争発注比率
は特に高くなっております。

・当社の競争発注比率には、複数社に見積提出を求め、結果として一社応札となった案件も含ん
でおります。

・なお、システム上、一社応札の割合については管理しておりません。

【指摘事項23・24】競争発注比率(物品・工事別、一社・複数応札別）

【H28年度競争発注比率（物品・工事別）】

送電 変電 配電

物品 74% 55% 83% 74% 49%

工事 89% 66% 97% 89% 61%

計 85% 60% 91% 83% 57%

送配電部門
全部門

指摘事項23・24再掲
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関西

The Kansai Electric Power Co., Inc.71

【指摘事項２０・２３・２４】調達の状況－競争発注比率の補足説明

○平成２４年度の料金審査専門委員会でコミットした平成２７年度目標３０％を、１年前倒しで達
成するとともに、H28年度末は送配電全体で71.5%（物品：69.0%、工事：73.1%）となってお
ります。

○残る特命分は既設設備の取替えや緊急対応など競争発注が困難な品目であることから、数値目標は
設定しないものの、現水準を維持しながら効率化に努めてまいります。
※競争発注比率には、一社応札となった件名も含んでおります。なお、一社応札除きの競争発注比率については、一部採録
できない件名があることから算出不可。

71.5% 69.0%
73.1%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

Ｈ２８送配電全体 物品 工事

変 電

配 電

送 電
51.0%

80.2%

69.0%
52.8%

78.3%

70.5%

内 訳

50.1%

83.1%

62.1%

※契約金額ベースで競争比率を算出。

指摘事項20・23・24再掲
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中国【指摘番号23,24】 競争発注比率の物品・工事別の比率，１社応札の比率

 当社は，複数の取引先に見積を依頼したものを競争としてカウントしており，入札の結果，
１社応札となったものも競争としてカウントしています。

 競争発注比率の物品，工事別の比率は以下のとおりです。なお，１社応札となった比率
については，システム上管理しておりません。

 平成28年度の競争発注比率は48％ですが，内訳は，物品73％，工事35％となります。
工事は対応可能な取引先が限られ特命発注にならざるを得ない等の理由から，物品に比
べ低くなっています。

48%

73%

35%

0%

20%

40%

60%

80%

H28送配電部門 物品 工事
送電 46% 60% 41%
変電 54% 64% 37%
配電 47% 82% 31%

指摘事項23・24再掲
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７．競争発注比率（物品・工事別の競争発注比率、目標設定の根拠）

○ 当社の競争発注比率には、複数社に見積提出を求めた結果１社のみが見積提出した案件を含み入れています。
（なお、システム上、当該案件の割合については管理しておりません。）

○ 28年度の送配電部門における物品・工事別の競争発注比率は、以下のとおりです。

○ また、送配電部門の競争発注比率の目標として掲げる33年度70％については、技術的な制約から既設メーカー
に発注せざるを得ないものや、緊急対応に伴うものなど以外は、最大限競争化に取り組んでいくことを前提とし
て設定しております。

30%

71%

30%

20%

51%
56%

46%
51%

24%

88%

1%

14%

送配電部門全体 送電部門 変電部門 配電部門

部門合計

物品

工事（参考）送配電部門目標
(33年度) 70%

【28年度 物品・工事別の競争発注比率(送配電部門)】

指摘事項20・23・24再掲
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【指摘事項24】競争発注における一社応札の割合

○ 当社の「競争発注比率」（平成28年度40％）には、入札の結果、一社のみが応札した
ケースを含んでおります。

〇 平成28年度の競争発注における一社応札の割合については以下のとおりです。

一社応札の割合

送変電 １．４％

配 電 ０．１％

合計 ０．７％

＜平成28年度競争発注における一社応札の割合＞

指摘事項24
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指摘事項20・23・24. 競争発注比率について、物品・工事別の比率、目標と設定根拠、
1社応札の割合

 平成28年度における工事/物品別の競争発注比率は、以下のとおりとなっております。
 なお、当社の競争発注比率には、結果的に1社のみが応札した案件を含めて算定しておりますが、その

割合については管理しておりません。
 また、当社は、工事や物品の発注に際しては、競争発注を原則とし調達コストの低減に努めております

が、目標値については特段設定しておりません。

送変電部門 配電部門 ＮＷ部門計

工事 85.7％ 77.9％ 83.0％

物品 83.9％ 54.1％ 79.1％

計 84.9％ 72.3％ 81.5％

平成28年度 競争発注比率

指摘事項20・23・24再掲



資料の構成
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況

３．効率化に資する取組
－No.11: 体制のワークフロー(10社)
－No.12: 調達削減に資する委員会がない場合のコストダウン策(北陸)
－No.25: 一者応札比率・複数応札比率(10社)
４．上記以外の指摘事項に対する回答
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北海道６．効率化の体制について

• 当社は「経営基盤強化推進委員会」および「調達検討委員会」の両者が連携し、それぞれ外部
専門家のアドバイスを受けながらコストダウンの取り組みを推進しております。

• 経営基盤強化推進委員会は平成29年2月の設置以降、これまで5回開催し、主に中長期を
見据え、収支の抜本的な改善と財務体質の強化を図っております。

• また、調達検討委員会は経営基盤強化推進委員会で検討する項目のうち、資機材調達に特
化し、平成24年5月の設置以降、これまで62回（うちNW関連は1/3程度）開催しております。

経営基盤強化推進委員会の取組 調達検討委員会の取組

②検討・審議

調達検討委員会
（経営層）

関係部門
（主管部門・調達部門）

①調達スキーム
発注計画策定

・調達コスト低減の更なる深掘
・競争拡大に向けた更なる取り組み
・新規参入の促進による透明性確保

指
示

③反映・再検討

報
告

経営基盤強化推進委員会
（社長・副社長・常務執行役員）
報
告

・収入拡大
・グループ会社を含めた効率化・コスト

低減策の推進
⇒収支の抜本的改善・財務体質の強化

外部専門家
（サポート）

各本部
（各本部長）

各部室
（担当役員）

各部室
（担当役員）

グ
ル
ー
プ
会
社

指
示

検討の依頼

資機材調達コストの削減は
調達検討委員会で検討

成果の吸い上げ

連携

外部専門家
（アドバイス）

指摘事項11
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６．経営効率化推進のワークフロー

• 調達改革委員会の検討結果については，社長を議長とする『経営効率化推進会議』へ報告されます。
• 同会議では，調達価格低減など経営効率化に係る具体的施策や調達改革委員会の取組の方向性，
競争発注比率や調達価格低減率に係る各主管部門別の目標等について審議を行い，当会議の決定
に従って，調達改革委員会や各部門が具体的な施策の展開等を図っております。

＜効率化の推進に向けたワークフロー＞

検討チーム
（主管部門毎※）

調達改革
委員会

(H25.7設置）

経営効率化
推進会議

(H20.9設置）

半期に１回開催

 部門別の目標設定
 効率化施策の今後の進め方

 各主管部門の取組の方向性
 具体的施策検討

 調達改革委員会検討施策の実施
 主管部門独自施策の検討・実施

検討・実行

効率化の達成実績把握

検 討

審 議 ・ 決 定

実績管理

報告

提案 承認

反映

報告

指示，指導，
助言

進捗状況，
検討結果報告

議 長 ：社長
委 員 ：全役員

半期に１回開催

委員長：企画担当役員
副委員長：技術系役員
副委員長：資材担当役員
委 員 ：関係室部長 等

※資材部門含む

指摘事項11
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• 前回ご説明のとおり、カイゼン活動の検討・推進体制については、本社各部がカ
イゼン活動の全プロジェクトの進捗状況を管理し、水平展開（マニュアル等への
反映）までを迅速に対応するよう推進体制を強化し、検討を加速しております。

• それにより、全221件のカイゼン活動をH30年度までに完了させることを目指して
おります。

５．効率化検討体制のワークフロー

本社・支社
共通ドライブ

Report

【カイゼン活動の検討・推進体制】

D
支社

E
支社

F
支社

リーダー

プロジェクトY

A
支社

B
支社

C
支社

リーダー

プロジェクトX
第
一
線
機
関

（
総
・
支
社

電
力
所
）

イントラ
ネット

本社

本社各部

確認

検討資料を
アップロード

定期的に
進捗状況を報告

検討支援

PGカイゼン担当会議※(1回/月)
【技術・業務革新推進室】

※H29年2月設置

良いアイデアを掲載

進捗管理表を
アップロード

施策の水平展開

効果のモニタリング

第一線機関

指摘事項11
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効率化体制におけるワークフローについて

前回ご説明のとおり、外部有識者の視点も取り入れた効率化推進の仕組みを導入しております。
具体的には、本店主管部に「推進責任者（部門長）」や「推進者（課長級）」を設置し、各プロ

ジェクトの検討を自律的に進めております。

事業場
プロジェクト

本店
プロジェクト

本店主管部

生産性向上
検討会

支店
(営業所・電力センター)

外部有識者

指導

進捗報告
・指摘事項改善

必要に応じて、
現場視察のうえ指導

【体制図】

生産性向上検討会

各生産性向上プロジェクトの進捗報告や、
外部有識者による指導を実施する場。

開催頻度：４～５か月に１回程度
構成員：カンパニー社長・副社長、

各部門長(推進責任者)ほか

各生産性向上プロジェクトにおける具体的な生産性向上検討の場にも、外部有識者・アドバイザーに
お越しいただき指導いただく（８回／月程度）。

4 指摘事項11
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①可視化

• 所要時間を計測の
上、作業フローを作
成・可視化

②課題抽出

• 実務実態から問題・
課題を抽出(独自+
外部目線)

③かいぜん策
検討・試行

• 必要に応じて実証
(独自+外部目線)

④標準化・
全社展開

• 改善された新たな作
業フローを標準化・
全社展開

効率化体制におけるワークフローについて

 「生産性向上プロジェクト」では、以下のワークフローで検討を進めております。
検討対象を選定し
①可視化 → ②課題抽出 → ③かいぜん策の検討・試行 → ④標準化・全社展開

・②～③のPDCAサイクルを繰り返す

外部有識者・アドバイザーによる指導

4

選
定

指摘事項11
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北陸【指摘事項11】効率化の検討体制、ワークフロー

・経営基盤強化委員会は、社長･全副社長･全常務にて構成しており、既存部門の枠組みに捉われ
ない部門横断的な施策を検討する体制となっております。

・主管部からの効率化施策提案の他、ﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝでの検討指示による迅速な計画･実施を目指して
おり、目途のついた効率化施策から順次、計画に反映･実施していく仕組みとなっております。

・また、各施策の検討においては、必要に応じて外部知見を活用し、効率化に向け取り組んで
おります。

委員長（社 長） 副委員長（副社長） 委 員（常 務）

経 営 基 盤 強 化 委 員 会 ＜H29.4設置＞

検討指示、指導 新規施策提案、進捗状況･検討結果報告

◇ 社長を委員長とし全副社長･全常務にて審議
◇ 全部門を対象とし、聖域なきｺｽﾄ削減･収益拡大を検討
◇ トップダウンによる検討指示を含め、迅速な計画･実施を目指す

本店各主管部（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ施策検討箇所）

（各主管部長）

人事労務部 燃料部 技術主管部 経理部 経営企画部 技術開発研 資材部
[人労諸制度] [燃料調達] [設備修繕] [諸経費] [新規事業] [技術改善] [資材調達]･･･

◇ 既存部門(縦系列)の枠組みに捉われず部門横断で施策検討
◇ 目途のついた施策から、個別審議(決裁)､各部門計画に反映し実施

現業（本店支店支社）
施策に応じ現業に展開

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社

「施策内容に応じ
他委員会と連携」

･2020体制整備委員会
（外部ｺﾝｻﾙ有）

･働き方改革ＣＦＴ 等
（外部ｺﾝｻﾙ有）

＜中長期的施策＞
・社内諸計画に反映

＜実施施策＞
・個別決裁・実施

実施
目途

1回/2ヶ月
程度開催

事務局(経営企画部)

・効率化効果
評価・測定

・進捗管理

連携

連携

連携

実績
把握

指摘事項11
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関西

The Kansai Electric Power Co., Inc.83

【指摘事項１１】効率化に資する取組－コスト低減に向けた取組み体制

○社内組織「コスト構造改革WG」の下で、各部門の効率化目標の設定や進捗管理および効率化
施策の部門間共有を行っています。

○その中で、資機材調達コストの低減については、経営の強いリーダーシップの下、第三者からの評
価も踏まえ、継続的に改善し、さらなるコスト構造改革を推進しています。

経営戦略会議 ※H27.6～
（社長＋副社長執行役員＋常務執行役員）

コスト構造改革WG ※H27.8～
（主査：副社長執行役員（企画担当）

委員：副社長執行役員、常務執行役員）

報告 指導

 効率化の目標設定・進捗管理
 効率化施策の部門間共有

関係役員会議
（本店各室長、部長）

 個別課題の検討等

調達戦略

年度 第三者の評価

H25 全体としては、業界水準を上回る効率化状況であるものの、一部の
カテゴリについては改善余地あり。

H26 前年度から効率化の状況は進展しており、業界水準を上回ってい
るものの、更なる改善余地あり。

H27 引き続き改善余地はあるが、業界水準および前２ヵ年平均を上
回っており、効率化の取組みが定着。

H28 一部のカテゴリに特化してチェックしたところ、改善余地を確認。

報告 指導

 グループ総合力の強化や強固
な経営基盤の構築

指摘事項11
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中国【指摘番号11】 効率化検討体制のワークフロー（1/2）

 第29回料金審査専門会合における当社資料９ページに記載のとおりとなっています。
指摘事項11
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中国【指摘番号11】 効率化検討体制のワークフロー（2/2）

 第29回料金審査専門会合における当社資料１０ページに記載のとおりとなっています。
指摘事項11
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３．効率化検討体制のワークフロー

○ 調達価格の低減に向けた取り組みは、社長を委員長とする「経営改革特別委員会」、資材・企画・各設備主管部
門の部長で構成する「調達検討部会」、実務担当者で構成する「調達検討ＷＧ」において、半年毎に検討・審議し
ております。

○ 中長期・年度の目標設定、対応方針の策定、進捗状況の確認等を定期的に行うことで、実効性の高いＰＤＣＡサ
イクルを構築するとともに、良好事例を各部門に展開することにより、取り組みの更なる深化につなげています。

４～６月 ７～９月 １０～１２月 １～３月

経営改革
特別委員会

調達検討

部会

調達検討

ＷＧ

資材部門

および

各設備主管

部門

【調達検討ＷＧ】

・各部門毎に上期の進捗状況
を確認するとともに、下期
の調達予定案件について競
争化、仕様の標準化・簡素
化の対応方針を確認

【経営改革特別委員会】

・調達検討部会での審議内容確認

・中長期的視点からの方針決定、
助言・指導

【調達検討部会】

・競争化、仕様の標準化・簡素化
などの年度取組目標策定

・前年度実施結果の確認

・良好事例の水平展開

＜調達価格の低減に向けたワークフロー＞

【経営改革特別委員会】

・調達検討部会での審議内容確認

・方針変更要否検討、助言・指導

【調達検討部会】

・上期の進捗状況確認

・良好事例の水平展開

・中長期目標の見直し検討

【調達検討ＷＧ】

・各部門毎に次年度の調達予
定案件について競争化、仕
様の標準化・簡素化の対応
方針を検討

競争発注比率の向上、仕様の標準化・簡素化など調達価格の低減に向けた施策を実施
（30年度からの外部コンサルタント導入に向けて準備中）

指摘事項11
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【指摘事項11】効率化検討体制のワークフロー

〇 資材調達分科会を設け、社外専門家を委員とした「調達改革推進委員会」からの意見・助言な
どの、外部知見を活用しながら、調達機能の強化へ取り組み、全社をあげてコスト低減を推進し
ています。

資材調達分科会

調達改革推進委員会

報告・相談

ｏ競争化や多様な

発注方式の活用

ｏお取引先との協働

した原価低減活動

Ｄ

ｏ改善策の検討・ 実施

ｏ調達改革推進委員

会からの助言・評価

等を反映

Ａ

ｏ調達予定件名集約

及び発注施策検討

ｏ調達方針・目標の

設定

Ｐ

ｏ実績分析

ｏ課題抽出

Ｃ

助言・指導・評価
（外部知見の活用）

（調達改革推進委員会の概要）

構
成

委員長 佐藤 尚文 【代表取締役副社長 ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝ統括本部長】

社外
委員

江幡 誠 氏 【株式会社日立製作所 嘱託】
【株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 取締役 監査等委員】

徳田 勇治 氏 【トヨタ自動車九州株式会社 常勤監査役】

阿部 幸裕 氏 【株式会社日本ビジネスクリエイト 代表取締役社長】

社内
委員

長野 益徳 【上席執行役員 ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ戦略部門 副部門長】
小野 利喜 【上席執行役員 送配電ｶﾝﾊﾟﾆｰ副社長、配電本部長】
豊嶋 直幸 【上席執行役員 原子力発電本部 副本部長】
辻 浩平 【執行役員 ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ事業統括本部 火力発電本部長】
山科 秀之 【執行役員 送配電ｶﾝﾊﾟﾆｰ 電力輸送本部長】

助言・指導
・評価

報告・相談

（資機材調達効率化の推進体制図）

報告指示

資材調達分科会

主査 委員 委員

・・・

資材調達WG

資材調達
担当役員

社内関係部長

調達改革推進委員会

委員長 社内委員 社外委員

・・・・

メーカー出身者
コンサルタント

〔資機材調達コスト低減への取組（体制）〕

当社説明資料【P10】

指摘事項11



沖縄
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指摘事項11. 効率化の体制について、ワークフローとともに、どのように効率化につながるか説明

 当社説明資料９ページに記載のとおりとなっております。

指摘事項11



資料の構成
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況

３．効率化に資する取組
－No.11: 体制のワークフロー(10社)
－No.12: 調達削減に資する委員会がない場合のコストダウン策(北陸)
－No.25: 一者応札比率・複数応札比率(10社)
４．上記以外の指摘事項に対する回答
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北陸【指摘事項12】調達コスト低減に向けた取組み

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

24%
30%

43%
47%

83% 83%

14%
21%

32% 33%

56% 57%

送配電部門 全部門

＜競争発注比率の推移＞＜資材調達低減の取り組み＞

＜主な取組み内容＞
調達対象毎に最適な調達方策を採用
・競争入札（ターゲットプライス方式）
・順位配分競争 ・まとめ競争
・技術提案型競争（ＶＥ提案型競争）
・共同調達 等

発注方針策定
競争発注方策

既存施策の効果
検証、課題抽出

新規方策検討
既存施策見直し

多様な発注方法
交渉・契約締結

Ｐ Ｄ

ＣＡ

役員審議 役員進捗報告

・資材調達価格の低減を個別に検討する会議体としては、技術主管部門と資材部門で構成する
「資材調達価格低減ＣＦＴ※」を平成24年度に設置し、平成26年度にかけて全部門の競争発注
拡大に取り組んでまいりました（ＣＦＴは平成26年度で終了）。

・特に、送配電部門では、送電工事（架空・地中送電線工事）全件名競争化や、配電委託工事
（外線・運搬工事、引込線・内線工事）の競争化に取り組み、その結果、競争発注比率は、
平成27年度以降、「送配電部門80％超（全部門50％超）に拡大」いたしました。

・現在は、上記ＣＦＴの取り組みを継承し、資材部門が通常業務として、毎年度、新規方策の検
討・既存施策の効果検証を行い、次年度の資材調達の発注方針を定例の役員会議で審議のうえ
策定するとともに、四半期毎に役員会議へ進捗報告し、随時諸施策の見直し（ＰＤＣＡ）を
審議・実施することとしております。 ※ CFT：Cross Functional Team

指摘事項12



資料の構成
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
－No.01: 営業収入と実績収入、営業費用と実績費用の差(10社)
－No.02: 当期超過欠損額中のインバランスの扱い (北海道)
－No.03:実績費用の差におけるその他費用の影響(東北)
－No.04: 分社化が行われなかった場合の給料水準の増減(東京)
－No.08: リユースマーケットの有無の説明(東北)
－No.09: 効率化に資する取組事例の実施期間と年間削減額(10社)
－No.10: 系統運用及び需給運用の改善事例(北海道、東北、東京、中部、北陸)
－No.13: 従業員の年収水準低減における具体的取組(北陸)
－No.14: 鉄塔建替の位置変更が実施できた背景の説明(北陸)
－No.18,19: 研究開発費の売上高比、研究開発費の対象範囲(10社)
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北海道

• 超過利潤算定上の 「費用」 (1,887億円)は、実績の営業費用1,941億円を原価ベースの
概念へ補正したものとなります。

• 具体的には、①原価上の営業費(2億円)、②電気事業報酬(110億円)、③控除収益
(▲178億円)、④その他の調整額(10億円)を補正しております。

１．「営業費用」と「超過利潤算定上の費用」が異なる理由

1,941

営業費用 超過利潤
算定上の

費用

1,887・財務費用※

・法人税等

③控除収益
▲178

②電気事業報酬

＋110

④その他の調整額
＋10

①原価上の
営業費
＋2

・地帯間販売電源料
・電気事業雑収益
・離島における電気料収入 等

・インバランス損益 等
前回説明資料
【Ｐ２】に記載

前回説明資料
【Ｐ４】に記載

料金原価
1,913

▲26億円

※支払利息を除く

指摘事項1
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北海道

・ 超過利潤算定上の 「収入」 (1,844億円)は、実績の営業収益2,022億円を原価ベースの
概念へ補正したものとなります。

・ 具体的には、地帯間販売電源料等の控除収益項目を補正しております。

２．「営業収益」と「超過利潤算定上の収入」が異なる理由

2,022

超過利潤
算定上の

収入

1,844

控除収益
▲178

・地帯間販売電源料
・電気事業雑収益
・離島における電気料収入 等

前回説明資料
【Ｐ２】に記載

前回説明資料
【Ｐ４】に記載

料金原価
1,913

▲68億円

営業収益

指摘事項1
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北海道（参考）託送供給等収支の算定結果

• 電気事業法第22条及び電気事業託送供給等収支計算規則（経済産業省令）に基づき、
H28年度の託送供給等収支を算定した結果、送配電部門の当期純利益は▲2億円となりま
した。

• また、この送配電部門当期純利益から電気事業託送供給等収支計算規則（経済産業省
令）に基づき超過利潤を算定した結果、超過利潤は発生せず、42億円の欠損となりました。

【送配電部門収支】 【超過利潤（又は欠損）】（億円） （億円）

項　目 金　額 項　目 金　額

営業収益　(1) 2,022 当期純利益　(8) ▲ 2

営業費用　(2) 1,941 事業報酬額　(9) 110

営業利益　(3)=(1)-(2) 81 財務費用（株式交付費、社債発行費除く）　(10) 76

営業外損益　(4) ▲ 75 財務収益（預金利息除く）　(11) 5

特別損益　(5) ▲ 8 事業外損益　(12) ▲ 1

税引前当期純利益　(6)=(3)+(4)+(5) ▲ 2 特別損益　(13) ▲ 8

法人税等　(7) － その他調整額　(14) 10

当期純利益　(8)=(6)-(7) ▲ 2 当期超過利潤額（又は欠損額）
(15)=(8)-(9)+(10)-(11)-(12)-(13)-(14) ▲ 42

第28回料金審査専門会合
資料４【P2】一部修正
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北海道（参考）超過利潤（又は欠損）の発生要因

• 当期欠損（▲42億円）の発生要因は、約26億円の費用減を達成したものの、収入が約68
億円減少したことによるものです。

• なお、収入減少の発生要因は、主にお客さまの電気ご使用量が減少したことによるものです。

想定収入＝想定原価
1,913億円

需要減少に
伴う収入減

超過利潤の減
【▲68億円】

費用減
超過利潤の増
【＋26億円】

１,８４４
億円

１,８８７
億円

収入 費用

欠損

▲42億円

超過利潤（欠損）の発生イメージ

（億円）

　収入変動 ▲68

基本
料金

▲1

電力量
料金

▲67

第28回料金審査専門会合
資料４【P4】一部修正
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１－１．営業費用と実績費用の差異

• 実績費用（4,707億円）は，営業費用（5,757億円）を，原価の考え方に合わせて補正したものです。
• 具体的な補正内容（補正項目および金額）は，下図のとおりです。

指摘事項1

（単位：億円）



東北
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１－２．営業収益と実績収入の差異

• 実績収入（4,549億円）は，営業収益（5,927億円）を，原価の考え方に合わせて補正したものです。
• 具体的な補正内容（補正項目および金額）は，下図のとおりです。

（単位：億円）

指摘事項1
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（参考）託送供給等収支の算定結果

• 「電気事業法」および「電気事業託送供給等収支計算規則」（経済産業省令）に基づき，平成２８年度
の託送供給等収支を算定した結果，当期純利益は１９億円，超過利潤（または欠損）は１５８億円の
欠損となりました。

項 目 金額

営業収益 (1) 5,927

営業費用 (2) 5,757

営業利益 (3)＝(1)-(2) 169

営業外損益 (4) ▲ 142

特別損益 (5) －

税引前当期純利益 (6)=(3)+(4)+(5) 26

法人税等 (7) 7

当期純利益 (8)=(6)-(7) 19

項 目 金額

当期純利益 (8)=(6)-(7) 19

事業報酬額 (9) 304

財務費用 (10) 158

財務収益 (11) 25

事業外損益 (12) ▲ 6

特別損益 (13) －

その他の調整額 (14) 13

当期超過利潤額（又は当期欠損額）
(15)=(8)-(9)+(10)-(11)-(12)-(13)-(14)

▲ 158

＜平成28年度託送供給等収支＞ ＜超過利潤（または欠損）＞（億円） （億円）

（※）上表における金額の端数処理は億円未満切捨てとしており，計算が合わない場合がある。

第28回料金審査専門会合
資料5【P2】を一部修正
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（参考）超過利潤（又は欠損）の発生要因

• 平成２８年度は，気温や節電，景気等の影響により，実績需要が想定需要を２２億kWh下回ったことに
伴う収入の減や，設備経年化対策により修繕費が増加したこと等による費用の増があったことなどか
ら，１５８億円の欠損となりました。

実績収入
４,５４９億円

実績費用
４,７０７億円

費用増
＋120億円

収入減
▲39億円

想定収入＝想定原価
（４,５８７億円／年）

欠損
▲158億円

収入
変動

基本料金 ＋８億円

従量料金 ▲４７億円

計 ▲３９億円

＜超過利潤（欠損）の発生イメージ＞

第28回料金審査専門会合
資料5【P4】を一部修正
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①原価上の
営業費
＋303

②電気事業報酬
＋958

１－１．営業費用と超過利潤算定上の「費用」の違い

• 超過利潤算定上の「費用」 (13,512億円 )は、実績の営業費用（14,851億円）を
原価ベースの概念へ補正したものとなります。

• 具体的には、①原価上の営業費(303億円)、②電気事業報酬(958億円)、③控除収益
(▲2,286億円)、④その他の調整額(▲315億円)を補正しております。

14,851

営業費用 超過利潤算定上の
「費用」

13,512

料金原価14,541
に比べ▲1,029

・財務費用※

・法人税等

③控除収益
▲2,286

・インバランス損益
・最終保障供給損益 等

・地帯間販売電力料
・電気事業雑収益
・離島における電気料収入 等

※支払利息除く

（億円）

④その他の
調整額
▲315

指摘事項1
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１－２．営業収益と超過利潤算定上の「収入」の違い

• 超過利潤算定上の「収入」(14,073億円)は、実績の営業収益（16,359億円）を
原価ベースの概念へ補正したものとなります。

• 具体的には、地帯間販売電力料等の控除収益(▲2,286億円)を補正しております。

16,359

営業収益 超過利潤算定上の
「収入」

14,073

料金原価14,541
に比べ▲468

控除収益
▲2,286

・地帯間販売電力料
・電気事業雑収益
・離島における電気料収入 等

（億円）

指摘事項1
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（参考）託送供給等収支の算定結果

• 電気事業託送供給等収支計算規則（経済産業省令）に基づき、H28年度の託送供
給等収支を算定した結果、送配電部門当期純利益は748億円となりました。

• また、この送配電部門当期純利益から電気事業託送供給等収支計算規則（経済産
業省令）に基づき超過利潤を算定した結果、561億円（対営業収益比3.4%）の超
過利潤となりました。

項 目 金額

営業収益 (1) 16,359

営業費用 (2) 14,851

営業利益 (3)=(1)-(2) 1,507

営業外損益 (4) ▲532

特別損益 (5) 67

税引前当期純利益
(6)=(3)+(4)+(5)

1,043

法人税等 (7) 294

当期純利益 (8)=(6)-(7) 748

項 目 金額

当期純利益 (1) 748

事業報酬額 (2) 958

財務費用(株式交付費、社債発行費を除く)

(3)
520

財務収益(預金利息を除く) (4) 14

事業外損益 (5) ▲18

特別損益 (6) 67

その他の調整額 (7) ▲315

当期超過利潤額
(8)=(1)-(2)+(3)-(4)-(5)-(6)-(7) 561

【送配電部門収支】 （億円） （億円）【送配電部門超過利潤額】

※ 端数の関係で計算が合わない場合がある（以下同様）

第28回料金審査専門会合
資料6【P2】を一部修正
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（参考）超過利潤の発生要因

• 当期超過利潤（561億円）の発生要因は、託送料金による収入が468億円
減少したものの、1,029億円の費用減を達成したことによるものです。

• なお、収入減少の発生要因は、主にお客さまの電気ご使用量が減少した
ことによるものです。

超過利潤
561億円

想定収入＝想定原価
（14,541億円)

収入減少による
超過利潤減▲468億円

費用削減による
超過利潤増＋1,029億円

収入 費用

収入変動

基本料金 電力量料金

▲468 ＋81 ▲548

（億円）

【当期超過利潤の収入・費用別の内訳】

【収入変動の内訳】

第28回料金審査専門会合
資料6【P4】を一部修正

14,073億円 13,512億円
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1 営業収入と実績収入、営業費用と実績費用の差異について

 実績費用（6,087億円）は、超過利潤（又は欠損）の発生要因を分析するにあたって、実績と原価の範囲等を合わせる
ため、 ①原価上の営業費、②事業報酬相当額、③控除収益、④その他調整額を加算（調整）しております。

 実績収入（6,045億円）は、超過利潤（又は欠損）の発生要因を分析するにあたって、実績と原価の範囲等を合わせる
ため、③控除収益を加算（調整）しております。

【超過利潤（又は欠損）の発生要因】

項目 金額
営業費用 6,492

調
整

①原価上の営業費
（法人税等、財務費用）

+72

②事業報酬相当額 +374
③控除収益
（電気事業雑収益 等）

▲83
5

④その他調整額
（インバランス損益 等）

▲16

実績費用 6,087実績収入
6,045億円

実績費用
6,087億円

▲38億円

想定収入＝想定原価
（6,085億円/年） +3億円

欠損
▲41億円

【実績と原価の比較にあたっての調整】
（億円）

項目 金額
営業収益 6,880
調
整

③控除収益
（電気事業雑収益 等） ▲835

実績収入 6,045

項 目 金 額
営業収益 6,880

営業費用 6,492

営業利益 388

営業外損益 ▲145

特別損益 －
税引前当期純利益 242

法人税等 67

当期純利益 175

【送配電部門収支】

指摘事項1
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北陸
【指摘事項１】営業費用と超過利潤算定上の費用の差異理由

・超過利潤算定上の費用(1,315億円)は、実績の営業費用(1,326億円)を原価ベースの考え方へ補正したものとな
ります。

・具体的には、①原価上の営業費(13億円)、②電気事業報酬(81億円)、③控除収益(▲102億円)、④その他の調
整額(▲3億円)を補正しております。

1,326
億円

営業費用

1,315
億円

②電気事業報酬
＋81億円

③控除収益
▲102億円

④その他の調整額
▲3億円

・インバランス損益 等

①原価上の
営業費
＋13億円

・地帯間販売電力料
・電気事業雑収益 等

超過利潤算定上
の費用

・法人税等
・財務費用※

※支払利息除く

指摘事項1
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北陸
【指摘事項１】営業収益と超過利潤算定上の収入の差異理由

・超過利潤算定上の収入(1,308億円)は、実績の営業収益(1,410億円)を原価ベースの考え方へ補正した
ものとなります。

・具体的には、地帯間販売電力料等の控除収益項目を補正しております。

1,410億円

営業収益 超過利潤算定上
の収入

1,308億円

控除収益
▲102億円

・地帯間販売電力料
・電気事業雑収益 等

指摘事項1
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関西

The Kansai Electric Power Co., Inc.107

【指摘事項１】営業費用と超過利潤算定上の「費用」の違い

○超過利潤算定上の「費用」（6,637億円）は、実績の営業費用（6,879億円）を原価ベース
の概念へ補正したものとなります。

○具体的には、①原価上の営業費（108億円）、②電気事業報酬（456億円）、③控除収
益（▲815億円）、④その他の調整額（8億円）を補正しております。

6,879

営業費用 超過利潤算定上の
「費用」

料金原価7,055に比べ
▲417億円

6,637

・財務費用
・法人税等

①原価上の
営業費
＋108

②電気事業報酬
＋456

・地帯間販売電力料
・電気事業雑収益 等

③控除収益 ▲815

・インバランス損益
等

④その他調整額
＋8

～～ ～～

指摘事項1
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関西

The Kansai Electric Power Co., Inc.108

【指摘事項１】営業収益と超過利潤算定上の「収入」の違い

○超過利潤算定上の「収入」（6,681億円）は、実績の営業収益（7,497億円）を原価ベース
の概念へ補正したものとなります。

○具体的には、控除収益（▲815億円）を補正しております。

7,497

営業収益 超過利潤算定上の
「収入」

6,681

・地帯間販売電力料
・電気事業雑収益 等

控除収益
▲815

～～ ～～

指摘事項1
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中国

 超過利潤算定上の「費用」（2,970億円）は，実績の営業費用3,202億円を原価ベース
の概念へ補正したものです。

 具体的には，①原価上の営業費(3億円)，②電気事業報酬(173億円)，③控除収益
(▲417億円)，④その他の調整額(8億円)を補正しています。

【指摘番号1】 営業費用と超過利潤算定上の「費用」の違い

営業費用 超過利潤算定上の
「費用」

3,202

2,970

（億円）

＋3 ＋173
③控除収益

＋8

①原価上の
営業費

②電気事業報酬

▲417

④その他の
調整額

・地帯間･他社販売電力料
・電気事業雑収益
・離島における電気料収入 等

・財務費用
・法人税等

・インバランス損益
・最終保障供給損益 等

想定原価に比べ
＋150

指摘事項1
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中国

 超過利潤算定上の「収入」（2,761億円）は，実績の営業収益3,178億円を原価ベース
の概念へ補正したものです。

 具体的には，地帯間･他社販売電力料等の控除収益項目を補正しています。

【指摘番号1】 営業収益と超過利潤算定上の「収入」の違い

営業収益 超過利潤算定上の
「収入」

3,178

2,761

（億円）

控除収益

・地帯間･他社販売電力料
・電気事業雑収益
・離島における電気料収入 等

▲417

想定原価に比べ
▲59

指摘事項1
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中国

 当社はこのたび，「電気事業法」及び「電気事業託送供給等収支計算規則」（経済産
業省令）にもとづき，平成28年度の託送供給等収支を算定した結果，送配電部門の
収支は123億円の当期純損失となりました。

 また，送配電部門における超過利潤（又は欠損）は209億円の欠損となりました。

（参考）託送供給等収支の算定結果

◆送配電部門収支

項 目 金 額

営業収益 ① 3,178

営業費用 ② 3,202

営業損失 ③=①-② ▲23

営業外損益 ④ ▲113

特別損益 ⑤ 13

税引前当期純損失 ⑥=③+④+⑤ ▲123

法人税等 ⑦ －

当期純損失 ⑧=⑥-⑦ ▲123

（億円） ◆超過利潤（又は欠損）

項 目 金 額

当期純損失 ⑧ ▲123

事業報酬額 ⑨ 176

追加事業報酬額 ⑩ ▲3

財務費用 ⑪
(株式交付費，同償却，社債発行費及び同償却を除く) 133

財務収益 ⑫
(預金利息を除く)

18

事業外損益 ⑬ 4

特別損益 ⑭ 13

その他の調整額 ⑮ 8

当期欠損額
⑯=⑧-⑨-⑩+⑪-⑫-⑬-⑭-⑮ ▲209

（億円）

（注）端数処理の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。
（以降のページにおいて同様）

第29回料金審査専門会合
当社資料【P2】
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中国

 当期は，節電や省エネルギーの進展等により，実績需要量が想定需要量を10億kWh
下回ったこと等に伴う収入減や，人件費の原価織込みと実績の差異等による費用増等
により，209億円の欠損となりました。

（参考）超過利潤（又は欠損）の発生要因

想定収入＝想定原価
（2,820億円/年)

収入 費用

需要減による収入減
▲59億円(超過利潤の減)

DC料金の減 ▲36億円
EC料金の減等 ▲23億円

人件費の原価織込みと実績
の差異等による費用増
＋150億円(超過利潤の減)

欠損
▲209億円

2,761億円

2,970億円

第29回料金審査専門会合
当社資料【P4】



四国１．営業収益・費用と超過利潤算定上の収入・費用の違い

○ 超過利潤算定上の「費用」（1,597億円）は、実績の営業費用（1,703億円）を原価ベースの概念へ補正したも
のとなります。具体的には、①原価上の営業費（0.9億円）、②電気事業報酬（90億円）、③控除収益（▲195億
円）、その他の調整額（▲1億円）を補正しております。

○ 超過利潤算定上の「収入」（1,454億円）は、実績の営業収益（1,650億円）を原価ベースの概念へ補正したも
のとなります。具体的には、控除収益を補正しております。

1,650

営業収益
超過利潤算定上

の収入

1,454

控除収益
▲195

・地帯間販売電力料
・電気事業雑収益等

1,703

営業費用
超過利潤算定上

の費用

1,597

電気事業報酬
＋90

・財務費用※

・法人税等
その他の調整額

▲1

・インバランス損益等

原価上の
営業費
＋0.9

控除収益
▲195

▲46億円

＋96億円

・地帯間販売電力料
・電気事業雑収益等

想定収入＝想定原価

1,501

【収入】 【費用】

（補正） （補正）

※支払利息除く

指摘事項1

113



九州【指摘事項１】営業費用と超過利潤算定上の「費用」の差異

4,749億円

営業費用 超過利潤算定上の
「費用」

4,303億円

想定原価4,494億円に比べ
▲191億円・財務費用

・法人税等

(3)控除収益
▲903億円

・インバランス損益
・法人税補正額 等

・地帯間･他社販売電力料
・電気事業雑収益
・離島における電気料収入 等

○ 超過利潤算定上の「費用」（4,303億円）は、実績の営業費用（4,749億円）を原価ベースの概念へ
補正したものとなります。

〇 具体的には、(1)原価上の営業費（＋92億円）、(2)電気事業報酬（＋324億円）、(3)控除収益
（▲903億円）、(4)その他の調整額（＋39億円）を補正しております。

(2)電気事業報酬
＋324億円

(1)原価上の
営業費
＋92億円

(4)その他の調整額
＋39億円

指摘事項1

114



九州
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〇 超過利潤算定上の「収入」(4,427億円)は、実績の営業収益（5,330億円）を原価ベースの概念へ

補正したものとなります。

〇 具体的には、地帯間･他社販売電力料等の控除収益を補正しております。

5,330億円

営業収益 超過利潤算定上の
「収入」

4,427億円

想定原価4,494億円に比べ
▲66億円

控除収益
▲903億円

・地帯間･他社販売電力料
・電気事業雑収益
・離島における電気料収入 等

【指摘事項１】営業収益と超過利潤算定上の「収入」の差異
指摘事項1



九州

○ 電気事業託送供給等収支計算規則（経済産業省令）に基づき、 平成28年度の託送供給等収支
を算定した結果、当期純利益は226億円、当期超過利潤額は124億円となりました。

（参考）託送供給等収支の算定結果①

項 目 金 額

営業収益 （①） 5,330

営業費用 （②） 4,749

営業利益 （③=①-②） 580

営業外損益（④） ▲209

特別損益 （⑤） ▲56

税引前当期純利益
（⑥=③+④+⑤）

314

法人税等 （⑦） 88

送配電部門の当期純利益
（⑧=⑥-⑦）

226

（億円）

項 目 金 額

当期純利益 （①） 226

事業報酬額 （②） 324

財務費用（株式交付費、同償却、

社債発行費及び同償却を除く） （③）
220

財務収益（預金利息を除く）（④） 25

事業外損益 （⑤） ▲10

特別損益（⑥） ▲56

その他の調整額 （⑦） 39

送配電部門の当期超過利潤額
（⑧=①-②+③-④-⑤-⑥-⑦）

124

【託送供給等収支】 【送配電部門超過利潤】

（億円）

当社説明資料【P１】
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（参考）超過利潤（又は欠損）の発生要因

○ 当期超過利潤額（124億円）の発生要因は、節電等による供給区域需要の減少に伴う収入減
（▲66億円）はありましたが、修繕工事の一時的な繰延べなどの短期限定の費用削減や効率化
など（▲191億円）に徹底して取り組んだことによるものです。

超過利潤
124億円

想定収入＝想定原価
（4,494億円※)

一時的な繰延べなどの
短期限定の費用減

▲191億円
（超過利潤増）

4,427億円

4,303億円

収入 費用

収入変動

基本料金 電力量料金

▲66 ▲12 ▲54

需要減による収入減
▲66億円

（超過利潤減）

※平成27年12月に認可を受けた託送料金原価（３年平均値）

（億円）

当社説明資料【P3】



沖縄指摘事項1. 営業収入と実績収入、営業費用と実績費用の差の理由

 託送料金原価には、営業費用のほか、電気事業雑収益などの控除収益や財務費用、事業報酬など
が含まれております。

 超過利潤算定上の実績費用569億円は、実績と原価を合わせるため、電気事業託送供給等収支
計算規則（経済産業省令）に基づき、営業費用643億円から控除収益等を補正したものとなってお
ります。

 具体的には、財務費用0.2億円、電気事業報酬37億円、控除収益▲111億円、その他の調整額
▲0.2億円を補正しております。

643億円
569億円

営業費用

電気事業報酬
＋37億円

控除収益
▲111億円 その他調整額

▲0.2億円

超過利潤
算定上の費用

財務費用
＋0.2億円

電気事業雑収益
離島における電気料収入 等 インバランス損益 等

指摘事項1
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沖縄指摘事項1. 営業収入と実績収入、営業費用と実績費用の差の理由

 費用と同じく、超過利潤算定上の実績収入527億円は、実績の営業収益638億円を原価に合わせ
て補正したものとなります。

 具体的には、電気事業雑収益等の控除収益を補正しております。

638億円

527億円

営業収益

控除収益
▲111億円

超過利潤
算定上の収入

電気事業雑収益
離島における電気料収入 等

指摘事項1
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資料の構成
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
－No.01: 営業収入と実績収入、営業費用と実績費用の差(10社)
－No.02: 当期超過欠損額中のインバランスの扱い (北海道)
－No.03:実績費用の差におけるその他費用の影響(東北)
－No.04: 分社化が行われなかった場合の給料水準の増減(東京)
－No.08: リユースマーケットの有無の説明(東北)
－No.09: 効率化に資する取組事例の実施期間と年間削減額(10社)
－No.10: 系統運用及び需給運用の改善事例(北海道、東北、東京、中部、北陸)
－No.13: 従業員の年収水準低減における具体的取組(北陸)
－No.14: 鉄塔建替の位置変更が実施できた背景の説明(北陸)
－No.18,19: 研究開発費の売上高比、研究開発費の対象範囲(10社)
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北海道

• 平成28年度の送配電部門収支における当期純利益▲2億円（下記（８））には、インバラ
ンスに係る損益（+８億円）が含まれております。

• 一方、超過利潤（又は欠損）の算定では、「その他調整額（同（14））」において、インバ
ランスに係る損益を減額することから、当期超過欠損額▲42億円には、インバランスに係る損益
は含まれておりません。

項　目 金　額

当期純利益　（8） ▲ 2

事業報酬額　（9） 110

財務費用（株式交付費、社債発行費除く）　（10） 76

財務収益（預金利息除く）　（11） 5

事業外損益　（12） ▲ 1

特別損益　（13） ▲ 8

その他調整額　（14） 10

当期超過利潤額（又は欠損額）
(15)＝(8)-(9)＋(10)-(11)-(12)-(13)-(14) ▲ 42

【超過利潤（又は欠損）】 （億円）

３．当期超過欠損額▲42億円におけるインバランスの扱い

○当期純利益▲2億円には、インバランスに係
る費用、収益が含まれている。

インバランス収益 151億円
ー) インバランス費用 143億円

インバランス損益 +８億円

○インバランスに係る損益８億円を減額

○上記（8）および（14）において相殺され
ることから、当期超過利潤にインバランスに係
る損益は含まれない

指摘事項2


①

				【送配電部門収支】 ソウハイデン ブモン シュウシ		（単位：億円） タンイ オクエン								【超過利潤（又は欠損）】 チョウカ リジュン マタ ケッソン		（単位：億円） タンイ オクエン

				項　目 コウ メ		金　額 キン ガク								項　目 コウ メ		金　額 キン ガク						＜インプット＞超過利潤 チョウカ リジュン

				営業収益　（1） エイギョウ シュウエキ		2,022								当期純利益　（8） トウキ ジュンリエキ		▲ 2						当期純利益 トウキ ジュンリエキ		(235,101,203)

				営業費用　（2） エイギョウ ヒヨウ		1,941								事業報酬額　（9） ジギョウ ホウシュウ ガク		110						事業報酬 ジギョウ ホウシュウ		11,143,033,000

				営業利益　（3）＝（1）－（2） エイギョウ リエキ		81								財務費用（株式交付費、社債発行費除く）　（10） ザイム ヒヨウ カブシキ コウフ ヒ シャサイ ハッコウ ヒ ノゾ		76						追加事業報酬 ツイカ ジギョウ ホウシュウ		(56,445,000)

				営業外損益　（4） エイギョウ ソト ソンエキ		▲ 75								財務収益（預金利息除く）　（11） ザイム シュウエキ ヨキン リソク ノゾ		5						財務費用 ザイム ヒヨウ		7,655,698,150

				特別損益　（5） トクベツ ソンエキ		▲ 8								事業外損益　（12） ジギョウ ガイ ソンエキ		▲ 1						財務収益 ザイム シュウエキ		527,996,245

				税引前当期純利益　（6）＝（3）＋（4）＋（5） ゼイビキ マエ トウキ ジュンリエキ		▲ 2								特別損益　（13） トクベツ ソンエキ		▲ 8						事業外損益 ジギョウ ガイ ソンエキ		(151,964,318)

				法人税等　（7） ホウジン ゼイ ナド		-								その他調整額　（14） タ チョウセイ ガク		10						特別損益 トクベツ ソンエキ		(812,706,164)

				当期純利益　（8）＝（6）－（7） トウキ ジュンリエキ		▲ 2								当期超過利潤額（又は欠損額）
(15)＝(8)-(9)＋(10)-(11)-(12)-(13)-(14) トウキ チョウカ リジュン ガク マタ ケッソン ガク		▲ 42						その他調整額 タ チョウセイ ガク		1,041,702,491

																						当期超過利潤額 トウキ チョウカ リジュン ガク		(4,271,019,307)

																						＜インプット＞収支計算書 シュウシ ケイサン ショ

																						営業収益 エイギョウ シュウエキ		202,289,812,403

																						営業費用 エイギョウ ヒヨウ		194,186,641,710

																						営業利益 エイギョウ リエキ		8,103,170,693

																						営業外収益 エイギョウガイ シュウエキ		920,653,024

																						営業外費用 エイギョウガイ ヒヨウ		8,446,218,756

																						特別損失 トクベツ ソンシツ		(812,706,164)

																						税引前当期純利益 ゼイビキ マエ トウキ ジュンリエキ		(235,101,203)

																						法人税等 ホウジンゼイ ナド		0

																						当期純利益 トウキ ジュンリエキ		(235,101,203)

				①送配電部門収支 ソウハイデン ブモン シュウシ		（単位：億円） タンイ オクエン								②送配電部門超過利潤 ソウハイデン ブモン チョウカ リジュン		（単位：億円） タンイ オクエン

						送配電部門 ソウハイデン ブモン										送配電部門 ソウハイデン ブモン						＜インプット＞超過利潤 チョウカ リジュン

				営業収益　（１） エイギョウ シュウエキ		2,022								当期純利益　（１） トウキ ジュンリエキ		△ 2						当期純利益 トウキ ジュンリエキ		(235,101,203)

				営業費用　（２） エイギョウ ヒヨウ		1,941								事業報酬額　（２） ジギョウ ホウシュウ ガク		110						事業報酬 ジギョウ ホウシュウ		11,143,033,000

				営業利益　（３） エイギョウ リエキ		81								財務費用（株式交付費、社債発行費除く）　（３） ザイム ヒヨウ カブシキ コウフ ヒ シャサイ ハッコウ ヒ ノゾ		76						追加事業報酬 ツイカ ジギョウ ホウシュウ		(56,445,000)

				営業外損益　（４） エイギョウ ソト ソンエキ		△ 75								財務収益（預金利息除く）　（４） ザイム シュウエキ ヨキン リソク ノゾ		5						財務費用 ザイム ヒヨウ		7,655,698,150

				特別損益　（５） トクベツ ソンエキ		△ 8								事業外損益　（５） ジギョウ ガイ ソンエキ		△ 1						財務収益 ザイム シュウエキ		527,996,245

				税引前当期純利益　（６）＝（３）＋（４）＋（５） ゼイビキ マエ トウキ ジュンリエキ		△ 2								特別損益　（６） トクベツ ソンエキ		△ 8						事業外損益 ジギョウ ガイ ソンエキ		(151,964,318)

				法人税等　（７） ホウジン ゼイ ナド		0								その他調整額　（７） タ チョウセイ ガク		10						特別損益 トクベツ ソンエキ		(812,706,164)

				送配電部門の当期純利益　（８）＝（６）－（７） ソウハイデン ブモン トウキ ジュンリエキ		△ 2								送配電部門の当期超過利潤額
（８）＝（１）－（２）＋（３）－（４）－（５）－（６）－（７） ソウハイデン ブモン トウキ チョウカ リジュン ガク		△ 42						その他調整額 タ チョウセイ ガク		1,041,702,491

																						当期超過利潤額 トウキ チョウカ リジュン ガク		(4,271,019,307)

																						＜インプット＞収支計算書 シュウシ ケイサン ショ

																						営業収益 エイギョウ シュウエキ		202,289,812,403

																						営業費用 エイギョウ ヒヨウ		194,186,641,710

																						営業利益 エイギョウ リエキ		8,103,170,693

																						営業外収益 エイギョウガイ シュウエキ		920,653,024

																						営業外費用 エイギョウガイ ヒヨウ		8,446,218,756

																						特別損失 トクベツ ソンシツ		(812,706,164)

																						税引前当期純利益 ゼイビキ マエ トウキ ジュンリエキ		(235,101,203)

																						法人税等 ホウジンゼイ ナド		0

																						当期純利益 トウキ ジュンリエキ		(235,101,203)





②





						【超過利潤（又は欠損）累積額】 チョウカ リジュン マタ ケッソン ルイセキガク		（単位：億円） タンイ オクエン				【想定単価と実績単価の乖離率】 ソウテイ タンカ ジッセキ タンカ カイリ リツ

		インプット				項　目 コウ メ		金　額 キン ガク				項　目 コウ メ				値 アタイ				インプット

		(9,474,923,132)				前期超過利潤（又は欠損）累積額　（1） ゼンキ チョウカ リジュン マタ ケッソン ルイセキ ガク		▲ 94				補正前 ホセイ マエ		想定原価（億円）　（1） ソウテイ ゲンカ オクエン		5,708				570,806,146,000

		(4,271,019,222)				当期超過利潤（又は欠損）額　（2） トウキ チョウカ リジュン マタ ケッソン ガク		▲ 42						想定需要量（億ｋＷｈ）　（2） ソウテイ ジュヨウ リョウ オク		958				95,832,000,000

		0				還元額　（3） カンゲン ガク		0						想定単価（円／ｋＷｈ）　（3）＝（1）／（2） ソウテイ タンカ エン		5.96				5.96

		(13,745,942,354)				当期超過利（又は欠損）累積額
　（4）＝（1）＋（2）－（3） トウキ チョウカ リ マタ ケッソン ルイセキガク		▲ 137						実績費用（億円）　（4） ジッセキ ヒヨウ オクエン		5,506				550,694,092,768

														実績需要量（億ｋＷｈ）　（5） ジッセキ ジュヨウ リョウ オク		895				89,505,461,604

		17,120,437,387				一定水準額　（5） イッテイ スイジュン ガク		171						実績単価（円／ｋＷｈ）　（6）＝（4）／（5） ジッセキ タンカ エン		6.15				6.15

		0				一定水準額超過額　（6）＝（4）－（5） イッテイ スイジュン ガク チョウカ ガク		0						補正前乖離率（％）　（（6）／（3）－１）×100） ホセイ マエ カイリ リツ		＋3.19%				3.19

												補正後 ホセイ アト		補正後実績費用（億円）　（7） ホセイ アト ジッセキ ヒヨウ オクエン		5,507

														補正後実績需要量（億ｋＷｈ）　（8） ホセイ アト ジッセキ ジュヨウ リョウ オク		897

														補正後実績単価（円／ｋＷｈ）　（9）＝（7）／（8） ホセイ アト ジッセキ タンカ エン		6.14

														補正後乖離率（％）　（（9）／（3）－１）×100） ホセイ アト カイリ リツ		＋3.02%				550,782,348,245

																				89,716,461,604

																				6.14

																				3.02





③

												（千円） センエン												（億円／年） オク エン ネン

				　 		原価 		実績 		差異 		差異理由 				　 		原価
① 		H28実績
② 		差異 
（②－①）		主な差異理由 オモ

				人件費 		29,727,988		31,904,050		2,176,062						人件費 		297		319		21		給料手当の増 キュウリョウ テア ゾウ

				燃料費 		1,463,164		882,829		▲ 580,335						燃料費 		14		8		▲ 5		離島燃料価格の減 リトウ ネンリョウ カカク ゲン

				修繕費 		42,211,416		42,797,666		586,250						修繕費 		422		427		5		スタートメーター取替費用の増（＋23）、経年化対策工事の繰り延べ？（▲17） トリカ ヒヨウ ゾウ ケイネンカ タイサク コウジ ク ノ

				減価償却費 		34,037,433		32,252,922		▲ 1,784,511						減価償却費 		340		322		▲ 17		償却進行などによる減 ショウキャク シンコウ ゲン

				購入電力料 		693,008		1,073,794		380,786						購入電力料 		6		10		3		余剰インバランス（原価外）の増 ヨジョウ ゲンカ ガイ ゾウ

				公租公課 		22,567,842		20,226,845		▲ 2,340,997						公租公課 		225		202		▲ 23		税引前収支赤字に伴う法人税減（▲15）、需要減に伴う電促税の減（▲9） ゼイビキ マエ シュウシ アカジ トモナ ホウジンゼイ ゲン ジュヨウ ゲン トモナ デン ウナガ ゼイ ゲン

				原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ		1,668,730		1,499,602		▲ 169,128						原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ		16		14		▲ 1

				諸経費 		64,760,640		63,112,870		▲ 1,647,770						その他経費 タ ケイヒ		647		631		▲ 16		微量ＰＣＢ処理費用の減（▲24）諸費の増（＋9）など ビリョウ ショリ ヒヨウ ゲン ショヒ ゾウ

				その他
（控除収益、社内取引など） タ コウジョ シュウエキ シャナイ トリヒキ		(5,825,610)		(5,049,291)		776,319						その他
（控除収益、社内取引など） タ コウジョ シュウエキ シャナイ トリヒキ		▲ 58		▲ 50		7		控除収益・社内取引の見せ方について調整要（Ｐ） コウジョ シュウエキ ミ カタ チョウセイ ヨウ

				合計 ゴウケイ		191,304,611		188,701,287		▲ 2,603,324						合計 ゴウケイ		1,913		1,887		▲ 26

				■諸元インプット ショゲン

				.		想定原価
(1)千円 センエン		実績（円） ジッセキ エン		実績（千円） ジッセキ センエン		増減 ゾウゲン		↓フラグＣＨ要 ヨウ

				役員給与 ヤクイン キュウヨ		160,212		258,077,367		258,077		97,865		人件費 

				給料手当 キュウリョウ テアテ		22,898,490		25,579,390,036		25,579,390		2,680,900		人件費 

				給料手当振替額（貸方） キュウリョウ テアテ フリカエガク カシカタ		▲ 640,877		▲ 533,620,084		▲ 533,620		107,257		人件費 

				退職給与金 タイショク キュウヨ キン		2,662,929		915,399,929		915,399		▲ 1,747,530		人件費 

				厚生費 コウセイヒ		4,072,174		4,712,528,025		4,712,528		640,354		人件費 

				委託検針費 イタク ケンシン ヒ		0		0		0		0		人件費 

				委託集金費 イタク シュウキン ヒ		0		0		0		0		人件費 

				雑給 ザツ キュウ		575,060		972,274,861		972,274		397,214		人件費 

				燃料費 ネンリョウヒ		1,463,164		882,829,445		882,829		▲ 580,335		燃料費 

				使用済燃料再処理等発電費 シヨウズミ ネンリョウ サイショリナド ハツデン ヒ		0		0		0		0		原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ

				使用済燃料再処理等既発電費 シヨウズミ ネンリョウ サイショリナド キ ハツデン ヒ		0		0		0		0		原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ

				廃棄物処理費 ハイキ ブツ ショリヒ		0		0		0		0		諸経費 

				特定放射性廃棄物処分費 トクテイ ホウシャセイ ハイキブツ ショブンヒ		0		0		0		0		原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ

				消耗品費 ショウモウヒン ヒ		814,368		646,126,156		646,126		▲ 168,242		諸経費 

				修繕費 シュウゼンヒ		42,211,416		42,797,666,006		42,797,666		586,250		修繕費 

				水利使用料 スイリ シヨウリョウ		243		729,363		729		486		公租公課 

				補償費 ホショウヒ		291,703		257,123,815		257,123		▲ 34,580		諸経費 

				貸借料 タイシャクリョウ		6,179,834		5,886,537,621		5,886,537		▲ 293,297		諸経費 

				託送料 タクソウリョウ		5,733,179		6,009,966,214		6,009,966		276,787		諸経費 

				事業者間精算費 ジギョウシャカンセイサン ヒ		3,674		298,155,729		298,155		294,481		諸経費 

				委託費 イタクヒ		19,893,937		16,033,605,705		16,033,605		▲ 3,860,332		諸経費 

				損害保険料 ソンガイ ホケンリョウ		21,765		20,971,499		20,971		▲ 794		諸経費 

				原子力損害賠償資金補助法負担金		0		0		0		0		諸経費 

				  原子力損害賠償資金補助法一般負担金		0		0		0		0		諸経費 

				原賠廃炉等支援機構負担金 ハラ バイ ハイロ ナド シエン キコウ フタンキン		0		0		0		0		諸経費 

				  原賠廃炉等支援機構一般負担金		0		0		0		0		諸経費 

				普及開発関係費 フキュウ カイハツ カンケイヒ		31,123		124,646,823		124,646		93,523		諸経費 

				養成費 ヨウセイヒ		328,863		293,491,066		293,491		▲ 35,372		諸経費 

				研究費 ケンキュウヒ		503,761		386,196,478		386,196		▲ 117,565		諸経費 

				諸費 ショヒ		4,113,785		5,047,813,471		5,047,813		934,028		諸経費 

				貸倒損 カシダオレ ゾン		2,125		▲ 53,704,312		▲ 53,704		▲ 55,829		諸経費 

				固定資産税 コテイ シサンゼイ		6,508,271		6,841,071,785		6,841,071		332,800		公租公課 

				雑税 ザツ ゼイ		90,606		124,231,180		124,231		33,625		公租公課 

				減価償却費 ゲンカ ショウキャクヒ		34,037,433		32,252,922,649		32,252,922		▲ 1,784,511		減価償却費 

				固定資産除却費 コテイシサン ジョキャク ヒ		4,810,169		5,016,022,350		5,016,022		205,853		諸経費 

				原子力発電施設解体費 ゲンシリョク ハツデン シセツ カイタイ ヒ		0		0		0		0		原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ

				共有設備費等分担額 キョウユウ セツビヒ トウ ブンタンガク		0		0		0		0		諸経費 

				共有設備費等分担額（貸方） キョウユウ セツビヒ トウ ブンタンガク カシカタ		0		0		0		0		諸経費 

				地帯間購入電源費 チタイカン コウニュウ デンゲンヒ		0		123,045,839		123,045		123,045		購入電力料 

				地帯間購入送電費 チタイカン コウニュウ ソウデン ヒ		0		0		0		0		購入電力料 

				他社購入電源費（再エネ特措法交付金相当額を除く。） タシャ コウニュウ デンゲンヒ		660,719		950,748,581		950,748		290,029		購入電力料 

				他社購入送電費 タシャ コウニュウ ソウデン ヒ		32,289		0		0		▲ 32,289		購入電力料 

				建設分担関連費振替額（貸方） ケンセツ ブンタン カンレンヒ フリカエガク カシカタ		▲ 64,878		▲ 147,357,642		▲ 147,357		▲ 82,479		諸経費 

				附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方） フタイ ジギョウ エイギョウ ヒヨウ ブンタン カンレンヒ フリカエガク カシカタ		▲ 877

H1999045: H1999045:
手補正あり		▲ 909,931		▲ 909

H1999045: H1999045:
手補正あり		▲ 32

H1999045: H1999045:
手補正あり		

H1999045: H1999045:
手補正あり								諸経費 

				再エネ特措法納付金 サイ トクソホウ ノウフキン		0		0		0		0		諸経費 

				開発費 カイハツヒ		0		0		0		0		諸経費 

				開発費償却 カイハツヒ ショウキャク		0		0		0		0		諸経費 

				株式交付費 カブシキ コウフ ヒ		0		0		0		0		諸経費 

				株式交付費償却 カブシキ コウフ ヒ ショウキャク		0		0		0		0		諸経費 

				社債発行費 シャサイ ハッコウヒ		129,656		246,217,982		246,217		116,561		諸経費 

				社債発行費償却 シャサイ ハッコウヒ ショウキャク		0		0		0		0		諸経費 

				法人税等 ホウジンゼイ トウ		1,532,620		0		0		▲ 1,532,620		公租公課 

				電気事業報酬　第２表　P3 デンキ ジギョウ ホウシュウ ダイ ヒョウ		11,143,033		11,143,033,000		11,143,033		0		諸経費 

				地帯間販売電源料 チタイ カン ハンバイ デンゲン リョウ		0		▲ 275,550,522		▲ 275,550		▲ 275,550		購入 コウニュウ

				地帯間販売送電料 チタイ カン ハンバイ ソウデン リョウ		0		0						購入 コウニュウ

				他社販売電源料 タシャ ハンバイ デンゲン リョウ		0		0						購入 コウニュウ

				他社販売送電料 タシャ ハンバイ ソウデン リョウ		0		0						購入 コウニュウ

				電源開発促進税 デンゲン カイハツ ソクシン ゼイ		12,143,750		11,186,042,800		11,186,042		▲ 957,708		公租公課 

				託送収益(基準接続供給収益を除く) タクソウ シュウエキ キジュン セツゾク キョウキュウ シュウエキ ノゾ		▲ 185,559		▲ 21,304,620		▲ 21,304		164,255		控除収益 コウジョ シュウエキ

				託送収益（燃料費調整分）		0		88,781,594		88,781		88,781		控除収益 コウジョ シュウエキ

				事業者間精算収益 ジギョウシャ カン セイサン シュウエキ		▲ 82,248		▲ 20,845,817		▲ 20,845		61,403		控除収益 コウジョ シュウエキ

				遅収加算料金 チ シュウ カサン リョウキン		▲ 227,329		130,857		130		227,459		控除収益 コウジョ シュウエキ

				電気事業雑収益 デンキ ジギョウ ザツシュウエキ		▲ 2,333,261		▲ 2,293,198,865		▲ 2,293,198		40,063		控除収益 コウジョ シュウエキ

				預金利息 ヨキン リソク		▲ 2,905		▲ 318,558		▲ 318		2,587		控除収益 コウジョ シュウエキ

				事業税 ジギョウゼイ		2,292,353		2,074,770,766		2,074,770		▲ 217,583		公租公課 

				電力費振替勘定（貸方） デンリョク ヒ フリカエ カンジョウ カ カタ		▲ 13,183		▲ 17,499,245		▲ 17,499		▲ 4,316		諸経費 

				電灯料（離島に限り託送除く） デントウ リョウ リトウ カギ タクソウ ノゾ		▲ 663,866		▲ 501,877,074		▲ 501,877		161,989		控除収益 コウジョ シュウエキ

				電力料（離島に限り託送除く） デンリョク リョウ リトウ カギ タクソウ ノゾ		▲ 661,712		▲ 525,508,301		▲ 525,508		136,204		控除収益 コウジョ シュウエキ

				社内取引項目 シャナイ トリヒキ コウモク		10,895,048		11,978,878,751		11,978,878		1,083,830		諸経費 

				追加事業報酬　第３表　P3 ツイカ ジギョウ ホウシュウ ダイ ヒョウ		▲ 56,445		▲ 56,445,000		▲ 56,445		▲ 0		諸経費 

				合計 ゴウケイ		191,304,611		188,701,287,772		188,701,287		▲ 2,603,324

				控除収益 コウジョ シュウエキ		▲ 4,156,880		▲ 3,274,140,784		▲ 3,274,139		882,741

				合計（控除収益除き） ゴウケイ コウジョ シュウエキ ノゾ		195,461,491		191,975,428,556		191,975,426		▲ 3,486,065

				＜社内取引内訳＞※原価（年平均：千円） シャナイ トリヒキ ウチワケ ゲンカ ネンヘイキン センエン						＜社内取引内訳＞※実績（千円） シャナイ トリヒキ ウチワケ ジッセキ センエン

				整理表項目（水力ＡＳ） セイリ ヒョウ コウモク スイリョク		1,341,172				AＳｻｰﾋﾞｽ取引費用 トリヒキ ヒヨウ		9,702,341

				整理表項目（火力ＡＳ） セイリ ヒョウ コウモク カリョク		7,858,228						0

				バックエンド		1,668,730				バックエンド		1,499,602

				振替損失調整額 フリカエ ソンシツ チョウセイ ガク		28,717				振替損失調整額 フリカエ ソンシツ チョウセイ ガク		291,927

				接続検討料相当額 セツゾク ケントウ リョウ ソウトウ ガク		(1,800)						0

				変更賦課金相当額 ヘンコウ フカキン ソウトウ ガク		0						0

				合計 ゴウケイ		10,895,048				合計 ゴウケイ		11,493,871

				＜社内取引内訳＞※原価（３年計：千円） シャナイ トリヒキ ウチワケ ゲンカ ネン ケイ センエン						＜社内取引内訳＞※実績（円） シャナイ トリヒキ ウチワケ ジッセキ エン

				整理表項目（水力ＡＳ） セイリ ヒョウ コウモク スイリョク		4,023,517				AＳｻｰﾋﾞｽ取引費用 トリヒキ ヒヨウ		9,702,341,388

				整理表項目（火力ＡＳ） セイリ ヒョウ コウモク カリョク		23,574,684

				バックエンド		5,006,190				バックエンド		1,499,602,484

				振替損失調整額 フリカエ ソンシツ チョウセイ ガク		86,153				振替損失調整額 フリカエ ソンシツ チョウセイ ガク		291,927,649

				接続検討料相当額 セツゾク ケントウ リョウ ソウトウ ガク		(5,400)

				変更賦課金相当額 ヘンコウ フカキン ソウトウ ガク		0

				合計 ゴウケイ		32,685,144				合計 ゴウケイ		11,493,871,521





③ (2)

												（千円） センエン												（億円／年） オク エン ネン

				　 		原価 		実績 		差異 		差異理由 				　 		原価
① 		H28実績
② 		差異 
（②－①）		主な差異理由 オモ

				人件費 		29,727,988		31,904,050		2,176,062						人件費 		297		319		21		給料手当の増 キュウリョウ テア ゾウ

				燃料費 		1,463,164		882,829		▲ 580,335						燃料費 		14		8		▲ 5		離島燃料価格の減 リトウ ネンリョウ カカク ゲン

				修繕費 		42,211,416		42,797,666		586,250						修繕費 		422		427		5		スタートメーター取替費用の増（＋23）、経年化対策工事の繰り延べ？（▲17） トリカ ヒヨウ ゾウ ケイネンカ タイサク コウジ ク ノ

				減価償却費 		34,037,433		32,252,922		▲ 1,784,511						減価償却費 		340		322		▲ 17		償却進行などによる減 ショウキャク シンコウ ゲン

				購入電力料 		693,008		1,073,794		380,786						購入・販売電力料  ハンバイ		6		10		3		余剰インバランス（原価外）の増 ヨジョウ ゲンカ ガイ ゾウ

				公租公課 		22,567,842		20,226,845		▲ 2,340,997						公租公課 		225		202		▲ 23		税引前収支赤字に伴う法人税減（▲15）、需要減に伴う電促税の減（▲9） ゼイビキ マエ シュウシ アカジ トモナ ホウジンゼイ ゲン ジュヨウ ゲン トモナ デン ウナガ ゼイ ゲン

				原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ		1,668,730		1,499,602		▲ 169,128						その他経費 タ ケイヒ		606		595		▲ 10		微量ＰＣＢ処理費用の減（▲24）諸費の増（＋9）など ビリョウ ショリ ヒヨウ ゲン ショヒ ゾウ

				諸経費 		64,760,640		63,112,870		▲ 1,647,770						合計 ゴウケイ		1,913		1,887		▲ 26

				その他
（控除収益、社内取引など） タ コウジョ シュウエキ シャナイ トリヒキ		(5,825,610)		(5,049,291)		776,319

				合計 ゴウケイ		191,304,611		188,701,287		▲ 2,603,324

				■諸元インプット ショゲン

				.		想定原価
(1)千円 センエン		実績（円） ジッセキ エン		実績（千円） ジッセキ センエン		増減 ゾウゲン		↓フラグＣＨ要 ヨウ

				役員給与 ヤクイン キュウヨ		160,212		258,077,367		258,077		97,865		人件費 

				給料手当 キュウリョウ テアテ		22,898,490		25,579,390,036		25,579,390		2,680,900		人件費 

				給料手当振替額（貸方） キュウリョウ テアテ フリカエガク カシカタ		▲ 640,877		▲ 533,620,084		▲ 533,620		107,257		人件費 

				退職給与金 タイショク キュウヨ キン		2,662,929		915,399,929		915,399		▲ 1,747,530		人件費 

				厚生費 コウセイヒ		4,072,174		4,712,528,025		4,712,528		640,354		人件費 

				委託検針費 イタク ケンシン ヒ		0		0		0		0		人件費 

				委託集金費 イタク シュウキン ヒ		0		0		0		0		人件費 

				雑給 ザツ キュウ		575,060		972,274,861		972,274		397,214		人件費 

				燃料費 ネンリョウヒ		1,463,164		882,829,445		882,829		▲ 580,335		燃料費 

				使用済燃料再処理等発電費 シヨウズミ ネンリョウ サイショリナド ハツデン ヒ		0		0		0		0		原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ

				使用済燃料再処理等既発電費 シヨウズミ ネンリョウ サイショリナド キ ハツデン ヒ		0		0		0		0		原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ

				廃棄物処理費 ハイキ ブツ ショリヒ		0		0		0		0		諸経費 

				特定放射性廃棄物処分費 トクテイ ホウシャセイ ハイキブツ ショブンヒ		0		0		0		0		原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ

				消耗品費 ショウモウヒン ヒ		814,368		646,126,156		646,126		▲ 168,242		諸経費 

				修繕費 シュウゼンヒ		42,211,416		42,797,666,006		42,797,666		586,250		修繕費 

				水利使用料 スイリ シヨウリョウ		243		729,363		729		486		公租公課 

				補償費 ホショウヒ		291,703		257,123,815		257,123		▲ 34,580		諸経費 

				貸借料 タイシャクリョウ		6,179,834		5,886,537,621		5,886,537		▲ 293,297		諸経費 

				託送料 タクソウリョウ		5,733,179		6,009,966,214		6,009,966		276,787		諸経費 

				事業者間精算費 ジギョウシャカンセイサン ヒ		3,674		298,155,729		298,155		294,481		諸経費 

				委託費 イタクヒ		19,893,937		16,033,605,705		16,033,605		▲ 3,860,332		諸経費 

				損害保険料 ソンガイ ホケンリョウ		21,765		20,971,499		20,971		▲ 794		諸経費 

				原子力損害賠償資金補助法負担金		0		0		0		0		諸経費 

				  原子力損害賠償資金補助法一般負担金		0		0		0		0		諸経費 

				原賠廃炉等支援機構負担金 ハラ バイ ハイロ ナド シエン キコウ フタンキン		0		0		0		0		諸経費 

				  原賠廃炉等支援機構一般負担金		0		0		0		0		諸経費 

				普及開発関係費 フキュウ カイハツ カンケイヒ		31,123		124,646,823		124,646		93,523		諸経費 

				養成費 ヨウセイヒ		328,863		293,491,066		293,491		▲ 35,372		諸経費 

				研究費 ケンキュウヒ		503,761		386,196,478		386,196		▲ 117,565		諸経費 

				諸費 ショヒ		4,113,785		5,047,813,471		5,047,813		934,028		諸経費 

				貸倒損 カシダオレ ゾン		2,125		▲ 53,704,312		▲ 53,704		▲ 55,829		諸経費 

				固定資産税 コテイ シサンゼイ		6,508,271		6,841,071,785		6,841,071		332,800		公租公課 

				雑税 ザツ ゼイ		90,606		124,231,180		124,231		33,625		公租公課 

				減価償却費 ゲンカ ショウキャクヒ		34,037,433		32,252,922,649		32,252,922		▲ 1,784,511		減価償却費 

				固定資産除却費 コテイシサン ジョキャク ヒ		4,810,169		5,016,022,350		5,016,022		205,853		諸経費 

				原子力発電施設解体費 ゲンシリョク ハツデン シセツ カイタイ ヒ		0		0		0		0		原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ

				共有設備費等分担額 キョウユウ セツビヒ トウ ブンタンガク		0		0		0		0		諸経費 

				共有設備費等分担額（貸方） キョウユウ セツビヒ トウ ブンタンガク カシカタ		0		0		0		0		諸経費 

				地帯間購入電源費 チタイカン コウニュウ デンゲンヒ		0		123,045,839		123,045		123,045		購入電力料 

				地帯間購入送電費 チタイカン コウニュウ ソウデン ヒ		0		0		0		0		購入電力料 

				他社購入電源費（再エネ特措法交付金相当額を除く。） タシャ コウニュウ デンゲンヒ		660,719		950,748,581		950,748		290,029		購入電力料 

				他社購入送電費 タシャ コウニュウ ソウデン ヒ		32,289		0		0		▲ 32,289		購入電力料 

				建設分担関連費振替額（貸方） ケンセツ ブンタン カンレンヒ フリカエガク カシカタ		▲ 64,878		▲ 147,357,642		▲ 147,357		▲ 82,479		諸経費 

				附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方） フタイ ジギョウ エイギョウ ヒヨウ ブンタン カンレンヒ フリカエガク カシカタ		▲ 877

H1999045: H1999045:
手補正あり		▲ 909,931		▲ 909

H1999045: H1999045:
手補正あり		▲ 32

H1999045: H1999045:
手補正あり		

H1999045: H1999045:
手補正あり								諸経費 

				再エネ特措法納付金 サイ トクソホウ ノウフキン		0		0		0		0		諸経費 

				開発費 カイハツヒ		0		0		0		0		諸経費 

				開発費償却 カイハツヒ ショウキャク		0		0		0		0		諸経費 

				株式交付費 カブシキ コウフ ヒ		0		0		0		0		諸経費 

				株式交付費償却 カブシキ コウフ ヒ ショウキャク		0		0		0		0		諸経費 

				社債発行費 シャサイ ハッコウヒ		129,656		246,217,982		246,217		116,561		諸経費 

				社債発行費償却 シャサイ ハッコウヒ ショウキャク		0		0		0		0		諸経費 

				法人税等 ホウジンゼイ トウ		1,532,620		0		0		▲ 1,532,620		公租公課 

				電気事業報酬　第２表　P3 デンキ ジギョウ ホウシュウ ダイ ヒョウ		11,143,033		11,143,033,000		11,143,033		0		諸経費 

				地帯間販売電源料 チタイ カン ハンバイ デンゲン リョウ		0		▲ 275,550,522		▲ 275,550		▲ 275,550		購入 コウニュウ

				地帯間販売送電料 チタイ カン ハンバイ ソウデン リョウ		0		0						購入 コウニュウ

				他社販売電源料 タシャ ハンバイ デンゲン リョウ		0		0						購入 コウニュウ

				他社販売送電料 タシャ ハンバイ ソウデン リョウ		0		0						購入 コウニュウ

				電源開発促進税 デンゲン カイハツ ソクシン ゼイ		12,143,750		11,186,042,800		11,186,042		▲ 957,708		公租公課 

				託送収益(基準接続供給収益を除く) タクソウ シュウエキ キジュン セツゾク キョウキュウ シュウエキ ノゾ		▲ 185,559		▲ 21,304,620		▲ 21,304		164,255		控除収益 コウジョ シュウエキ

				託送収益（燃料費調整分）		0		88,781,594		88,781		88,781		控除収益 コウジョ シュウエキ

				事業者間精算収益 ジギョウシャ カン セイサン シュウエキ		▲ 82,248		▲ 20,845,817		▲ 20,845		61,403		控除収益 コウジョ シュウエキ

				遅収加算料金 チ シュウ カサン リョウキン		▲ 227,329		130,857		130		227,459		控除収益 コウジョ シュウエキ

				電気事業雑収益 デンキ ジギョウ ザツシュウエキ		▲ 2,333,261		▲ 2,293,198,865		▲ 2,293,198		40,063		控除収益 コウジョ シュウエキ

				預金利息 ヨキン リソク		▲ 2,905		▲ 318,558		▲ 318		2,587		控除収益 コウジョ シュウエキ

				事業税 ジギョウゼイ		2,292,353		2,074,770,766		2,074,770		▲ 217,583		公租公課 

				電力費振替勘定（貸方） デンリョク ヒ フリカエ カンジョウ カ カタ		▲ 13,183		▲ 17,499,245		▲ 17,499		▲ 4,316		諸経費 

				電灯料（離島に限り託送除く） デントウ リョウ リトウ カギ タクソウ ノゾ		▲ 663,866		▲ 501,877,074		▲ 501,877		161,989		控除収益 コウジョ シュウエキ

				電力料（離島に限り託送除く） デンリョク リョウ リトウ カギ タクソウ ノゾ		▲ 661,712		▲ 525,508,301		▲ 525,508		136,204		控除収益 コウジョ シュウエキ

				社内取引項目 シャナイ トリヒキ コウモク		10,895,048		11,978,878,751		11,978,878		1,083,830		諸経費 

				追加事業報酬　第３表　P3 ツイカ ジギョウ ホウシュウ ダイ ヒョウ		▲ 56,445		▲ 56,445,000		▲ 56,445		▲ 0		諸経費 

				合計 ゴウケイ		191,304,611		188,701,287,772		188,701,287		▲ 2,603,324

				控除収益 コウジョ シュウエキ		▲ 4,156,880		▲ 3,274,140,784		▲ 3,274,139		882,741

				合計（控除収益除き） ゴウケイ コウジョ シュウエキ ノゾ		195,461,491		191,975,428,556		191,975,426		▲ 3,486,065

				＜社内取引内訳＞※原価（年平均：千円） シャナイ トリヒキ ウチワケ ゲンカ ネンヘイキン センエン						＜社内取引内訳＞※実績（千円） シャナイ トリヒキ ウチワケ ジッセキ センエン

				整理表項目（水力ＡＳ） セイリ ヒョウ コウモク スイリョク		1,341,172				AＳｻｰﾋﾞｽ取引費用 トリヒキ ヒヨウ		9,702,341

				整理表項目（火力ＡＳ） セイリ ヒョウ コウモク カリョク		7,858,228						0

				バックエンド		1,668,730				バックエンド		1,499,602

				振替損失調整額 フリカエ ソンシツ チョウセイ ガク		28,717				振替損失調整額 フリカエ ソンシツ チョウセイ ガク		291,927

				接続検討料相当額 セツゾク ケントウ リョウ ソウトウ ガク		(1,800)						0

				変更賦課金相当額 ヘンコウ フカキン ソウトウ ガク		0						0

				合計 ゴウケイ		10,895,048				合計 ゴウケイ		11,493,871

				＜社内取引内訳＞※原価（３年計：千円） シャナイ トリヒキ ウチワケ ゲンカ ネン ケイ センエン						＜社内取引内訳＞※実績（円） シャナイ トリヒキ ウチワケ ジッセキ エン

				整理表項目（水力ＡＳ） セイリ ヒョウ コウモク スイリョク		4,023,517				AＳｻｰﾋﾞｽ取引費用 トリヒキ ヒヨウ		9,702,341,388

				整理表項目（火力ＡＳ） セイリ ヒョウ コウモク カリョク		23,574,684

				バックエンド		5,006,190				バックエンド		1,499,602,484

				振替損失調整額 フリカエ ソンシツ チョウセイ ガク		86,153				振替損失調整額 フリカエ ソンシツ チョウセイ ガク		291,927,649

				接続検討料相当額 セツゾク ケントウ リョウ ソウトウ ガク		(5,400)

				変更賦課金相当額 ヘンコウ フカキン ソウトウ ガク		0

				合計 ゴウケイ		32,685,144				合計 ゴウケイ		11,493,871,521





④



						0		0

						191,304,611		194,236,398				（千円） センエン														（億円／年）

				　 		原価 		H28実績 		H27実績		差異 		差異理由 				　 		H28実績
① 		H27実績
② 		差異 
（①－②）		主な差異理由 オモ

				人件費 		29,727,988		31,904,050		25,373,241		6,530,809						人件費 		319		253		65		給料手当の増（＋45）
退職給与金の増（＋8）、厚生費の増（＋8） キュウリョウ テア ゾウ タイショク キュウヨ キン ゾウ コウセイ ヒ ゾウ

				燃料費 		1,463,164		882,829		0		882,829						燃料費 		8		0		8		離島供給分の増（＋8） リトウ キョウキュウ ブン ゾウ

				修繕費 		42,211,416		42,797,666		39,392,654		3,405,012						修繕費 		427		393		34		計測器取替修繕費の増＋27（ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ導入
＋12）、離島供給分の増（＋4） ゾウ ドウニュウ ゾウ

				減価償却費 		34,037,433		32,252,922		32,810,272		(557,350)						減価償却費 		322		328		▲ 5		償却進行などによる減（▲5） ショウキャク シンコウ ゲン

				購入電力料 		693,008		1,073,794		202,161		871,633						購入電力料 		10		2		8		離島供給分の増（＋4）
余剰インバランスの増（＋4） リトウキョウキュウ ブン ゾウ ヨジョウ ゾウ

				公租公課 		22,567,842		20,169,575		20,067,557		102,018						公租公課 		201		200		1

				原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ		1,668,730		1,499,602		1,474,817		24,785						原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ		14		14		0

				諸経費 		53,865,592		39,801,668		44,445,650		(4,643,982)						その他経費 タ ケイヒ		398		444		▲ 46		諸費の減▲28（情報処理費用の減など）
委託費の減▲23（情報処理費用の減など） ショヒ ゲン イタク ヒ ゲン ジョウホウ ショリ ヒヨウ ゲン

				その他
（控除収益、社内取引など） タ コウジョ シュウエキ シャナイ トリヒキ		5,069,438		23,854,292		24,125,788		(271,496)						その他
（社内取引） タ シャナイ トリヒキ		238		241		▲ 2

				合計 ゴウケイ		191,304,611		194,236,398		187,892,140		6,344,258						合計 ゴウケイ		1,942		1,878		63

								0

				■諸元インプット ショゲン				194,236,398,581

				.		想定原価
(1)千円 センエン		H28実績（円） ジッセキ エン		H28実績（千円） ジッセキ センエン		H27実績（円） ジッセキ エン		H27実績（千円） ジッセキ センエン		増減（千円） ゾウゲン センエン		↓フラグＣＨ要 ヨウ

		役員給与 ヤクイン キュウヨ		役員給与 ヤクイン キュウヨ		160,212		258,077,367		258,077		144,472,490		144,472		113,605		人件費 

		給料手当 キュウリョウ テア		給料手当 キュウリョウ テアテ		22,898,490		25,579,390,036		25,579,390		21,044,922,006		21,044,922		4,534,468		人件費 

		給料手当振替額（貸方） キュウリョウ フリカエ ガク カシカタ		給料手当振替額（貸方） キュウリョウ テアテ フリカエガク カシカタ		▲ 640,877		▲ 533,620,084		▲ 533,620		▲ 510,356,408		▲ 510,356		▲ 23,264		人件費 

		退職給与金 タイショク キュウヨ キン		退職給与金 タイショク キュウヨ キン		2,662,929		915,399,929		915,399		113,634,841		113,634		801,765		人件費 

		厚生費 コウセイヒ		厚生費 コウセイヒ		4,072,174		4,712,528,025		4,712,528		3,823,116,364		3,823,116		889,412		人件費 

		委託検針費 イタク ケンシン ピ		委託検針費 イタク ケンシン ヒ		0		0		0		0		0		0		人件費 

		委託集金費 イタク シュウキンヒ		委託集金費 イタク シュウキン ヒ		0		0		0		0		0		0		人件費 

		雑給 ザッキュウ		雑給 ザツ キュウ		575,060		972,274,861		972,274		757,452,618		757,452		214,822		人件費 

		燃料費 ネンリョウヒ		燃料費 ネンリョウヒ		1,463,164		882,829,445		882,829		0		0		882,829		燃料費 

				使用済燃料再処理等発電費 シヨウズミ ネンリョウ サイショリナド ハツデン ヒ														原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ

				使用済燃料再処理等既発電費 シヨウズミ ネンリョウ サイショリナド キ ハツデン ヒ														原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ

		廃棄物処理費 ハイキブツ ショリヒ		廃棄物処理費 ハイキ ブツ ショリヒ		0		0		0		0		0		0		原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ

				特定放射性廃棄物処分費 トクテイ ホウシャセイ ハイキブツ ショブンヒ														原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ

		消耗品費 ショウモウ ヒン ピ		消耗品費 ショウモウヒン ヒ		814,368		646,126,156		646,126		510,422,507		510,422		135,704		諸経費 

		修繕費 シュウゼン ピ		修繕費 シュウゼンヒ		42,211,416		42,797,666,006		42,797,666		39,392,654,931		39,392,654		3,405,012		修繕費 

		水利使用料 スイリ シヨウリョウ		水利使用料 スイリ シヨウリョウ		243		729,363		729		0		0		729		公租公課 

		補償費 ホショウ ヒ		補償費 ホショウヒ		291,703		257,123,815		257,123		261,939,439		261,939		▲ 4,816		諸経費 

		賃借料 チンシャクリョウ		貸借料 タイシャクリョウ		6,179,834		5,886,537,621		5,886,537		5,647,818,391		5,647,818		238,719		諸経費 

		託送料 タクソウ リョウ		託送料 タクソウリョウ		5,733,179		6,009,966,214		6,009,966		6,430,493,919		6,430,493		▲ 420,527		諸経費 

		事業者間精算費 ジギョウシャ カン セイサン ヒ		事業者間精算費 ジギョウシャカンセイサン ヒ		3,674		298,155,729		298,155		145,930,360		145,930		152,225		諸経費 

		委託費 イタク ヒ		委託費 イタクヒ		19,893,937		16,033,605,705		16,033,605		18,387,300,048		18,387,300		▲ 2,353,695		諸経費 

		損害保険料 ソンガイ ホケンリョウ		損害保険料 ソンガイ ホケンリョウ		21,765		20,971,499		20,971		21,357,766		21,357		▲ 386		諸経費 

				原子力損害賠償資金補助法負担金														諸経費 

				  原子力損害賠償資金補助法一般負担金														諸経費 

				原賠廃炉等支援機構負担金 ハラ バイ ハイロ ナド シエン キコウ フタンキン														諸経費 

				  原賠廃炉等支援機構一般負担金														諸経費 

		普及開発関係費 フキュウ カイハツ カンケイヒ		普及開発関係費 フキュウ カイハツ カンケイヒ		31,123		124,646,823		124,646		110,466,902		110,466		14,180		諸経費 

		養成費 ヨウセイ ヒ		養成費 ヨウセイヒ		328,863		293,491,066		293,491		201,938,959		201,938		91,553		諸経費 

		研究費 ケンキュウヒ		研究費 ケンキュウヒ		503,761		386,196,478		386,196		231,192,509		231,192		155,004		諸経費 

		諸費 ショヒ		諸費 ショヒ		4,113,785		5,047,813,471		5,047,813		7,884,286,390		7,884,286		▲ 2,836,473		諸経費 

		貸倒損 カシダオ ソン		貸倒損 カシダオレ ゾン		2,125		▲ 53,704,312		▲ 53,704		0		0		▲ 53,704		諸経費 

		固定資産税 コテイ シサン ゼイ		固定資産税 コテイ シサンゼイ		6,508,271		6,841,071,785		6,841,071		6,669,600,559		6,669,600		171,471		公租公課 

		雑税 ザツ ゼイ		雑税 ザツ ゼイ		90,606		124,231,180		124,231		236,663,260		236,663		▲ 112,432		公租公課 

		減価償却費 ゲンカ ショウキャク ヒ		減価償却費 ゲンカ ショウキャクヒ		34,037,433		32,252,922,649		32,252,922		32,810,272,171		32,810,272		▲ 557,350		減価償却費 

		固定資産除却費 コテイ シサン ジョ キャク ヒ		固定資産除却費 コテイシサン ジョキャク ヒ		4,810,169		5,016,022,350		5,016,022		4,784,696,400		4,784,696		231,326		諸経費 

				原子力発電施設解体費 ゲンシリョク ハツデン シセツ カイタイ ヒ														原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 ヒヨウ

		共有設備費等分担額 キョウユウ セツビヒトウ ブンタン ガク		共有設備費等分担額 キョウユウ セツビヒ トウ ブンタンガク		0		0		0		0		0		0		諸経費 

		共有設備費等分担額（貸方） キョウユウ セツビヒトウ ブンタン ガク カシカタ		共有設備費等分担額（貸方） キョウユウ セツビヒ トウ ブンタンガク カシカタ		0		0		0		0		0		0		諸経費 

		地帯間購入電源費 チタイ カン コウニュウ デンゲン ヒ		地帯間購入電源費 チタイカン コウニュウ デンゲンヒ		0		123,045,839		123,045		0		0		123,045		購入電力料 

		地帯間購入送電費 チタイ カン コウニュウ ソウデン ピ		地帯間購入送電費 チタイカン コウニュウ ソウデン ヒ		0		0		0		0		0		0		購入電力料 

		他社購入電源費 タシャ コウニュウ デンゲン ヒ		他社購入電源費（再エネ特措法交付金相当額を除く。） タシャ コウニュウ デンゲンヒ		660,719		950,748,581		950,748		167,624,266		167,624		783,124		購入電力料 

		他社購入送電費 タシャ コウニュウ ソウデン ピ		他社購入送電費 タシャ コウニュウ ソウデン ヒ		32,289		0		0		34,537,000		34,537		▲ 34,537		購入電力料 

		建設分担関連費振替額（貸方） ケンセツ ブンタン カンレン ヒ フリカエ ガク カシカタ		建設分担関連費振替額（貸方） ケンセツ ブンタン カンレンヒ フリカエガク カシカタ		▲ 64,878		▲ 147,357,642		▲ 147,357		▲ 162,108,909		▲ 162,108		14,751		諸経費 

		附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方） フタイ ジギョウ エイギョウ ヒヨウ ブンタン カンレン ヒ フリカエ ガク カシカタ		附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方） フタイ ジギョウ エイギョウ ヒヨウ ブンタン カンレンヒ フリカエガク カシカタ		▲ 877

H1999045: H1999045:
手補正あり		▲ 909,931		▲ 909

H1999045: H1999045:
手補正あり		▲ 921,398		▲ 921		12

H1999045: H1999045:
手補正あり		

H1999045: H1999045:
手補正あり												諸経費 

		使用済燃料再処理等既発電費支払契約締結分 シヨウ ズ ネンリョウ サイショリ トウ スデ ハツデン ヒ シハライ ケイヤク テイケツ ブン		再エネ特措法納付金 サイ トクソホウ ノウフキン		0				0						0		諸経費 

				開発費 カイハツヒ		0				0						0		諸経費 

				開発費償却 カイハツヒ ショウキャク		0				0						0		諸経費 

				株式交付費 カブシキ コウフ ヒ		0				0						0		諸経費 

				株式交付費償却 カブシキ コウフ ヒ ショウキャク		0				0						0		諸経費 

				社債発行費 シャサイ ハッコウヒ		129,656				0						0		諸経費 

				社債発行費償却 シャサイ ハッコウヒ ショウキャク		0				0						0		諸経費 

				法人税等 ホウジンゼイ トウ		1,532,620				0						0		公租公課 

				電気事業報酬　第２表　P3 デンキ ジギョウ ホウシュウ ダイ ヒョウ		11,143,033				0						0		諸経費 

				地帯間販売電源料 チタイ カン ハンバイ デンゲン リョウ		0				0						0		購入 コウニュウ

				地帯間販売送電料 チタイ カン ハンバイ ソウデン リョウ		0										0		購入 コウニュウ

				他社販売電源料 タシャ ハンバイ デンゲン リョウ		0										0		購入 コウニュウ

				他社販売送電料 タシャ ハンバイ ソウデン リョウ		0										0		購入 コウニュウ

		電源開発促進税 デンゲン カイハツ ソクシン ゼイ		電源開発促進税 デンゲン カイハツ ソクシン ゼイ		12,143,750		11,186,042,800		11,186,042		11,115,391,100		11,115,391		70,651		公租公課 

				託送収益(基準接続供給収益を除く) タクソウ シュウエキ キジュン セツゾク キョウキュウ シュウエキ ノゾ		▲ 185,559				0						0		控除収益 コウジョ シュウエキ

				託送収益（燃料費調整分）		0				0						0		控除収益 コウジョ シュウエキ

				事業者間精算収益 ジギョウシャ カン セイサン シュウエキ		▲ 82,248				0						0		控除収益 コウジョ シュウエキ

				遅収加算料金 チ シュウ カサン リョウキン		▲ 227,329				0						0		控除収益 コウジョ シュウエキ

				電気事業雑収益 デンキ ジギョウ ザツシュウエキ		▲ 2,333,261				0						0		控除収益 コウジョ シュウエキ

				預金利息 ヨキン リソク		▲ 2,905				0						0		控除収益 コウジョ シュウエキ

		事業税 ジギョウゼイ		事業税 ジギョウゼイ		2,292,353		2,017,499,889		2,017,499		2,045,902,734		2,045,902		▲ 28,403		公租公課 

		電力費振替勘定（貸方） デンリョク ヒ フリカエ カンジョウ カシカタ		電力費振替勘定（貸方） デンリョク ヒ フリカエ カンジョウ カ カタ		▲ 13,183		▲ 17,016,205		▲ 17,016		▲ 9,163,087		▲ 9,163		▲ 7,853		諸経費 

				電灯料（離島に限り託送除く） デントウ リョウ リトウ カギ タクソウ ノゾ		▲ 663,866				0						0		控除収益 コウジョ シュウエキ

				電力料（離島に限り託送除く） デンリョク リョウ リトウ カギ タクソウ ノゾ		▲ 661,712				0						0		控除収益 コウジョ シュウエキ

		社内取引費用 シャナイ トリヒキ ヒヨウ		社内取引項目 シャナイ トリヒキ コウモク		10,895,048		25,353,892,073		25,353,892		25,600,602,342		25,600,602		▲ 246,710		社内取引 シャナイ トリヒキ

				追加事業報酬　第３表　P3 ツイカ ジギョウ ホウシュウ ダイ ヒョウ		▲ 56,445				0						0		諸経費 

				合計 ゴウケイ		191,304,611		194,236,398,581		194,236,398		187,892,140,470		187,892,140		6,344,258

								(13,375,016)		？

						5,069,438		10,479,276

				控除収益 コウジョ シュウエキ		▲ 4,156,880		0		0		4,156,880				0



				合計（控除収益除き） ゴウケイ コウジョ シュウエキ ノゾ		195,461,491		194,236,398,581		194,236,398		2,187,378				▲ 246,710

										H28				H27

				＜社内取引内訳＞※原価（年平均：千円） シャナイ トリヒキ ウチワケ ゲンカ ネンヘイキン センエン		9,226,318				＜社内取引内訳＞※実績（千円） シャナイ トリヒキ ウチワケ ジッセキ センエン				＜社内取引内訳＞※実績（千円） シャナイ トリヒキ ウチワケ ジッセキ センエン

				整理表項目（水力ＡＳ） セイリ ヒョウ コウモク スイリョク		1,341,172				AＳｻｰﾋﾞｽ取引費用 トリヒキ ヒヨウ		9,702,341		AＳｻｰﾋﾞｽ取引費用 トリヒキ ヒヨウ		7193049		2,509,292

				整理表項目（火力ＡＳ） セイリ ヒョウ コウモク カリョク		7,858,228						0				0		0

				バックエンド		1,668,730				バックエンド		1,499,602		バックエンド		1474817		24,785

				振替損失調整額 フリカエ ソンシツ チョウセイ ガク		28,717				振替損失調整額 フリカエ ソンシツ チョウセイ ガク		291,927		振替損失調整額 フリカエ ソンシツ チョウセイ ガク		766328		(474,401)

				接続検討料相当額 セツゾク ケントウ リョウ ソウトウ ガク		(1,800)						0				0		0

				変更賦課金相当額 ヘンコウ フカキン ソウトウ ガク		0						0				0		0

				合計 ゴウケイ		10,895,048				合計 ゴウケイ		11,493,871		合計 ゴウケイ		9434195		2,059,676

				＜社内取引内訳＞※原価（３年計：千円） シャナイ トリヒキ ウチワケ ゲンカ ネン ケイ センエン						＜社内取引内訳＞※実績（円） シャナイ トリヒキ ウチワケ ジッセキ エン				＜社内取引内訳＞※実績（円） シャナイ トリヒキ ウチワケ ジッセキ エン

				整理表項目（水力ＡＳ） セイリ ヒョウ コウモク スイリョク		4,023,517				AＳｻｰﾋﾞｽ取引費用 トリヒキ ヒヨウ		9,702,341,388		AＳｻｰﾋﾞｽ取引費用 トリヒキ ヒヨウ		7193049289		2,509,292,099

				整理表項目（火力ＡＳ） セイリ ヒョウ コウモク カリョク		23,574,684												0

				バックエンド		5,006,190				バックエンド		1,499,602,484		バックエンド		1474817703		24,784,781

				振替損失調整額 フリカエ ソンシツ チョウセイ ガク		86,153				振替損失調整額 フリカエ ソンシツ チョウセイ ガク		291,927,649		振替損失調整額 フリカエ ソンシツ チョウセイ ガク		766328019		(474,400,370)

				接続検討料相当額 セツゾク ケントウ リョウ ソウトウ ガク		(5,400)												0

				変更賦課金相当額 ヘンコウ フカキン ソウトウ ガク		0												0

				合計 ゴウケイ		32,685,144				合計 ゴウケイ		11,493,871,521		合計 ゴウケイ		9434195011		2,059,676,510

																		0

										インバラ費用 ヒヨウ		14518929047		インバラ費用 ヒヨウ		16375542675		(1,856,613,628)

										インバラ収益 シュウエキ		-14951690312		インバラ収益 シュウエキ		-16375542666		1,423,852,354

										その他 タ		917768495		その他 タ		-21298818		939,067,313

												11,978,878,751				9412896202		2,565,982,549









⑤





		＜インプット諸元＞ ショゲン								その他経費内訳（再掲） タ ケイヒ ウチワケ サイケイ						（単位：億円） タンイ オクエン												（単位：億円） タンイ オクエン				＜インプット諸元＞ ショゲン

		原価 ゲンカ		実績 ジッセキ		差 サ				項　目 コウ メ		①原価 ゲンカ		②実績 ジッセキ		差（②－①） サ				項　目 コウ メ				①原価 ゲンカ		②実績 ジッセキ		差（②－①） サ				原価 ゲンカ		実績 ジッセキ		差 サ						想定原価
(1)千円 センエン		実績（千円） ジッセキ センエン

		0		0		0				廃棄物処理費 ハイキブツ ショリ ヒ		0		0		0				控除収益 コウジョ シュウエキ		電灯料・電力料（離島） デントウ リョウ デンリョク リョウ リトウ		▲ 13		▲ 10		2				(1,325,578)		(1,027,385)		298,193				託送収益(基準接続供給収益を除く) タクソウ シュウエキ キジュン セツゾク キョウキュウ シュウエキ ノゾ		▲ 185,559		▲ 21,304

		814,368		646,126		(168,242)				消耗品費 ショウモウ ヒン ヒ		8		6		▲ 1						地帯間・他社販売電力料 チタイ カン タシャ ハンバイ デンリョク リョウ		0		▲ 2		▲ 2				0		(275,550)		(275,550)				託送収益（燃料費調整分）		0		88,781

		291,703		257,123		(34,580)				補償費 ホショウ ヒ		2		2		0						託送収益 タクソウ シュウエキ		▲ 1		0		2				(185,559)		67,477		253,036				事業者間精算収益 ジギョウシャ カン セイサン シュウエキ		▲ 82,248		▲ 20,845

		6,179,834		5,886,537		(293,297)				賃借料 チンシャク リョウ		61		58		▲ 2						事業者間精算収益 ジギョウ シャ アイダ セイサン シュウエキ		0		0		0				(82,248)		(20,845)		61,403				遅収加算料金 チ シュウ カサン リョウキン		▲ 227,329		130

		5,733,179		6,009,966		276,787				託送料 タクソウ リョウ		57		60		2						電気事業雑収益 デンキ ジギョウ ザツシュウエキ		▲ 23		▲ 22		0				(2,333,261)		(2,293,198)		40,063				電気事業雑収益 デンキ ジギョウ ザツシュウエキ		▲ 2,333,261		▲ 2,293,198

		3,674		298,155		294,481				事業者間精算費 ジギョウ シャ アイダ セイサン ヒ		0		2		2						その他 タ		▲ 2		0		2				(230,234)		(188)		230,046				預金利息 ヨキン リソク		▲ 2,905		▲ 318

		19,893,937		16,033,605		(3,860,332)				委託費 イタク ヒ		198		160		▲ 38				社内取引項目（※） シャナイ トリヒキ コウモク				108		119		10				10,895,048		11,978,878		1,083,830				電灯料（離島に限り託送除く） デントウ リョウ リトウ カギ タクソウ ノゾ		▲ 663,866		▲ 501,877

		21,765		20,971		(794)				損害保険料 ソンガイ ホケンリョウ		0		0		0				その他経費　合計 タ ケイヒ ゴウケイ				606		596		▲ 10												電力料（離島に限り託送除く） デンリョク リョウ リトウ カギ タクソウ ノゾ		▲ 661,712		▲ 525,508

		31,123		124,646		93,523				普及開発関係費 フキュウ カイハツ カンケイヒ		0		1		0																								社内取引項目 シャナイ トリヒキ コウモク		10,895,048		11,978,878

		328,863		293,491		(35,372)				養成費 ヨウセイ ヒ		3		2		0																								地帯間販売電源料 チタイ カン ハンバイ デンゲン リョウ		0		▲ 275,550

		503,761		386,196		(117,565)				研究費 ケンキュウ ヒ		5		3		▲ 1																								地帯間販売送電料 チタイ カン ハンバイ ソウデン リョウ		0		0

		4,113,785		5,047,813		934,028				諸費 ショヒ		41		50		9																								他社販売電源料 タシャ ハンバイ デンゲン リョウ		0		0

		2,125		(53,704)		(55,829)				貸倒損 カシダオレ ソン		0		0		0																								他社販売送電料 タシャ ハンバイ ソウデン リョウ		0		0

		4,810,169		5,016,022		205,853				固定資産除却費 コテイ シサン ジョキャク ヒ		48		50		2

		0		0		0				共有設備費等分担額 キョウユウ セツビ ヒナド ブンタン ガク		0		0		0

		0		0		0				共有設備費等分担額（貸方） キョウユウ セツビ ヒナド ブンタン ガク カ カタ		0		0		0

		(64,878)		(147,357)		(82,479)				建設分担関連費振替額（貸方） ケンセツ ブンタン カンレン ヒ フリカエ ガク カシカタ		0		▲ 1		0

		(877)		(909)		(32)				附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方） フタイ ジギョウ エイギョウ ヒヨウ ブンタン カンレン ヒ フリカエ ガク カシカタ		0		0		0

		(13,183)		(17,499)		(4,316)				電力費振替勘定（貸方） デンリョク ヒ フリカエ カンジョウ カシカタ		0		0		0

		0		0		0				株式交付費 カブシキ コウフ ヒ		0		0		0

		129,656		246,217		116,561				社債発行費 シャサイ ハッコウ ヒ		1		2		1

		11,143,033		11,143,033		0				電気事業報酬 デンキ ジギョウ ホウシュウ		111		111		0





⑥

										＜人件費の内訳＞ ジンケンヒ ウチワケ								（単位：億円） タンイ オクエン

		＜インプット＞百万円 ヒャクマンエン										原価 		Ｈ28実績 		差異 		主な差異理由

		原価 ゲンカ		実績 ジッセキ		差 サ						①		②		（②－①）

		160		258		98				役員給与		1		2		0		報酬水準の差

		22,258		25,046		2,788				給料手当 		222		250		27		・年収差（＋15）
・人員織込年度差（▲2）
・超過労働給与（＋7：時間外増）
・控除口 ＋4（自主カット＋3他）

										（給料手当振替額（貸方）含む）		0		0		0

		2,662		915		(1,747)				退職給与金		26		9		▲ 17		数理計算上の差異による減（▲9）
利息費用の減（▲6）
期待運用収益の減（▲3） スウリ ケイサン ジョウ サイ ゲン リソク ヒヨウ ゲン キタイ ウンヨウ シュウエキ ゲン

		4,072		4,712		640				厚生費		40		47		6		法定厚生費の増（＋5）
一般厚生費の増（＋1）　 イッパン コウセイ ヒ ゾウ

		575		972		397				雑給 ザッ キュウ		5		9		3		受入出向増（＋3）
臨時（＋1） ウケイ シュッコウ ゾウ リンジ

		29,727		31,903		2,176				人件費合計		297		319		21





収入費用増減理由

				好転 コウテン										悪化 アッカ



				委託費 イタク ヒ		微量PCB処理費用の減 ビリョウ ショリ ヒヨウ ゲン						24		修繕費 シュウゼンヒ		スマートメーター取引費用の増 トリヒキ ヒヨウ ゾウ						-23

				委託費 イタク ヒ		情報処理システム関連費用の減 ジョウホウ ショリ カンレン ヒヨウ ゲン						15		他社購入 タシャ コウニュウ		余剰インバランス（原価外） ヨジョウ ゲンカ ソト						-5

				燃料費 ネンリョウ ヒ		離島燃料費の減 リトウ ネンリョウ ヒ ゲン						5		事業者間精算費 ジギョウシャ カン セイサン ヒ		新電力購入電力量増加による託送料増 シン デンリョク コウニュウ デンリョク リョウ ゾウカ タクソウ リョウ ゾウ						-2

				諸費 ショヒ		情報処理システム関連費用の減 ジョウホウ ショリ カンレン ヒヨウ ゲン						7		人件費 ジンケンヒ		給料手当ての増など キュウリョウ テア ゾウ						-21

				他社購入 タシャ コウニュウ		離島購入電力料の減 リトウ コウニュウ デンリョク リョウ ゲン						2

				法人税等 ホウジンゼイ ナド		税引前収益赤字による負担減 ゼイビキ マエ シュウエキ アカジ フタンゲン						15





				社内取引 シャナイ トリヒキ		離島燃料費調整控除による減 リトウ ネンリョウ ヒ チョウセイ コウジョ ゲン						7







												75										-51				24				目標 モクヒョウ		42





●ｊ10ヵ年　流通対応需要推移グラフ２ (4)

				流通対応需要実績（GWｈ）

																												(GWh)

				流通対応需要実績（GWｈ）

						2005		2006						H21		H22		H23		H24		H25		H26		H27		H28		託送
原価 タクソウ ゲンカ		2016

				合計 ゴウケイ						新需要除き シンジュヨウ ノゾ				314		323		322		313		307		300		295		297		319		300

										新需要 シンジュヨウ																		3





																												※新需要追加250ＧＷｈ シン ジュヨウ ツイカ

																										新需要除き シンジュヨウ ノゾ		(GWh)

																												2016

																										合計 ゴウケイ		297.41

																										低圧 テイアツ		136

																										高圧 コウアツ		131

																										特高 トッコウ		31

																										新需要		(GWh)

																												2016

																										合計 ゴウケイ		250

																										低圧 テイアツ		1

																										高圧 コウアツ		23

																										特高 トッコウ		226



平成２８年９月
北海道電力株式会社


合計	

2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	2013	2014	2015	2016	30736.680670999998	31430	32385	31682	31423	32325	32216	31283	30749	30017	29496	29992	

（GWｈ）



低圧	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	2013	2014	2015	2016	13745.307599	13796	14075	13885	14231	14619	14717	14503	14187	13656	13437	13612	高圧	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	2013	2014	2015	2016	12864.528235	13253	13736	13475	13379	13605	13423	13238	13116	12936	12905	13092	特高	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	2013	2014	2015	2016	4126.8448369999996	4381	4573	4322	3813	4101	4076	3542	3446	3425	3154	3286	

（GWｈ）





H21	H22	H23	H24	H25	H26	H27	H28	314.23	323.25	322.16000000000003	312.83	307.49	300.17	294.95999999999998	297	

H21	H22	H23	H24	H25	H26	H27	H28	3	

（億kWh）



Ｈ17～Ｈ28



						１．送配電部門収支年度推移 ソウ ハイデン ブモン シュウシ ネンド スイイ																						42943

								H17		H18		H19		H20		H21		H22		H23		H24		H25		H26		H27		H28

						営業収益 エイギョウ シュウエキ		1,983		1,998		2,146		2,088		2,060		2,144		2,157		2,094		2,044		1,976		1,952		2,023

						営業費用 エイギョウ ヒヨウ		1,741		1,800		1,810		1,899		1,828		1,880		1,919		1,890		1,885		1,728		1,878		1,942

						営業利益 エイギョウ リエキ		242		197		335		189		231		263		238		204		158		248		73		81

						当期純利益 トウキ ジュンリエキ						159		55		99		123		109		126		50		124		▲ 2		▲ 2

						超過利潤 チョウカ リジュン		▲ 8		▲ 38		63		▲ 21		11		27		13		▲ 1		▲ 30		36		▲ 94		▲ 42

						営業収益比（超過利潤/営業収益） エイギョウ シュウエキ ヒ チョウカ リジュン エイギョウ シュウエキ				-1.9%		2.9%		-1.0%		0.5%		1.3%		0.6%		-0.0%		-1.5%		1.8%		-4.8%		-2.1%

						超過利潤
（欠損）
発生理由

（ＨＰ公表内容） チョウカ リジュン ケッソン ハッセイ リユウ コウヒョウ ナイヨウ				災害復旧工事のほか，供給信頼度維持のため優先度の高い修繕工事を重点的に実施したことなど サイガイ フッキュウ コウジ キョウキュウ シンライド イジ ユウセンド タカ シュウゼン コウジ ジュウテン テキ ジッシ		鉄鋼業や紙・パルプでの需要増や自家発電から当社電力への購入切替による需要増などに加え，退職給与金や修繕費の減少など		急激な景気後退や暖冬にともなう暖房需要の減少による販売電力量の減など キュウゲキ ケイキ コウタイ ダントウ ダンボウ ジュヨウ ゲンショウ ハンバイ デンリョク リョウ ゲン		修繕工事をはじめとする費用の低減 シュウゼン コウジ ヒヨウ テイゲン		低圧部門における販売電力量の増加や，修繕工事をはじめとする費用の低減 テイアツ ブモン ハンバイ デンリョク リョウ ゾウカ シュウゼン コウジ ヒヨウ テイゲン		減価償却費をはじめとする費用の増加はあったものの、低圧部門における販売電力量の増加や本州方面への電力融通の増加 ゲンカ ショウキャク ヒ ヒヨウ ゾウカ テイアツ ブモン ハンバイデンリョクリョウ ゾウカ ホンシュウ ホウメン デンリョク ユウズウ ゾウカ		産業用の生産設備縮小や需給対策の一環としての節電および自家発電の稼動増などにより販売電力量が減少したことから欠損となった。 サンギョウヨウ セイサン セツビ シュクショウ ジュキュウ タイサク イッカン セツデン ジカ ハツデン カドウ ゾウ ハンバイデンリョクリョウ ゲンショウ ケッソン		電力の安定供給に支障をきたさない範囲で修繕工事の繰り延べを行うなど費用抑制に努めたが、節電および自家発電の稼動増により販売電力量が想定を下回ったことなどから欠損となった。 デンリョク アンテイ キョウキュウ シショウ ハンイ シュウゼン コウジ ク ノ オコナ ヒヨウ ヨクセイ ツト セツデン ジカ ハツデン カドウ ゾウ ハンバイ デンリョク リョウ ソウテイ シタマワ ケッソン		節電のご協力をいただいたことや自家発電を有するお客さまに焚き増しによる需要抑制をお願いしたことなどから、販売電力量が想定を下回りましたが、電力の安定供給に支障をきたさない範囲で修繕工事をはじめとする費用の抑制に努めた結果、３６億円の超過利潤となりました。		平成27年度は、修繕工事をはじめとする費用の抑制に努めたものの、春先の気温が平年に比べて高く推移したことによる暖房需要の減少および産業用の生産減のほか、節電や省エネルギー意識の高まりなどにより、需要が減少した結果、94億円の欠損となりました。		平成２８年度は，経営効率化に努めたものの，節電や省エネルギー意識の高まりなどにより，需要が減少した結果，４２億円の欠損となりました。

						２．変更命令発動基準に対する抵触状況 ヘンコウ メイレイ ハツドウ キジュン タイ テイショク ジョウキョウ

						超過利潤累積額 チョウカ リジュン ルイセキ ガク										11		39		52		51		▲ 36		0		▲ 94		▲ 137

						一定水準額 イッテイ スイジュン ガク										167		168		167		168		163		163		166		171

						ＨＰ公表内容
                                                                                                                                                                                                                        （超過利潤の用途や料金を見直さない合理的な理由の記載など） チョウカ リジュン ヨウト リョウキン ミナオ ゴウリテキ リユウ キサイ				災害復旧工事等の１８年度における費用増加要因が解消することに加え，年金資産の運用好転などから退職給付費用が減少することもあり，欠損は解消する見込み サイガイ フッキュウ コウジ ナド ネンド ヒヨウ ゾウカ ヨウイン カイショウ クワ ネンキン シサン ウンヨウ コウテン タイショク キュウフ ヒヨウ ゲンショウ ケッソン カイショウ ミコ		・流通設備の経年化対策等に活用

・供給信頼度の維持向上		主に一時的な要因から欠損となったもの オモ イチジテキ ヨウイン ケッソン		流通設備の経年化対策などに活用 リュウツウ セツビ ケイネンカ タイサク カツヨウ		流通設備の経年化対策などに活用し，供給信頼度の維持向上に努める。 リュウツウ セツビ ケイネンカ タイサク カツヨウ キョウキュウ シンライド イジ コウジョウ ツト		・流通設備の経年劣化対策などに活用し，供給信頼度の維持向上に努める。
　　  　　　　　　　　　　　　・今後については，経年化対策費用の増加などが見込まれるが，電力の安定供給と費用低減の両立に向け，工事の重要性や優先度を明確にし，より一層の経営効率化に努める。
 リュウツウ セツビ ケイネン レッカ タイサク カツヨウ キョウキュウ シンライド イジ コウジョウ ツト コンゴ ケイネンカ タイサク ヒヨウ ゾウカ ミコ デンリョク アンテイ キョウキュウ ヒヨウ テイゲン リョウリツ ム コウジ ジュウヨウセイ ユウセンド メイカク イッソウ ケイエイ コウリツカ ツト		・引き続き、電力の安定供給の確保を前提に、一層の経営効率化とコストダウンに努める。

・なお、今般電気料金値上げの申請をした。
これによる託送料金の見直しは、電気料金の認可結果を踏まえて改めてお知らせする。

		・今後も、電力の安定供給や安全の確保を前提に、これまで取り組んできた経営効率化を引き続き推し進め、コスト削減に努めていく。

 コンゴ デンリョク アンテイ キョウキュウ アンゼン カクホ ゼンテイ ト ク ケイエイ コウリツカ ヒ ツヅ オ スス サクゲン		超過利潤については、中長期的な視点にもとづく流通設備の維持・改良等に活用し、供給信頼度の維持向上を図ってまいります。		当社は、今後も電力の安定供給を前提に経営効率化に取り組んでまいります。		当社は，今後も電力の安定供給を前提に経営効率化に取り組んでまいります。

						内部留保
相当額 ナイブ リュウホ ソウトウ ガク										12		38		39		17		▲ 44		▲ 39		▲ 260		▲ 455

						乖離率 カイリ リツ																						2.69		3.02

















営業収益	

H21	H22	H23	H24	H25	H26	H27	H28	2060	2144	2157	2094	2044	1976	1952	2023	営業費用	

H21	H22	H23	H24	H25	H26	H27	H28	1828	1880	1919	1890	1885	1728	1878	1942	





営業利益	

H21	H22	H23	H24	H25	H26	H27	H28	231	263	238	204	158	248	73	81	当期純利益	

H21	H22	H23	H24	H25	H26	H27	H28	99	123	109	126	50	124	-2	-2	





乖離率	

H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	H27	H28	2.69	3.02	

（％）





超過利潤累積額	

H21	H22	H23	H24	H25	H26	H27	H28	11	39	52	51	-36	0	-94	-137	超過利潤	

11	27	13	-1	-30	36	-94	-42	一定水準額	

167	168	167	168	163	163	166	171	





営業利益	

H21	H22	H23	H24	H25	H26	H27	H28	231	263	238	204	158	248	73	81	当期純利益	

H21	H22	H23	H24	H25	H26	H27	H28	99	123	109	126	50	124	-2	-2	





超過利潤累積額	

H21	H22	H23	H24	H25	H26	H27	H28	11	39	52	51	-36	0	-94	-137	超過利潤	

11	27	13	-1	-30	36	-94	-42	一定水準額	

167	168	167	168	163	163	166	171	







★グラフ



営業利益	

H21	H22	H23	H24	H25	H26	H27	H28	231	263	238	204	158	248	73	81	当期純利益	

H21	H22	H23	H24	H25	H26	H27	H28	99	123	109	126	50	124	-2	-2	





超過利潤累積額	

H21	H22	H23	H24	H25	H26	H27	H28	11	39	52	51	-36	0	-94	-137	超過利潤	

11	27	13	-1	-30	36	-94	-42	一定水準額	

167	168	167	168	163	163	166	171	



超過利潤累積額	

H21	H22	H23	H24	H25	H26	H27	H28	11	39	52	51	-36	0	-94	-137	超過利潤	

11	27	13	-1	-30	36	-94	-42	一定水準額	

167	168	167	168	163	163	166	171	
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
－No.01: 営業収入と実績収入、営業費用と実績費用の差(10社)
－No.02: 当期超過欠損額中のインバランスの扱い (北海道)
－No.03:実績費用の差におけるその他費用の影響(東北)
－No.04: 分社化が行われなかった場合の給料水準の増減(東京)
－No.08: リユースマーケットの有無の説明(東北)
－No.09: 効率化に資する取組事例の実施期間と年間削減額(10社)
－No.10: 系統運用及び需給運用の改善事例(北海道、東北、東京、中部、北陸)
－No.13: 従業員の年収水準低減における具体的取組(北陸)
－No.14: 鉄塔建替の位置変更が実施できた背景の説明(北陸)
－No.18,19: 研究開発費の売上高比、研究開発費の対象範囲(10社)
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２．想定原価と実績費用の増減額（費用変動の内訳：その他）

• 想定原価および実績費用の全体額から，「人件費・委託費等」および「設備関連費」に係る金額を除い
た場合，実績が原価を１２０億円下回る結果となります。（下表では「その他」として整理）

• 「その他」で実績が原価を下回った主な要因は，控除収益である電気事業雑収益の増加や，法人税等
が減少したことなどによるものです。

（億円）

（※）上表における金額のうち，原価は億円未満四捨五入，実績は億円未満切捨て，差異は端数処理前の値で差引き後，億円未満
切捨てとしている。以降の頁も同様。

＜原価－実績比較＞

原価
①

実績
②

差異
②－①

主な差異理由

費用 合計 4,587 4,707
120

［2.6%］

うち人件費・委託費等 910 1,053
143

［15.8%］
給与手当水準の差 等

うち設備関連費 2,711 2,807
97

［3.6%］
設備経年化対策工事の実施による差 等

その他 966 845
▲120

[▲12.4%]

・電気事業雑収益の増 ▲79億円
（原価不算入の北部系統整備
工事費負担金分▲73億円 他）

・利益水準の差による法人税等の減
▲37億円 等

次頁で
解説

指摘事項3
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【参考】北部系統工事に係る会計整理について

• 北部系統工事とは，当社管内全域の電力安定供給を図ること等を目的に実施した，青森県～宮城県
までの５０万Vの送電線新設並びに関連する変電所の昇圧工事等を指します。［着工：平成18年度
使用開始：平成23年度］

• 当該設備に係る会計整理に関し，実績では，使用開始時（東日本大震災直後）の当社経理状況を踏ま
え，工事費負担金を圧縮しない会計方法を採ったことから，以降年度において，負担金で取得した設
備に係る電気事業雑収益（繰延収益）および減価償却費（費用）が両建てで計上されております。

• 他方，原価上は，当該負担金分を圧縮して原価算定しているため，電気事業雑収益の原価として反映
されておらず，こうした原価（負担金圧縮あり）と実績（負担金圧縮なし）の算定方法の相違により，
原価‐実績差（▲７３億円）が発生しているものです。

工

事

費

1,000

900

簿価
100

減価
償却費

10

負
担
金
分
を

圧
縮

※数字は全てイメージ＜会計整理のイメージ＞

原 価 実 績

工

事

費

1,000

簿価

1,000

（費用）（収益） （費用）

減価
償却費

1000

（収益）

電気事業
雑収益

90

差 10

同値となる

原価
織込

会計
整理

指摘事項3
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【参考】想定原価と実績費用の増減額（費用変動の内訳：設備関連費）

• 設備経年化対策工事やスマートメーター化工事等の修繕費の増加影響等により，設備関連費については実績費用
が想定原価を９７億円上回りました。

原価
①

実績
②

差異
②－①

主な差異理由

修繕費 1,118 1,189 71
設備経年化対策の増
原価不算入のスマートメーター化工事分 等

賃借料 198 182 ▲ 15

固定資産税 200 200 0

減価償却費 1,011 1,052 41 原価不算入の北部系統整備工事分 等

固定資産除却費 184 183 ▲ 1

その他 ▲ 0 0 0

設備関連費 合計 2,711 2,807 97

（億円）＜原価－実績比較＞

北部系統工事費負担金を圧縮していれば，
実績が７３億円減少し，▲３２億円となる

第28回料金審査専門会合
資料5【P７】を一部修正

指摘事項3
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
－No.01: 営業収入と実績収入、営業費用と実績費用の差(10社)
－No.02: 当期超過欠損額中のインバランスの扱い (北海道)
－No.03: 想定原価と実績費用の差におけるその他費用の影響(東北)
－No.04: 分社化が行われなかった場合の給料水準の増減(東京)
－No.08: リユースマーケットの有無の説明(東北)
－No.09: 効率化に資する取組事例の実施期間と年間削減額(10社)
－No.10: 系統運用及び需給運用の改善事例(北海道、東北、東京、中部、北陸)
－No.13: 従業員の年収水準低減における具体的取組(北陸)
－No.14: 鉄塔建替の位置変更が実施できた背景の説明(北陸)
－No.18,19: 研究開発費の売上高比、研究開発費の対象範囲(10社)



東京

127

• 前回、給料手当※の増（＋8億円）を「処遇制度の改編による増等」とご説明し
ましたが、分社化による影響の補正を行うと、想定原価に比べて▲119億円の減
となり、その内訳は単価影響が＋157億円、人員数影響が▲277億円となります。

２．給料手当の想定原価と実績費用の比較（分社化影響補正後）

（億円）

項 目
原価
①

実績
②

差異
②-①

給料手当※ 1,464 1,471 8

【給料手当の原価・実績比較】

分社化影響
の補正

（▲127億円）

※ 給料手当には給料手当振替額（貸方）を含む

うち単価影響 ＋157億円
うち人員数影響 ▲277億円

グループ会社への委託による給料手当減の補正 ＋96億円

・総務･経理･労務人事･研修等の業務

・グループ全体の経営戦略立案等の業務 等

グループ会社からの受託による給料手当増の補正 ▲223億円

・水力･太陽光発電所の保守･運用業務

・経過措置料金適用のお客さまに係る検針票投函業務 等

項 目
原価
①

実績
②

差異
②-①

給料手当※ 1,464 1,344 ▲119

（億円）

［分社化影響補正前］

［分社化影響補正後］

…前回提示済

指摘事項4
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
－No.01: 営業収入と実績収入、営業費用と実績費用の差(10社)
－No.02: 当期超過欠損額中のインバランスの扱い (北海道)
－No.03: 想定原価と実績費用の差におけるその他費用の影響(東北)
－No.04: 分社化が行われなかった場合の給料水準の増減(東京)
－No.08: リユースマーケットの有無の説明(東北)
－No.09: 効率化に資する取組事例の実施期間と年間削減額(10社)
－No.10: 系統運用及び需給運用の改善事例(北海道、東北、東京、中部、北陸)
－No.13: 従業員の年収水準低減における具体的取組(北陸)
－No.14: 鉄塔建替の位置変更が実施できた背景の説明(北陸)
－No.18,19: 研究開発費の売上高比、研究開発費の対象範囲(10社)
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３．リユースマーケットの有無

• 柱上変圧器のリユースは，これまでの撤去品の調査・研究の結果を踏まえ，コストメリットが得られる
と判断できたものを対象に実施しております。

• この考えに基づき，当社は撤去設備の使用可能な部品の有効活用（リユース）を行っており，リユース
品のマーケット等について，認識・利用している実態はございません。

• なお，修理不能品については，金属スクラップ等として売却しております。

塗装・部品交換
＜柱上変圧器のリユースサイクル＞

タンク 蓋

絶縁油 巻線

金具類

二次ﾌﾞｯｼﾝｸﾞ

設置撤去
【修理不能品】
金属スクラップ等
として売却

【修理対象品】

修理実施
（リユース）

再生品

指摘事項8
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
－No.01: 営業収入と実績収入、営業費用と実績費用の差(10社)
－No.02: 当期超過欠損額中のインバランスの扱い (北海道)
－No.03: 想定原価と実績費用の差におけるその他費用の影響(東北)
－No.04: 分社化が行われなかった場合の給料水準の増減(東京)
－No.08: リユースマーケットの有無の説明(東北)
－No.09: 効率化に資する取組事例の実施期間と年間削減額(10社)
－No.10: 系統運用及び需給運用の改善事例(北海道、東北、東京、中部、北陸)
－No.13: 従業員の年収水準低減における具体的取組(北陸)
－No.14: 鉄塔建替の位置変更が実施できた背景の説明(北陸)
－No.18,19: 研究開発費の売上高比、研究開発費の対象範囲(10社)



131

北海道４．効率化に資する代表的な取組事例の実施期間・年間費用削減額

代表的な取組 効率化額 開始時期

体制 効率化のための体制
①経営基盤強化推進委員会 － H29年度～

②調達検討委員会 － H24年度～

人件費・
委託費等 人件費等の削減 ③給料手当の削減 ▲9,900百万円/年

（全社計） H25年度～

設備
関連費

調達の
合理化

発注方法の
効率化

④スマートメーターの共同調達 ▲365百万円／年 H28年度～

⑤複数年度一括発注（石狩火力幹線新設工事） ▲320百万円／年 H26年度～

仕様・設計の
汎用化・標準化

⑥新たな高圧線用カバーの仕様見直し ▲75百万円/年 Ｈ13年度～

⑦分路リアクトルにおける真空スイッチの採用 ▲12百万円/年 H20年度～

⑧保護継電装置（リレー）のバックアップ機能の簡略化（自己診
断機能の充実化に伴い、故障に備え広範囲としていた保護区間
を縮小）

▲14百万円/年 Ｈ22年度～

工事
内容の
見直し

新材料、新工法
の利用

⑨狭根開き鉄柱の採用 ▲324百万円/年 H19年度～

⑩鉄塔建替基数削減（地上高対策工事におけるバランス 耐張装
置の採用） ▲98百万円/年 H29年度～

⑪変圧器の構内移動工法（油圧式移載装置）の採用 ▲1百万円/年 Ｈ25年度～

系統構成設備の
効率化

⑫変電所の統廃合 ▲168百万円/年 Ｈ24年度～

⑬33kV川湯配電塔の廃止 ▲50百万円 Ｈ28～30年度

設備
保全の
効率化

点検周期の延伸
化等の効率化

⑭275kV連絡用変圧器の電圧調整スイッチ(LTC)の点検周期見
直し（近年のLTCの運用実態・点検結果等を踏まえた点検周期
の延伸）

▲11百万円/年 Ｈ28年度～

取替時期の延伸
等の効率化 ⑮耐塩コンクリート柱の採用 ▲20百万円/年 H22年度～

その他 その他の効率化 ⑯配電系統図表示システムの採用 ▲12百万円/年 H24年度～

指摘事項9
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代表的な取組例 年削減額
（取組開始時期）

体制 効率化のための体制 ・調達価格低減・競争発注拡大に向けた調達改革委員会の設置 －（H25年度）

人件費・
委託費等 人件費等の削減 ①基準賃金の引下げ実施

②退職年金制度等の見直し実施
①▲44億円（全社値）
②－
（いずれもH25年度）

設備
関連費

調達の
合理化

発注方法の
効率化

①集約発注（外部との共同調達）の実施による調達価格低減
②ＶＥ（Value Engineering）方式採用による調達価格低減

①▲1.45億円（H28年度）
②▲0.9億円（H7年度）

仕様・設計の
汎用化・標準
化

・系統保護リレーの仕様標準化による設計効率化・まとめ発注化 ▲0.34億円（H25年度）

工事
内容の
見直し

新材料、新
工法の利用

①クランプカバーの形状改良による資材費削減
②送電工事仮設道路での盛土材へのプラスチック製材活用による

コスト削減
①▲0.06億円（H29年度）
②▲4億円（H26年度）

系統構成設
備の効率化 ・山間部横断配電線のルート変更による後年度の伐採費抑制 ▲1.35億円（H28年度）

設備
保全の
効率化

点検周期の
延伸化等の
効率化

・不良懸垂碍子の検出点検周期延伸による点検費用削減 ▲0.3億円（H29年度）

取替時期の
延伸等の
効率化

・変圧器再利用増加に伴う資材費削減 ▲16億円（H26年度）

その他 その他の効率化 ・社内通信回線の活用による配電盤運用保守業務の遠隔化による
コスト削減 ▲0.04億円（H29年度）

４．効率化に資する取組(代表的な取組の費用削減額・取組開始時期）

（※）一定の前提の下，想定される費用またはキャッシュの低減額に基づき削減額を算定。

指摘事項9
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代表的な取組例 年削減率（※）

体制 効率化のための体制 ・調達価格低減・競争発注拡大に向けた調達改革委員会の設置 －

人件費・
委託費等 人件費等の削減 ①基準賃金の引下げ実施

②退職年金制度等の見直し実施
①▲4.0％（全社値）
②－

設備
関連費

調達の
合理化

発注方法の効率化
①集約発注（外部との共同調達）の実施による調達価格低減
②ＶＥ（Value Engineering）方式採用による調達価格低
減

①▲36.3％
②▲4.3％

仕様・設計の汎用化・
標準化 ・系統保護リレーの仕様標準化による設計効率化・まとめ発注化 ▲19.5％/装置

工事
内容の
見直し

新材料、新工法の
利用

①クランプカバーの形状改良による資材費削減
②送電工事仮設道路での盛土材へのプラスチック製材活用による

コスト削減
①▲18.8％/箇所
②▲42.3％

系統構成設備の
効率化 ・山間部横断配電線のルート変更による後年度の伐採費抑制 ▲1.9％

設備
保全の
効率化

点検周期の延伸化等
の効率化 ・不良懸垂碍子の検出点検周期延伸による点検費用削減 ▲50.0％

取替時期の延伸
等の効率化 ・変圧器再利用増加に伴う資材費削減 ▲51.0％/台

その他 その他の効率化 ・社内通信回線の活用による配電盤運用保守業務の遠隔化によ
るコスト削減 ▲0.04％

【参考】効率化に資する取組(代表的な取組について）

（※）一定の前提の下，想定される費用またはキャッシュの低減額に基づき削減率を算定。

第28回料金審査
専門会合資料5【P9】 指摘事項9
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代表的な取組 年削減額※1（実施期間）

体制 効率化のための体制 ①調達委員会※2 ①－（H24～29年度）

人件費・
委託費等

人件費等の削減 ①顧客管理に係る定型業務の一部集中化
②支社組織統廃合の検討
等による人員数削減

①－（H29年度～）
②－（－）

設備
関連費

調達の
合理化

発注方法の
効率化

①地中送電ケーブル工事分野における発注方法の工夫
②配電用設備品分野での発注方法見直し
③資機材の共同調達

①－（H25年度～）
②▲40億円程度（H24年度～）
③▲23億円程度（H27年度～）

仕様・設計の
汎用化・標準化

①機材仕様の見直しによる足場ボルトの細径化
②配電用柱上変圧器の仕様見直しによる低減
③超狭根開き鉄塔の開発

①▲0.1億円程度（H25年度～）
②－（H26年度～）
③▲0.2億円程度（H25年度～）

工事
内容の
見直し

新材料、新工法
の利用

①架空送電線点検方法の効率化
②66kv空気遮断器点検の改善
③柱上変圧器取替工事の効率化

①▲4億円程度（H26年度～）
②▲0.1億円程度（H28年度～）
③▲3億円程度（H28年度～）

系統構成・設備
の効率化

①ダイナミックレイティング活用による設備増強の
回避

①－（H28年度～）

設備
保全の
効率化

点検周期の延伸
化等の効率化

①ＬＴＣ吊り上げ点検のインターバル延伸
②配電設備のリユース・延命化の拡大

①▲1-2億円程度（H28年度～）
②▲20億円程度（H25年度～）

取替時期の延伸
等の効率化

①鉄筋コンクリート柱取替評価基準の見直しによる
取替対象の厳選

②マンホール内立金物補修・防水装置補修・漏水補修
の省略

①▲40億円程度（H26年度～）

②▲1億円程度（H26年度～）

３．前回ご紹介した効率化への取組事例の年削減額、実施期間

※1 「年削減額」として表示が困難な内容については、「－」としている。
※2 従来の調達構造・調達慣行を抜本的に見直し、より一層のコスト削減を持続的に実現することを目的に、H24年11月に設置

(28回開催)。企業再生やコスト削減に長けた外部有識者による審査・助言あり。

指摘事項9
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効率化に資する代表的な取組事例について

代表的な取組 実施開始
時期 年削減額

体制 効率化のための体制 ・生産性向上検討会の設置
外部有識者の視点も取り入れた効率化推進の仕組みを導入 H29年度～ ―

人件費・
委託費等 人件費等の削減 ・バックオフィス業務の集中化など

定型的な業務を集中センター化し、業務効率を改善 H28年度～ ▲0.5億円/年

設備
関連費

調達の
合理化

発注方法の
効率化

・連系設備増強における資機材の共同での競争発注
スケールメリットによる調達価格の低減

H27年度
契約分 ▲59億円

仕様・設計の
汎用化・標準化

・要求仕様の見直し
「複合型補償リアクトル」の要求仕様の緩和により調達先
候補を複数化し、価格競争を期待

H26年度～ ▲0.1億円/年

工事
内容の
見直し

新材料、新工法
の利用

・柱上変圧器用耐雷PCの仕様共通化、合理化
他電力と仕様の共通化を図るとともに、要求仕様の
合理化により調達価格を削減

H26年度～ ▲3億円/年

系統構成設備の
効率化

・電力需要動向に応じた流通設備の最適化の取り組み
需要減少傾向を踏まえ、適宜流通設備の最適化を実施 適宜 ―

設備
保全の
効率化

点検周期の延伸
化等の効率化

・配電用変電所における変電機器の定期点検内容の見直し
障害発生時の影響に基づき、点検項目や周期を精査 H29年度～ ▲2億円/年

取替時期の延伸
等の効率化

・保護継電装置におけるユニット交換工法の採用
保護継電装置の取替範囲・工法を見直し、耐用年数の
長い部品を延命化

H25年度～
※H28年度より

対象拡大
▲1億円/年

2 指摘事項9
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北陸
【指摘事項９】効率化事例の実施開始時期、費用削減額

・効率化に資する代表的な設備関連に係る各取組事例の１年あたりの費用削減額は、以下のとお
りとなっております。

※一定の前提のもと算定した年間削減見込額

実施開始
時期 削減額

【P11】 H27～ 約2.0億円
(H28実績)

【P8】 H28～ 約0.3億円
(H28実績)

【P13】 H27～ 約0.4億円
(年間見込※)

【P14】 H28～ 約0.1億円
(年間見込※)

【P12】 H26～ 約2.0億円
(H28実績)

【P15】 H29～ 約0.1億円
(Ｈ29見込）

【P8】 H29～ 約0.0億円
(Ｈ29見込)

【P8】 H25～ 約0.3億円
(H28実績)

設備
保全の
効率化

点検周期の
延伸化等の効率化

 開閉器点検周期の延伸

 デジタル型保護リレーの定期点検省略

取替時期の
延伸等の効率化  寿命評価による遮断器の延命化

設備
関連費

調達の
合理化

発注方法の
効率化  共同調達による価格低減（事例：スマートメーター）

仕様・設計の
汎用化・標準化  光搬送装置の機器仕様見直し

工事
内容の
見直し

新材料、
新工法の利用

 自動電圧調整器の仕様見直し

 鉄塔塗装剤の新規採用による塗装周期延伸

系統構成設備
の効率化  鉄塔まとめ建替

代表的な取組例　【第28回審査会合-資料8　ページ番号】

指摘事項9
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関西

The Kansai Electric Power Co., Inc.137

【指摘事項９】効率化に資する代表的な取組について
代表的な取組 実施期間 年最大削減額

体制 効率化のための体制 ・コスト構造改革ＷＧの設置 ー ー

人件費・委
託費等 人件費等の削減

・採用数の抑制や管理間接業務における集約化

・月例賃金の減額を継続するなど給与等の削減

－

－

－

－

設備
関連費

調
達
の
合
理
化

発注方法の
効率化

・電力用資機材への共同調達の拡大

・仕様見直しに資する「ＶＥ方式」やまとめ発注による価格低減

平成24年～

平成25年～

約 5億円

約46億円

仕様・設計の
汎用化・標準化

・2本継コンクリート柱への仕様変更によるコスト削減

・超高圧クラス以上の変圧器等の仕様見直しによる合理化

平成27年～

平成26年～

約 1億円

－
工
事
内
容
の
見
直
し

新材料・新工法の利
用

・新規開発の低風圧アルミ電線導入による調達コスト及び工事費用低
減

・変圧器における機器構造の簡素化や仕様等の見直しによる製造原
価低減

平成27年～

平成26年～

約 6億円

－

系統構成設備
の効率化

・設備利用率等を将来的なニーズなど総合的に評価したうえで設備のス
リム化

ー ー

設
備
保
全
の
効
率
化

点検周期の
延伸化等の
効率化

・ガス遮断器の内部点検に状態監視保全を導入し、点検頻度を抑制

・変圧器の点検に状態監視保全を導入し、点検頻度を抑制

・静止型保護継電器について障害実績を評価し、点検周期を延伸

平成25年～

平成25年～

平成26年～

約 6億円

約0.3億円

約0.8億円
取替時期の
延伸等の
効率化

・コンクリート柱の取替時期において、高精度巡視データに基づく取替時
期の延伸化

・変圧器について、フルフラールと平均重合度の関係式を用いて設備寿
命の見極め

・ＣＶケーブルにおいて、損失電流法等の劣化診断も用いた設備取替
時期の見極め

平成26年～

平成25年～

平成26年～

約 3億円

ー

ー

指摘事項9
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中国【指摘番号9】 効率化事例の実施期間と費用削減額

代表的な取組事例 開始時期 削減額※

（百万円）
体制 効率化のための体制 ・経営層で構成する会議体での資機

材・役務調達方針等の共有 H26 ー

・送配電カンパニーにおける業務改善
等への取組と水平展開 H20 ー

人件費・
委託費等

人件費等の削減 ・事業所の再編 H28 ー
(約50人)

設備
関連費

調達の
合理化

発注方法の効率化 ・ＶＥ方式の採用 H10以前 724
・共同調達の実施 H19 70
・コストオン方式の採用 H26 290

仕様・設計の汎用化・標
準化

・高圧計器の仕様の標準化 H28 7

工事
内容の
見直し

新材料、新工法の利用 ・無停電作業による鉄塔塗装の実施 H28 4
・安価な鳥害防止具の導入 H28 62

系統構成設備の効率化 ・２回線化による区間廃止 H25 ー
設備

保全の
効率化

点検周期の延伸化等の
効率化

・変圧器タップ切換装置の細密点検
周期の延伸化 H28 ー

取替時期の延伸等の効
率化

・系統保護装置の取替延伸化 H26 ー

※ H28年度における削減効果を定量化可能な取組のみ記載

指摘事項9
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２．効率化に資する代表的な各取組事例の開始時期・費用削減額

○ 代表的な各取組事例の開始時期および平成28年度の費用削減額は、下表の通り。

代表的な取組 開始時期
平成28年度の
年間削減額

体制 効率化のための体制 ・経営改革特別委員会の設置［Ｐ９］ 平成24年度 －

人件費
・委託
費等

人件費等の削減 ・配電現場出向用ハンディターミナル（配電HT）
の開発・導入による供給申出業務の効率化

平成28年度 －

設備
関連費

調達の
合理化

発注方法の効率化 ・一括発注・共同調達（遮断器、スマートメーター、
蓄電池など）［Ｐ14］

[一括発注]
遮断器：
20年度以前

[共同調達]
遮断器 ：29年度
ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ：27年度
蓄電池 ：25年度

▲９億円
左記以外の品目を
含む

仕様・設計の汎用
化・標準化

・配電線へのアルミ電線の全面採用［Ｐ13］ 平成28年度 ▲２億円

工事
内容の
見直し

新材料、新工法の
利用

・架空送電線の電線張替工事における新工法（部
分的な吊金車延線工法）の採用［Ｐ11］

平成28年度 ▲4.5百万円
（当該件名に限る）

系統構成設備の効
率化

・空気圧で操作する変電機器を老朽取替に合わせ
電動化しコンプレッサーを撤去したことによる
メンテナンス費用の削減

平成28年度 ▲１百万円

設備
保全の
効率化

点検周期の延伸化
等の効率化

・架空送電線の懸垂がいしの点検頻度延伸［Ｐ10］

・187kV以上のガス遮断器の点検の効率化［Ｐ12］

平成28年度

平成26年度

▲18百万円

▲2.5百万円

取替時期の延伸等
の効率化

・超高圧母線保護リレー装置の部品単位での交換
（レトロフィット更新工法）によるコスト低減

平成29年度 －
※今後、更新工事
を実施する予定

※[ ]は、当社資料における掲載ページ

指摘事項9
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【指摘事項９】効率化に資する代表的な取組について

代表的な取組 実施開始年度 年削減額

体制 効率化のための体制
資機材調達コスト低減への取組
(資材調達分科会・調達改革推進委員会の設置等)

H25 -

人件費・
委託費等

人件費等の削減 退職金・年金制度の見直し H25 -

設備
関連費

調達の
合理化

発注方法の効率化 共同調達・リバースオークション H21 ▲2億円

仕様・設計の汎用化・
標準化

塗料仕様の標準化（送電設備） H28 ▲0.7億円

工事内容の
見直し

新材料、新工法の利用

アーム補強金物の開発（配電設備） H28 ▲0.3億円

ケーブル張替工法の見直し（送電設備） H27 ▲0.3億円

系統構成設備の効率化 設備形成の合理化（送電・変電設備） - -

設備保全の
効率化

点検周期の延伸化等の
効率化

定期点検の見直し
（定期点検の状態基準保全化等）

H24 ▲5億円

取替時期の延伸等の
効率化

設備更新時期の延伸（変圧器） H29 ▲2億円

送電線の余寿命診断精度向上による
最適な改修時期への見直し

H22 ▲4億円

コンクリート柱のひび割れや剥離等の
現地補修

H25 ▲2億円

その他 その他の効率化 九電ハイテックへの保全業務委託 H23 -

指摘事項9
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指摘事項9. 効率化に資する代表的な各取組事例について、実施期間、年間の費用削減額の説明

 以下のとおりとなっております。

代表的な取組 実施期間 年間の
費用削減額

体制 効率化のための体制
・品質マネジメントシステムの構築
・調達コスト低減に向けた取り組み（共同調達,リ
バースオークション等の利用拡大 等）

平成14年度～ －

人件費・
委託費等 人件費等の削減 ・効率的な組織運営（業務集中化、組織・事業所

の統廃合等）
－

（適宜） －

設備
関連費

調達の
合理化

発注方法の効率化 ・共同調達,リバースオークション等の実施 平成13年度
以前～ ▲４億円

仕様・設計の汎用
化・標準化 ・72kV遮断器発注における要求仕様の見直し 平成29年度～ －

工事
内容の
見直し

新材料、新工法の
利用

・鉄塔の杭基礎に用いる「いかり材」の見直し
・人孔寸法の見直し（縮小化）

平成21年度～
平成27年度～

▲88百万円
▲3百万円

系統構成設備の効
率化 ・ケーブル接続箇所数の低減 平成27年度～ ▲12百万円

設備
保全の
効率化

点検周期の延伸化
等の効率化 ・変圧器タップ切換開閉器における点検周期延伸化 平成26年度～ ▲10百万円

取替時期の延伸等
の効率化 ・高耐食メッキの導入 平成26年度～ －

指摘事項9
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
－No.01: 営業収入と実績収入、営業費用と実績費用の差(10社)
－No.02: 当期超過欠損額中のインバランスの扱い (北海道)
－No.03: 想定原価と実績費用の差におけるその他費用の影響(東北)
－No.04: 分社化が行われなかった場合の給料水準の増減(東京)
－No.08: リユースマーケットの有無の説明(東北)
－No.09: 効率化に資する取組事例の実施期間と年間削減額(10社)
－No.10: 系統運用及び需給運用の改善事例(北海道、東北、東京、中部、北陸)
－No.13: 従業員の年収水準低減における具体的取組(北陸)
－No.14: 鉄塔建替の位置変更が実施できた背景の説明(北陸)
－No.18,19: 研究開発費の売上高比、研究開発費の対象範囲(10社)
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北海道５．系統運用や需給運用の効率化取組事例

系統運用自動化システムの更新
• ７つの系統制御所に設置していた系統運用自動化システムの更新にあたり、以下の効率化を図りました。
① システム構築における効率化
 汎用サーバの処理能力向上や通信ネットワーク装置の大容量・高速通信化を踏まえ、広域ネットワーク

型システムを採用し、従来、制御所毎に構築してきた監視制御システムを１つに統合。
・ システム統合により、主要サーバ台数を従来比で80%削減し、設備費用を低減
・ 広域ネットワークを活用したリモート環境での保守作業により、保守費用を低減
・ 制御所間の相互バックアップ機能を実装し、近隣電気所に設置していたバックアップ装置を廃止

② 系統監視・制御業務の集中化および組織統合
 7事業所体制から5事業所体制とし▲8名の要員効率化を実現。

旭川 （北見）

釧路
苫小牧

函館

（札幌北）
札幌

旭川・北見の組織を
旭川に統合（H25実施）

札幌・札幌北の組織を
札幌に統合（H26実施）

①システム構築における効率化 ②系統監視・制御業務の集中化・組織統合

釧路 系制

旭川 系制

苫小牧 系制
函館 系制

札幌 系制

系統運用自動化
IP-Network

監視制御サーバ 監視制御サーバ

システム拠点

監視制御サーバ
監視制御サーバ

システム拠点

H２６年度～実施【影響額７２７百万円/年程度】

指摘事項10
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５．系統運用に関わる効率化（分路リアクトルの設置抑制）

• 軽負荷時の系統電圧上昇を抑制するための設備に，変電所に設置する分路リアクトルがありますが，
当社では，潮流状況に応じた柔軟な系統運用（送電線１回線の運用停止）を行うことにより，分路リアク
トルの設置抑制を図っております。（従来からの取組）

• 東北地域では，近年の再生可能エネルギー導入拡大に伴い，冷暖房需要が少ない時期の電圧上昇傾
向が顕著となっており，こうした系統運用が大きな投資抑制効果を生んでいるものと考えております。

＜系統運用に関わる効率化イメージ＞

（供給信頼度を著しく低下させない範囲で）
送電線１回線を運用停止し，送電線で生じる
無効電力を減少させることで，系統電圧上昇を抑制

分路リアクトルの設置抑制

分路リアクトル

無効電力を減少させること
によって系統電圧を調整す
る（低下させる）ために変
電所に設置する設備

事例：分路リアクトルの設置抑制【変電設備】

変電所 変電所

運用停止発電所

発電所

需要家

コスト削減効果：10億円程度（平成28年度）

指摘事項10
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４－１．需給計画の効率化事例

需要想定の効率化

• 首都圏の安定供給を確保するには、高精度の需要想定が求められますが、従来
は、需要想定システムでは急激な気象変化等に十分に対応できず、最終的には
中央給電指令所職員の経験則に基づく需要想定に置き換え、精度を高める運用
を行っていました。

• このため、システムによる想定と実績との誤差要因を詳細に分析し、入力パラ
メータ（気温、湿度等）を精査した結果、平常時においては、職員による需要
想定に係る業務が大幅に削減され、約７割の省力化を実現しました。

従来

改善後

中央給電指令所職員による
需要想定に置き換え

H28年度～実施【削減幅：107分/日（▲72％）程度】※

※仮に、平均人件費単価に基づき算定すると、3百万円/年程度

kW

時間需要想定システムに
よる需要想定

需要想定システムに
よる需要想定

需要想定

入力パラメータの
精緻化により業務
省力化

kW

時間

需要想定

（低精度） （高精度）

（高精度）

指摘事項10
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４－２．系統構成・設備の効率化事例

送電容量演算結果
で系統運用を実施

変圧器保護
リレー

ＤＴＲ装置
(Dynamic
Transformer

Rating)

送電容量
演算結果

自端遮断指令

センサ情報
（油温、外気温、電流）

変電所構内

発電所
発電抑制指令

専用PC

演算結果閲覧

(給電システム)

警報レベル発報

油温

ダイナミックレイティング活用による設備増強の回避

• 機器の計測データ（油温、外気温、電流等）から送電可能容量をリアルタイム
で算出し、設備余力を最大限活用する仕組み（＝ダイナミックレイティング）
をH28年12月に導入し、設備投資を抑制すること等を可能としました。

H28年度～実施【影響額：－】※

センサ情報より設備余力を最大限活用する
ことが可能となり、変圧器取替等の設備投
資を抑制することが可能に

基幹系統給電指令所

変圧器

※影響額については、変電設備個々の性能と系統構成により大きく変動するため、一般化することは困難

指摘事項10
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送配電部門の連携による一層の効率化に向けた検討について

 北陸電力株式会社、関西電力株式会社および当社（以下、中地域３社）の送配電部門は、
相互連携による一層の効率化に向けた検討を行っております。（平成29年6月2日公表済）

 具体的には、中地域３社の送配電設備が混在している地域の設備形成の最適化をはじめ、電力
需給調整や電力系統の運用面などにおいて、相互連携により一層の効率化を推進するため、中
地域３社の送配電部門で検討・協議を進めております。

○ 他社電力系統との連系強化
・隣接他社電力系統との連系による供給信
頼度向上、供給予備力の節減

・系統故障時・需給ひっ迫時の電力融通に
よる需給安定化（定期的な訓練を含む）

○ 他社電力系統との接じょう地域※1 に
おける相互協力

・設備故障時の相互応援（資機材融通含む）
・設備の保守委託による業務効率化

従前からの取組み

① 設備形成の最適化
・中地域３社の送配電設備が混在している地域に
おいて、経年取替等のタイミングで、設備のスリム
化と最大限の有効活用を図る 等

② 調整力の相互活用
・エリア毎に調整力を活用して需給バランス調整を
実施してきたが、広域的なインバランスネッティング
※2や広域メリットオーダー※3を考慮することにより、
一層効率的な調整を推進 等

一層の効率化の取組み
(中地域３社)

※1 接じょう地域：ある会社の送配電設備と他社の送配電設備が近接している地域
※2 インバランスネッティング：エリア間で発生する余剰・不足インバランを相殺すること
※3 広域メリットオーダー：エリアを超えて安価な調整力を活用すること

3 指摘事項10
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送配電部門の連携による一層の効率化に向けた検討について3 指摘事項10
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149

送配電部門の連携による一層の効率化に向けた検討について3 指摘事項10
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北陸
【指摘事項10】系統運用や需給運用の効率化事例

・中部電力株式会社、関西電力株式会社および当社（以下、中地域３社）の送配電部門は、相互
連携による一層の効率化に向けた検討を行っております。（平成29年6月2日公表済）

・具体的には、中地域３社の送配電設備が混在している地域の設備形成の最適化をはじめ、調整
力の相互活用などにおいて、相互連携により一層の効率化を推進するため、中地域３社の送配
電部門で検討・協議を進めております。

中地域３社プレスリリース「送配電部門の連携による一層の効率化に向けた検討について」 （H29.6.2）より抜粋

【削減額：－ 】

指摘事項10
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北陸
【参考】具体的取組み例①（設備形成の最適化）

中地域３社プレスリリース「送配電部門の連携による一層の効率化に向けた検討について」 （H29.6.2）より抜粋
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北陸
【参考】具体的取組み例②（広域的な需給調整の検討イメージ）

中地域３社プレスリリース「送配電部門の連携による一層の効率化に向けた検討について」 （H29.6.2）より抜粋
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
－No.01: 営業収入と実績収入、営業費用と実績費用の差(10社)
－No.02: 当期超過欠損額中のインバランスの扱い (北海道)
－No.03: 想定原価と実績費用の差におけるその他費用の影響(東北)
－No.04: 分社化が行われなかった場合の給料水準の増減(東京)
－No.08: リユースマーケットの有無の説明(東北)
－No.09: 効率化に資する取組事例の実施期間と年間削減額(10社)
－No.10: 系統運用及び需給運用の改善事例(北海道、東北、東京、中部、北陸)
－No.13: 従業員の年収水準低減における具体的取組(北陸)
－No.14: 鉄塔建替の位置変更が実施できた背景の説明(北陸)
－No.18,19: 研究開発費の売上高比、研究開発費の対象範囲(10社)
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北陸

・当社は、震災以降の厳しい収支状況を踏まえ、従業員の年収水準低減に取り組み、平成28年度

には、平成20年度対比で全社平均の年収水準を約13％低減しております。

・これは主に、賞与支給水準の引下げや、管理職の人数削減によるものです。

【指摘事項13】従業員の年収水準低減の具体的な取組内容

【 従業員の年収水準低減の取組み内容 】

項 目 取組み内容 削減率

賞与支給水準の
引き下げ等による
諸給与金の低減

労使交渉において、従業員のモチベーションに配慮しつつ、
当社の経営環境を丁寧に説明し合意を得た

▲9％

管理職の人数削減
(人員構成の見直し)に
よる月例賃金の低減

支配人制度の廃止(平成24年度以降の新任中止）や、
人事・組織運用の見直しにより、管理職の人数を削減

▲4％

合 計 ▲13％

指摘事項13
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
－No.01: 営業収入と実績収入、営業費用と実績費用の差(10社)
－No.02: 当期超過欠損額中のインバランスの扱い (北海道)
－No.03: 想定原価と実績費用の差におけるその他費用の影響(東北)
－No.04: 分社化が行われなかった場合の給料水準の増減(東京)
－No.08: リユースマーケットの有無の説明(東北)
－No.09: 効率化に資する取組事例の実施期間と年間削減額(10社)
－No.10: 系統運用及び需給運用の改善事例(北海道、東北、東京、中部、北陸)
－No.13: 従業員の年収水準低減における具体的取組(北陸)
－No.14: 鉄塔建替の位置変更が実施できた背景の説明(北陸)
－No.18,19: 研究開発費の売上高比、研究開発費の対象範囲(10社)
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北陸
【指摘事項14】鉄塔まとめ建替による位置変更に関する取組内容

・過去に地権者の方の要請に応えて、鉄塔位置を敷地境界の近傍や耕作に支障となりにくい位置
に変更したことにより建替基数が減少した事例がありました。

・この事例を踏まえ、平成26年からは隣接する鉄塔建替工事を同時期に計画して、当社から当該
地区や地権者の方に送電線ルートの変更や鉄塔基数の削減を提案し、ご理解が得られた場合に
まとめ建替を採用しております。

・なお、全ての鉄塔建替に採用できるのではなく、ご理解が得られない場合には、送電線ルート
を変更せず、元位置建替により設備更新を行っております。

（平成28年度実績：５線路において計５基削減）

（従来）

A工事件名

B工事件名

まとめ建替

建替 流用 撤去

（改善後）

指摘事項14
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１．設備投資・高経年化対策に資する取組

２．調達の状況

３．効率化に資する取組

４．上記以外の指摘事項に対する回答
－No.01: 営業収入と実績収入、営業費用と実績費用の差(10社)
－No.02: 当期超過欠損額中のインバランスの扱い (北海道)
－No.03: 想定原価と実績費用の差におけるその他費用の影響(東北)
－No.04: 分社化が行われなかった場合の給料水準の増減(東京)
－No.08: リユースマーケットの有無の説明(東北)
－No.09: 効率化に資する取組事例の実施期間と年間削減額(10社)
－No.10: 系統運用及び需給運用の改善事例(北海道、東北、東京、中部、北陸)
－No.13: 従業員の年収水準低減における具体的取組(北陸)
－No.14: 鉄塔建替の位置変更が実施できた背景の説明(北陸)
－No.18,19: 研究開発費の売上高比、研究開発費の対象範囲(10社)
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北海道９．売上高、想定原価に占める研究費の割合

＜売上高（収入）に対する研究費の割合＞

• 売上高（収入）に対する研究費の割合は、料金原価・平成28年度実績ともに、同水準
（想定原価：0.2％、Ｈ28実績：0.2％）となっております。

• なお、前回の当社説明資料（第28回料金審査専門会合資料４、Ｐ30）に記載している、
Ｈ28年度の研究費の金額「86百万円」は、直課分（※）の値であり、送配電部門収支上
の計上額は 「386百万円」 となります。
（※）送配電部門の費用と明確に特定可能な件名を直接整理したもの。

想定原価
（504百万円）

H28実績
（386百万円）

※「売上高（収入）に対する研究費割合はそれぞれ以下のとおり。
・想定原価：託送料金原価（1,913億円）に占める研究費の織込額（504百万円）の割合
・H28実績：H28実績収入（1,844億円）に占める託送収支に計上されたH28研究費（386百万円）の割合

0.2% 0.2%

0.0%

0.1%

0.2%

0.3%

0.4%

指摘事項18・19
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• 研究実施にあたっては，毎年度，研究開発の意義や費用対効果等を精査し，必要な件名を厳選のう
え，研究開発を実施しております。

• 託送収支における実績収入（売上高）および想定原価に占める研究費の割合は以下のとおりとなり，
割合差は０．４％程度となりました。

• なお，下図に記載の平成２８年度研究費実績には，送配電部門に直課される研究費用のほか，コー
ポレート研究など全社に係る研究費用の送配電部門への配賦分等が含まれております。

９．売上高および想定原価に占める研究開発費の割合

（※）第28回料金審査専門会合における当社スライド（P２７）では，直課分（予算管轄個所が送配電部門）の金額を表示（約１８億円）して
おり，金額が相違している。

②研究費①売上高
または想定原価

研究費の割合
（②／①）

（売上高）

（想定原価）

４，５４９

４，５８７

３２

１７

０．７％

０．3％

売上高ベース

原価ベース

（億円）

（28年度託送収支実績※）

（託送原価への織込額）

指摘事項18・19
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８．収入に対する研究費割合

• 収入に対する研究費割合につきましては、H28年度は0.4％であり、原価算定時

の前提と同水準となっております。

※「収入に対する研究費割合」はそれぞれ以下のとおり。

想定原価：託送料金原価（14,541億円）に占める研究費の織込額（60億円）の割合

H28実績 ：H28実績収入（14,073億円）に占める託送収支に計上されたH28研究費（57億円）の割合

（57億円）（60億円）

指摘事項18・19
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• 当社は、「コスト削減のためのイノベーション」、「リスク対応の強化」、「将
来に向けたテーマ・エネルギーサービスの高度化」という大別して３つのカテゴ
リの研究開発に取り組んでおり、それぞれのカテゴリにおいて、リスク管理上
優先順位の高い研究や効果の見込める研究から優先的に取り組んでおります。

（参考）研究開発（１）取組方針

概 要 主な評価指標

コスト削減
のためのイ
ノベーショ
ン

ＩＣＴ技術やオープンイノ
ベーションの活用により既存
技術の業務革新を図る。

コスト削減見込
額や効果発生時
期等を踏まえた
費用対効果

リスク対応
の強化

自然災害や分散電源の大量導
入に対応するための技術開発
に注力する。

事故・災害の発
生可能性・影響
度に基づくリス
クマップ

将来に向け
たテーマ・
エネルギー
サービスの
高度化

高いセキュリティ・安定度・
利便性をもった強靱で柔軟な
送配電ネットワークを実現す
るとともに、送配電設備等を
活用した新たな価値を生むプ
ラットフォーム事業の展開を
進める。

事業方針との整
合性、効果発生
時期等を踏まえ
た費用対効果

【研究開発の分類】 【H28年度の研究費分類別内訳】

合計：57億円

※設備トラブル・自然災害等に対応するための
技術開発、設備診断技術・延命化技術に資す
る技術開発、分散電源大量導入に対応するた
めの技術開発等を含む

※

第28回料金審査専門会合
資料6【P28】を一部修正
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売上高、想定原価に占める研究費の割合について

 研究については、必要性や優先度を考慮し、精査・厳選して実施しており、毎年度20～30億円
程度を支出しており、売上高に占める割合は0.4%程度となっております。

0.5%
0.4%

0.0%

0.2%

0.4%

0.6%

想定原価 H28実績

収入に対する研究費割合

※「収入に対する研究費割合」はそれぞれ以下のとおり。
想定原価：託送料金原価（6,085億円）に占める研究費の織込額（31億円）の割合
H28実績 ：H28実績収入（6,045億円）に占める託送収支に計上された研究費（28億円）の割

合

7 指摘事項18
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研究費の対象範囲について

 研究費については、社外との共同研究のための費用が13億円、自社単独での費用が14億円となり総額
28億円となっております。

8

H28年度実績費用

主な研究内容NW
固有

(直課)

共通※

(配分) 合計

研
究
費
（
託
送
分
）

社外
研究費 － 13 13 ・ﾄﾞﾛｰﾝを活用した送電線と樹木の

離隔評価手法を構築

自社
研究費 8 6 14

・設備の経年劣化について、撤去品
ｻﾝﾌﾟﾙの分析や加速試験

・ｴﾈﾙｷﾞｰ貯蔵設備の運用技術開発
・配電系統のﾘｱﾙﾀｲﾑな状態把握
・ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの活用検討

合計 8 20 28

※研究費の総額からNW・非NW固有分を除いたもの（電気事業全般にかかる研究）を、
ABC手法によりNW分として配分したもの

（億円）

45%

9%

36%

7%
3%

平成28年度研究費実績額の内訳
（NW直課分）

①設備診断・故障対応等の現場
課題
②再エネ大量導入の課題

③電力ネットワークの高度化

④将来に資する技術開発

8億円

第28回料金審査専門
会合資料7【P26】

指摘事項19
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北陸
【指摘事項18・19】収入に占める研究費の割合・研究費の対象範囲

・収入に占める研究費の割合については、平成28年度の実績は0.3％であり、想定原価上の割合と
同水準となっております。

項 目 想定原価 H28実績

研究費 (1) 4 4

収 入 (2) 1,305 1,308

割 合 (3)=(1)/(2) 0.3％ 0.3％

（億円）

（注）想定原価：託送料金原価(1,305億円)に占める研究費の織込額(4億円)の割合
H28実績 ：H28実績収入(1,308億円)に占める託送収支に計上されたH28研究費(4億円)の割合

なお、第28回料金審査専門会合における当社スライド(P27)に記載のH28研究費実績(約1.5億円)
については、社内研究費のうち送配電部門の実績として特定可能な件名(直課相当)のみ
を記載していることから上表と金額が一致しない。

指摘事項18・19
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関西

The Kansai Electric Power Co., Inc.165

【指摘事項１８・１９】収入に対する研究費割合

○収入に対する研究費割合につきましては、Ｈ２８年度は0.3％であり、原価算定時の前提と同
水準となっております。

想定原価：託送料金原価（7,055億円）に占める研究費の織込額（24億円）の割合
H28実績：H28実績収入（6,681億円）に占める託送収支に計上されたH28研究費(20億円)の割合

想定原価
（24億円）

H28実績
（20億円）

0.3% 0.3%

0.0%

0.1%

0.2%

0.3%

0.4%

0.5%

収入に対する研究費割合

指摘事項18・19
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中国【指摘番号18,19】 収入に対する研究費の割合，研究費の対象範囲

 収入に対する研究費の割合については，想定原価は0.2％，H28年度実績は0.1％と
なっています。

想定原価：託送料金原価（2,820億円）に占める研究費の織込額（7億円）の割合
H28実績：H28実績収入（2,761億円）に占める託送収支に計上されたH28研究費（6億円※）の割合

収入に対する研究費の割合

※第29回料金審査専門会合における当社資料【P25】に記載の「ＮＷ直課分２億円」に，ＮＷに配分
されたもの（4億円）を加えたもの。

想定原価 H28実績

研究費 (1) 7 6

収入 (2) 2,820 2,761

割合 (3)=(1)/(2) 0.2% 0.1%

（億円）

指摘事項18・19
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中国（参考）研究開発（H28実績，実施・継続判断基準）

 平成28年度は，送配電事業に関わる研究開発として，下表のような件名に取り組んでいます。

※ 比率を用いて送配電部門に
配分されたものを除く

研究開発の方向性 H28年度の主な件名

①環境負荷低減 ・計測情報を活用したSVR・SSC・SSRの協調
制御と適正配置に関する研究

②事故災害などに
よる影響緩和 ・合理的な雷害対策に関する研究

③経年設備対応
技術

・超高圧送電線劣化評価に関する研究
・変圧器周波数応答解析の適用に関する研究

④業務支援技術 ・配電遠制伝送速度高速化に関する研究

8%
4%

40%
47%

【H28年度の研究費比率】
（NW直課分※：約2億円）

① ②

③
④

【H28年度における研究開発の取り組み】

 研究開発にあたっては，あらかじめ必要性や期待効果等を評価のうえ実施し，複数年に亘る件名について
は，進捗状況を踏まえて課題解決の可能性や情勢変化への適合性等を定期的に評価のうえ，必要により
研究内容やスケジュールの見直しを行っています。

研究実施・継続可否の判断基準

実施前 継続時（毎年度）

判断基準
• 研究実施の必要性
• 方法，期間の妥当性
• 期待効果（費用対効果，安定供給など） 等

• 課題の解決見込
• 情勢変化（社会，技術，経営等）への適合状況
• 成果見込（知財出願，発表実績）
• 予算の進捗状況 等

第29回料金審査専門会合
当社資料【P25】
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６．収入に対する研究費割合

○ 平成28年度の売上高に占める研究費の割合は約0.5％、想定原価に占める研究費の割合は約0.5％であり、
原価算定時の前提と同水準となっております。

（算定方法）

売上高に占める研究費の割合 ：託送収支に計上されたH28年度研究費(8億円)÷H28年度実績収入(1,454億円)

想定原価に占める研究費の割合：研究費の原価織込額(8億円)÷託送料金原価(1,501億円)

[%]

0.5% 0.5%

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

H28年度 想定原価

指摘事項18・19
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169

○ 収入に対する研究費割合については、平成28年度託送収支における実績は0.2％となっており、
想定原価に占める割合0.3％を若干下回っております。

想定原価 H28実績

研究費
※

① 16 12

収入（売上高） ② 4,494 4,427

研究費割合 ①／② 0.3％ 0.2％

（億円）＜収入に対する研究費割合＞

※ 送配電部門に配分される金額を含む。

指摘事項18・19
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指摘事項18・19. 売上高、想定原価に占める研究開発費の割合、研究開発費の対象範囲

 売上に対する研究費の割合は、H28年度で0.3%となっており、想定原価 0.1%と比較して0.2%上
昇しております。

想定原価 H28実績
研究費 ① 81 209
売上高 ② 53,482 52,715
研究費割合 ①/② 0.1% 0.3%

（単位：百万円）

※当社説明資料26ページに記載のＨ２８年度実績額「約３千万円」は、ＮＷ直課額を記載
しているため差異があります。

指摘事項18・19
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